
 
P1. 第一次 韓日会談（1952.2.15-4.21） 

在日韓人の法的地位委員会 会議録、 
第一－三六次、1951.10.30―1952.4.1 

  
                     分類番号 723. 1 JA 
                     登録番号  81 
 
P2.                索引目録 
  分類番号 登録番号 生産課 生産年度 フィルム番号 フレイム番号  
  723. 1 JA     81     政務課  1952           番号   始まり   終り  
  法 1951-1952               C1－ 0001    0623～ 1089 
     一－三六次 
 
     機能名称 :  第一次 韓日会談（1952.2.15-4.21） 

在日韓人の法的地位委員会 会議録、一－三六次、1951.10.30―1952.4.1 
 
 

一連番号      内   容              頁 
1  在日韓人の法的地位委員会 経過報告書、1951     0627  
2    第一次、1951.10.30                        0666 

 3    第二次、1951.10.31                         0675 
  4    第三次、1951.11.2                          0686 

5    第四次、1951.11.7                         0712 
 6    第五次、1951.11.9                          0727 
  7    第六次、1951.11.12                         0733 

8    第七次、1951.11.14                        0746 
 9    第八次、1951.11.14                         0756 
  10   第九次、1951.11.17 及び第一〇次、1951.11.20    0764 

11   第一二次、1951.11.30                        0775 
 12   第一三次、1951.12.3                         0789 
  13   第一四次、1951.12.6                          0802 

14   第一五次、1951.12.7                        0815 
 15   第一六次、1951.12.12                         0828 
P3.16  第一七次、1951.12.15                       0841 
 17   第一八次、1951.12.18                         0866 
  18   第一九次、1951.12.19                         0886 

19   第二〇次、1951.12.21                        0894 
 20   第二一次、1951.12.22                        0903 
  21   第二二次、1952.1.16                         0926 

22   第二三次、1952.1.21                        0941 
 23   第二四次、1952.1.24                         0949 
  24   第二五次、1952.1.26                            0962 

25   第二六次、1952.1.29                         0973 
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 26   第二七次、1952.1.31                         0986 
  27   第二八次、1952.2.1                           0994 

28   第二九次、1952.2.4                         1005 
 29   第三〇次、1952.2.6                           1014 
  30   第三一次、1952.2.7                          1020 
  31   第三二次、1952.3.18                         1027 

32   第三三次、1952.3.20                        1044 
 33   第三四次、1952.3.20                         1052 
  34   第三五次、1952.3.29                            1057 

35   第三六次、1952.4.1                          1075 
 
P4.分類番号 723. 1 JA   登録番号 3111  保存期間 永久甲 

法 1951-1952 一－三六次    
 機能名称 :  第一次 韓日会談（1952.2.15-4.21） 

在日韓人の法的地位委員会 会議録、一－三六次、 
1951.10.30―1952.4.1 

 生産課  政務課    生産年度 1952 
内容 1  在日韓人の法的地位委員会 経過報告書、1951     0627  

2    第一次、1951.10.30                        0666 
    3    第二次、1951.10.31                         0675 
     4    第三次、1951.11.2                          0686 

5    第四次、1951.11.7                         0712 
 6    第五次、1951.11.9                          0727 
  7    第六次、1951.11.12                         0733 

8    第七次、1951.11.14                        0746 
 9    第八次、1951.11.14                         0756 
  10   第九次、1951.11.17 及び第一〇次、1951.11.20    0764 

11   第一二次、1951.11.30                        0775 
 12   第一三次、1951.12.3                         0789 
  13   第一四次、1951.12.6                          0802 

14   第一五次、1951.12.7                        0815 
 15   第一六次、1951.12.12                         0828 

16   第一七次、1951.12.15                       0841 
 17   第一八次、1951.12.18                         0866 
  18   第一九次、1951.12.19                         0886 

19   第二〇次、1951.12.21                        0894 
 20   第二一次、1951.12.22                        0903 
  21   第二二次、1952.1.16                         0926 

22   第二三次、1952.1.21                        0941 
 23   第二四次、1952.1.24                         0949 
  24   第二五次、1952.1.26                            0962 

25   第二六次、1952.1.29                         0973 
 26   第二七次、1952.1.31                         0986 
  27   第二八次、1952.2.1                           0994 
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28   第二九次、1952.2.4                         1005 
 29   第三〇次、1952.2.6                           1014 
  30   第三一次、1952.2.7                          1020 
  31   第三二次、1952.3.18                         1027 

32   第三三次、1952.3.20                        1044 
 33   第三四次、1952.3.20                         1052 
  34   第三五次、1952.3.29                            1057 

35   第三六次、1952.4.1                          1075 
                   

P5  1  在日韓人の法的地位委員会 経過報告書、1951 
 
P6    檀紀 4284 年(1951 年)12 月 30 日 
           韓日会談大韓民国代表 
       国籍問題分科委員会委員長  兪鎮午 
  外務部政務局長 貴下 
    韓日会談経過報告に関する件 
 檀紀 4284 年(1951 年)10 月 20 日から日本東京で開催された韓日会談の経過に関して別紙の

ように報告し、兼ねて国籍問題分科委員会においての日本側最終提案を別添いたします。 
 

韓日会談報告書 
第一部 概況 

  1951 年 10 月 20 日から日本東京で開かれた韓日会談に関しては、当初から両国の態度に

相当な距離が有った。即ち韓国は同会談を韓日両国間の実質上の平和会談と看做し、両国

間に介在するすべての問題を同会談で解決することで、将来の両国間の国交樹立の基礎に 
P7 しようとしたのに反して、日本はそのような意図と誠意が無く、ただ在日韓国人の国籍に

関して彼らが大韓民国国籍を持ったことを韓国政府に確認させ、その他の韓日間の諸問題

に関しては韓国側の意見と主張を「聞いて置く」程度で終えようというものだった。思う

に日本は連合軍司令部の管轄下で韓国側と会談することを避け、対日平和条約が効力を発

生し、日本が主権を完全に回復した後、有利な立場で韓国側と会談しようというのだった。 
   そのような事情の下で日本は当初、韓日会談に関して別に誠意を表さず、口を開ければ

決まって「準備が出来ていない」(Not prepared)と言って、すべてを遷延させようという

作戦を取った。しかし会談開始後約一ヶ月して、日本は態度を変更せざるを得なくなった。

その理由としては思うに 
   (1)同会談を成功させよという米国側の意図が日本政府に反映されたこと 
   (2)日本としては平和条約締結後最初の国際会議なので、同会議の経過如何は、日本の平

和及び民主主義に対する誠意を打診する「バロメーター」として全世界の民主主義国

家、特に東南アジア各国の注意の焦点になること等を挙げられると思料する。 
P8  このようにして韓日会談は会談開始後約一ヶ月が経過した後から相当な進捗を見るよ   

うになった。即ち日本は同会談で、既に設置された国籍分科委員会と船舶分科委員会で漸 
次誠意ある態度を取ると同時にその他の諸問題－財産及び請求権、漁業、通商航海、海底 
電線等の諸問題に関しても、「準備が出来ていない」という前言を取り消して、明年 2 
月中には最終解決をなすということを確約するに至った。 
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第二部 国籍分科委員会 
  上述したように日本は、韓日会談に関して初めは別に誠意がなく、ただ在日韓国人

に韓国国籍が有ることを韓国政府に確認させ、平和条約発効後に彼らを「外国人」と

して取り扱い、一般外国人に加えるすべての制限を在日韓国人にも加えようというも

のだった。これに対して韓国側は在日韓国人が日本において特殊な地位を占める外国

人であることを指摘し、一般外国人よりは優待を受けなくてはならないという主張で

対抗した。 
  そのような韓国側の主張に対して、日本側は｢無理な主張」だと内外に宣伝すること

で、彼らの立場を有利にしようとした。われわれは「韓国は決して、すべての韓国人

に一般外国人より優越な地位を認定しろと言うのではない。1945 年 8 月 9 日以後に

日本に入国した韓国人に関しては、一般外国人の待遇を受けるのに対して何等の異議 
P9      がない。ただそれ以前から日本に居住する韓国人は現在、一般外国人とは違う特殊な

地位を持っているのが事実なので、その既成事実をそのまま認定せよというものだ」 
と主張し、日本側を説服させると同時に第三者に対しても韓国側の主張が決して正義 
公平の原則と国際公法の原理に違反するものではないということを納得させるのに努

力した。 
 以下、具体的な内容に関して分説すると次のとおりだ。 

  (一)国籍問題 
上述したように当初日本は、本会談で在日韓国人が韓国国籍が持ったことを韓国側に

確認させることで終えようとしたので、次の三個の条項を日本側提案として提出した。 
(1) 在日韓国人は対日平和条約発効で日本国籍を離脱し、韓国国籍を取得する。 
(2) 在日韓国人の国籍は、戸籍を基準にして決定する。 
(3) 在日韓国人の日本国籍取得(Naturalization)は、日本国籍法によって行う。 

P10   以上のような日本側提案に対して韓国代表は、何人が自国の国籍を有するかという

問題及び Naturalization の問題は、国際法上「国内問題」(matter within the domestic 
jurisdiction)で、国際会議の議題になる性質のものではないと指摘すると同時に、韓

国政府は日本に在留する韓国国民に対して国際法上保護権を持ったので、韓日会談に

おいては日本における彼らの処遇及び法的地位に関して論議しなければならないと主

張し、それ以後国籍分科委員会においては国籍問題よりも、主に在日韓国人の処遇及

び法的地位に関する討議を展開した。  
(二)永住権問題 
   在日韓国人の日本内永住権許可に関しては、当初日本は自国の「出入国管理令」に

よって在日韓国人から一々永住許可申請を受け、彼らが(1)善良な人なのか(2)独立して

生計を維持するだけの資産、又は技能を持つ人なのか(3)彼らの日本永住が日本国の利

益に合うか、そうでないか－等を審査してその許可与否を決定し、またその申請に際

しては一人当たり日本円で二千円の手数料を貰うと主張した。論戦をくり返した結果、

現在に至っては韓国側の在日代表機関で登録証明書を発給すれば日本側は彼らの外国

人登録簿と対照して、その韓国人が 1945 年 8 月 9 日以前からの居住者であることだ

け確認したら何等の審査もせずに、また何等の手数料も貰わずに永住権を付与 
P11  するという点まで譲歩した。 

 永住許可に関連する問題は退去強制(deportation)であるが、退去強制の事由の内、

最も在日韓国人に該当者が多いのは「貧困者、放浪者、身体障害者で日本の国家、又

は地方公共団体の負担になっている者」に対する退去強制である。 
 現在日本の「生活保護法」により日本政府から生活扶助費を貰っている韓人の数字
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は約六万人に達し、その金額は年額日本円で約六億六千万円に達するが、日本政府は

これら韓人を漸次退去させるというもの。ただし事実上の貧困者といっても、日本政

府から扶助費を貰っていない者は退去強制の対象にならない。 
 この問題に関して韓国側は一種の dilemma に陥った。即ち日本側が主張するように、

貧困者に対する生活扶助を今後韓人には支給しないということを承認すれば、貧困を

理由に退去強制される韓人はいなくなるだろうが、その代わり事実上生活扶助費に依

存している赤貧者の生活が問題であるだけでなく、これはまた在日共産主義者たちに 
P12  韓国政府を誹謗する資料を提供することになる。共産主義者たちは日本政府の韓人貧 

困者に対する生活扶助費支給を、まるで自分たちが日本政府と闘争した結果獲得した 
ものかのように宣伝しているので、韓日会談の結果そういう扶助費がなくなれば、彼 
らは即時これを韓国政府に対する悪宣伝の材料に使うことが、火を見るより明らかで 
ある。だからと退去強制を甘受する訳にも行かない境地なので、 
  (1)韓人貧困者に対する生活扶助は継続すること 
  (2)生活扶助を貰う韓人に対しては、彼らの経済的自立が可能になる時まで一定の

年限の間、退去強制を行わないこと 
を提議したのである。これに対して日本側は 
  (1)今後一年間は生活扶助を行うことを約束する。それ以後にも韓人貧困者に対す

る生活扶助は継続するが、韓国との国際条約によって行うのは一年で終え、そ

れ以後は自主的に行う。 
  (2) 今後一年間貧困を理由に退去強制に該当する者がいる時には、事前に韓国政

府と協議し、韓国側で適当な保護手段を講究してくれれば退去強制をしないよ

うにする。 
という提議をした。 
 按ずるにこれは重大な問題なので、政府の特別な訓令を仰望する。 

P13(三) 処遇問題 
     在日韓国人の処遇問題に関して日本側は、対日平和条約発効後、在日韓国人に対し

て一般外国人と同一の待遇をし、これから締結される韓日間の通商航海条約において

は、韓国人に対して最恵国民待遇(most favored nation treatment)を供与する用意が

あるとした。韓国代表は最恵国民待遇云々は将来相互間で入国する者に関する問題な

ので、今論議するのではなく、今は終戦前から日本に居住していた特殊外国人である

韓国人の待遇に関することを決定しようということなので、在日韓国人は現在日本に

おいて参政権を除外しては日本国民と同一な待遇、即ちいわゆる内国民待遇(national 
treatment)を受けているので、そのような現在の待遇を将来にも継続供与せよと主張

した。 
     これに対して日本側は在日韓国人に対して韓日通商条約に依らないで、将来永久に

内国民待遇を供与することは、日本国内に「二種の外国人」を認定することであり、

これは国際法上類例がないので到底承認できないが、現在一般外国人には禁止されて

いる権利又は資格で(例えば鉱業権等) 韓国人が享有しているものは既得権なの 
P14  で、その人が日本に在留する限りこれを認定し、ただ相続及び日本人以外の者に対す

る譲渡だけは、法令で特に容認される場合以外には認定できないと主張した。 
     按ずるに韓国代表が当初に主張したように、在日韓国人に永久に national 

treatment を許与せよということを最後まで固執するのは、多少無理な感がある。し

かし日本側が主張するまま承認すれば、そういう特殊な権利を持つ者の急死等の場合

に、不当にその権益が損害を受ける怖れがあるので、日本側の提案をそのまま受諾す
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るのは不可能で、少なくとも十年ないし三十年の期間を定めて、その期間の間は一般

外国人には禁止された権利でも、韓国人には認めるよう主張するのがよいと思料する。

(国際法上の類例を探して見ると外国人の土地所有を許容していた国家が新しく法を

定めて、外国人の土地所有を禁止する場合には大体五年、十年等一定な期間を定め、

その期間は在来土地を所有していた外国人には土地所有を容認するのが例になってい

る) 
     この問題に関しても、政府の特別な訓令があることを仰望する。  
 (四) 帰還者の動産携帯及び送金問題  

 この問題に関して最初日本側は全的に日本の輸出貿易管理令(動産は重量四千パウ 
ンドまで、送金は日本円で十万円まで)と為替管理法によって制限されていると主張し 

P15   たが、韓国代表は制限削減を主張し、 
      (1) 帰還者の財産搬出は自由であること。その数量や種類に何等の制限を加えな

いこと 
      (2) 財産搬出に関しては何等の課税もしないこと 
      (3) しかし財産搬出の名目で密貿易を行ったり、アヘン、火薬等禁制品を運搬す

ることは不可なので、これを防止するために韓日両国が協力すること。 
    を提議した。  
     これに対して日本側では大蔵省、通産省等の猛烈な反対があったが、結局韓国側 

の主張を原則的に容認し、ただ 
  (1) そのような特別な取り扱いには期限をつけること 
  (2) 密貿易防止、送金方法に関して、再び専門家に細目な協定を行わせること 
を提議して来た。 
 結局この問題に関しては、期限の問題と細目的技術的協議の問題が残っているだけ 
である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 7

P16 

 
 
 
 

 



 8

P17 

 
 
 
 
 



 9

P18 

 
 
 
 
 



 10

P19

 
 
 
 
 



 11

P20 

 
 
 
 
 



 12

P21 

 
 
 
 
 



 13

P22 
 
 
 
 

 
 
 

 
 



 14

P23 
 

 
 
 
 
 



 15

P24

 
 
 

 
 
 



 16

P25 
 

 
 
 
 



 17

P26 

 
 
 
 
 



 18

P27

 
 
 
 
 



 19

P28              在留(日本)韓国人調査表 
 1、居留民総数分布状態(外国人登録国籍別人員調査表一九五一年六月末日現在)  
    県別/区分  韓国   朝鮮    計  県別/区分  韓国  朝鮮    計 
          北海道 500 人    7999 人   8499 人  栃木  401 人    2442 人    2842 人   

  青森  336       1899     3235    群馬  160      3277       3437 
     岩手    309       3062      3371    埼玉  869      3320       4189 
     宮城    885       4933      5817    千葉   3152      6314       9506 
     秋田    616       1626      2242    兵庫  8608     45338     53946 
     山形    145       1315      1460    奈良    1347      3412      4799 
     福島   81      5010     5091    和歌山   514      4665       5179 
     茨城  648      5188      5836    島根     400      2438       2838 
P29.      鳥取    486       5419      5905  富山     256      2284       2540 

岡山   1215      13050     14375   石川     472      3500       3972  
広島   3212      12893     16205  福井     661      6050       6711 
山口   1494      25527     27021  山梨    448      2891       3339 
徳島      57       652        709  長野   931      6141       7072 
香川      99      1572      1671   岐阜    962      9075      10037 
愛媛     112      3019      3131   静岡   1201      6458       7659 
高知      10      1324      1334   愛知   5310     30259       35369 
東京    7388     36035     43423   三重    916      7578       8494 
神奈川  2395     15803     18198     滋賀  1015      7499       8514 
新潟    1197      2625      3822     京都   6937     29912      36849 

P30.      大阪    23391    81394    104785      
     福岡     2680    29396      32076   
     佐賀      215      3311      3526   
     長崎     1500      7287      8787 
     熊本      628      3667      4295   

大分    430      7760       8190 
宮崎      445      2016       2461 
鹿児島     76       1386      1462 
合計    85320     468110   553430 
 

P31.  1、居留民総数分布状態(一九四七年臨時国勢調査 総理庁統計局)  
      北海道 5750 人 埼玉  2781 人    香川  1234 人   

  青森  1032    千葉  7396      広島 16858        
     岩手    2169     東京 27145      山口 26101 
     宮城    3972     兵庫 55915      愛媛  2699 
     秋田    1578     奈良 6128     高知  1601  
     山形    1459    和歌山 5712      福岡 30203      
     福島   5161     鳥取  2510     神奈川 18180 
     茨城  4850     島根  6138      新潟   3286 

栃木   2101     岡山 15735      富山   2307 
群馬    3013     徳島   694      石川   3399 
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P32.       福井    5407   長崎  7088  
山梨    2566   熊本  3907 
長野   4926   大分  8861 

 岐阜   11028   宮崎   3026 
 静岡   7066    鹿児島 1311 
 愛知  32952   
 三重    8448   合計 508905      
 滋賀  10280       
 京都   37717     

   大阪  93456      
      佐賀    3757    
P33.  2、男女別(一九四七年臨時国勢調査 総理庁統計局)  
       総数 508905 人 
       内訳 男 319300 人 
          女 189605 人 
    3、適齢者数(満 20 歳～満 40 歳) 
         (居留民総数 508905 人から厚生省統計調査部推算) 
       総数 277502 人 
       内訳 男 195962 人 
          女  81540 人 
P34.    4、学齢者数(満 6 歳) 
         (居留民総数 508905 人から厚生省統計部推算) 
       総数   6539 人 
       内訳 男  2853 人 
          女  3686 人 
        5、一九五〇年朝鮮人犯罪統計 (法務府統計資料) 

  区 分              件 数 
東京高検管内                21,524 

     大阪高検管内              25,730  
     名古屋高検管内                          8,877 
     広島高検管内                           10,901 
     福岡高検管内                           10,692 
     仙台高検管内                             4,632 
     札幌高検管内                             2,760 
     高松高検管内                            1,299 
          合 計                86,395 
P35.                 朝鮮人 収容者調査(一九五〇年七月末日調査) 

        刑務所 受刑者  その他     合計 
        数   男 女  男  女   男  女  計 
東京高検管内  17  1449 5  654      2153    5  2158  

     大阪高検管内  10  1698  8  449  9    2147   17  2168       
     名古屋高検管内   9     834  2    230    2    1064    4   1068                       
     広島高検管内     7     890  3    190    2    1080   5   1085                         
     福岡高検管内    11    1189  9    405   19    1594   28  1622                  
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     仙台高検管内     6     394       120           513        513 
     札幌高検管内     6     538        95           633        633 
     高松高検管内    4     199        27           226        226                    
          合 計    70    7240  27  2170   32    9410   59  9469   
P36.     6、婚姻、出生、死亡、届出状態(法務府統計資料) 
    年度／区分 出生  死亡  婚姻  離婚 縁組  離縁 その他  計             
    1947 年度 7325   2789    551    81    146    11     58    10961 
        1948 年度 11743   2814   1355   126    111    15    170    16334    
        1949 年度 19460   4934   2055   289    490    17    488    27732  
        1950 年度 20272   5024   1881   194    267    27    302    28067 
P37.    7、韓国及び日本国籍取得者数 (在日韓僑統計表一九四八年十二月末現在) 
          韓国人結婚総数     115,182 組 
            内 訳 
     (1)  韓男と日女との結婚数  110,797 組 
          (2)  韓女と日男との結婚数   1,500 組 
          (3)   韓男の日家への入夫養子数 2,869 組 
          (4)   日男の韓家への入夫養子数    16 組 
P38.     8、教育状態 (在日韓国人統計表 一九四六年十二月末現在) 
      学齢に達した青少年数 67565 人 
      内訳  
      (1) 大学及び専門   3500 人 
      (2)  中学生      9152 人 
      (3) 小学生      54913 人  
P39.     9、職業状況  (在日韓国人統計表一九四八年十二月末現在) 
     (1)  官公吏及び公務員    1,700 人 
          (2) 会社員及び出版書籍業   9,500 人  
          (3)   工業及び繊維業      6,500 人 
          (4)  商 業        15,000 人 
     (5)    農  業                  5,500 人 
     (6)  漁業及び製塩業      1,238 人  
          (7)  自由及び土建業     155,000 人 
          (8)   無業(老人、主婦、嬰児)  118,282 人 
          (9)  残余は全部失業者     
 
P40.      在日韓僑企業状態調査表 (一九五〇年九月末現在) 
    一、在日韓僑総人口数               541,597 名 
   一、自由生活者(一定な職業のない者、浮動生活者) 約 483,574 名 
   一、小企業者(一万円以上五拾万円程度)約十%弱    53,371 名 
   一、中企業者(五拾万円以上一千万円程度)約一%弱    4,473 名 
     一、大企業者(一千万円以上)    地方別調査      179 名 
            大阪府  60 名   ゴム、鉄工その他 
       三重県    3 名   鋳造    
      東京都  70 名      木材、貿易、各種機械製造、鉄工、その他 
      京都府   7 名   織物 
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      神戸市  30 名      ゴム、貿易、その他  
P41.    神奈川県  1 名   機械製造  

   秋田県  1 名     建築 
      山梨県  2 名   木材  
      群馬県    1 名      木材 
      埼玉県  1 名     鉄工 
      北海道  1 名   木材 
      島根県  1 名   木材 
      福岡県  1 名   木材 
   備考 以上のような現実にあるが、各企業者たちは融資方途がなく休業状態にあること

を添記する。 
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P42 
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P44  
2. 第一次 

      1951.10.30  
 
P45    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 3 日 

代表兪鎮午   課長 Hahan  起案者 韓奎永 
外務部長官 貴下     韓日会談大韓民国代表団 団長梁祐燦 
件名 第一次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第一次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P46 韓日会第三号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 2 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第一次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第一次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P47    在日韓僑法的地位分科委員会経過 

第一次会談 10 月 30 日午前 11 時 20 分 
一、開会 10 月 30 日(火)本会議終了後 於ける DS/SCAP 
二、出席者 日本側 代表 田中光男 

        委員 平賀健太 
         〃  今井 実 
        参観 佐治 誠 
    韓国側 代表 兪 鎮午 
        委員 金 東祚 
         〃  金 泰東 
        参観 林 松本 

〃  全 斗銖 
P48          〃 金 永周 
三、経過概要 
 1、PROTOCOLE 
      兪鎮午代表は通訳を使用して開会の挨拶をした後、韓国側では先に情報を得る目的な

ので、日本側から在日韓僑の数字、動向、日本の取り扱い内容、そして今後如何に待

遇するのか、特に出入国管理令を適用する予定のようだが、その内容がどうなのか等

の説明を要求した。 
    これに対して日本側田中代表が、分科委員会の議事内容は本会議に報告する以外は、

一切外部に発表しないことにしようという提案が有り、同意を得て、情報関係は日本 
P49    側にも正確な情報がなく自信がないと前提した後、出入国管理庁月報を配布し、説明

し始めた。 
  2、韓僑現況 
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   登録者数 553430 名 
   未登録者数 二十万～十万というが未詳 
   不法入国者 全然未詳。発覚した者だけ強制送還するが、大体五人の内一人の率とい

う。不法入国者というのは SCAP CIRCULAR 違反入国者である。SCAP
の許可なく入国する者と日本政府外国人登録令違反者の数は大体三対一

の比率だ。 
  3、「韓国人」と「朝鮮人」の区別問題 
    韓国側から日本側刊行物では「朝鮮人」と「韓国人」を区別するので、その根拠と 

実情を問い合わせると 
P50      日本側で答弁するには｢日本政府の諸法令では全部〝朝鮮人〟と立法されていて、日

本政府として南北韓両政府の内、一個を選択する権限がないだけでなく、日本政府が

自ら進んでこれらの問題を質問できずに、全部〝朝鮮人〟と指称して登録して来たが、

途中で駐日代表部から〝韓国人〟にせよという要請が有ったので、また SCAP の要求

も有り、双方を皆使用できるとしたが、在日韓僑の内左翼系から反対の大騒乱が起き

た。結局日本政府は「原則として〝朝鮮人〟と記入し、特に希望する人だけ〝韓国人

〟とすることにした。したがって登録上、〝韓国〟又は〝朝鮮〟となったのは、決し

て登録者がどちら側の政府を支持するかという表示ではない」とした。 
     それに韓国側から、この点が共産系列の宣伝資料に利用されていることを指摘し、 
P51   日本が韓国との国交を再開することになるのに、現在世界の民主諸邦が唯一の合法政

府と承認したのは大韓民国だけということと、韓日両国が共存関係にあるということ

を充分認識し、今後会談して処置して欲しいという注意をしたが、 
     日本側からは、梁大使が話されたように大韓民国が全責任を取るならばそうなるだ

ろうと話し、 
     韓国側から北韓からの不法入国状態を質問したのに対して、 
     日本側では「北韓から直接来るのは全然捕まらないから、おそらく南韓を通じて不

法入国することと見られる。また婦女子の不法入国が増加したのは、密輸常習者で男 
P52    は容易に登録その他逃避するせいで女だけ捕まる結果と見る。大体六・二五動乱(朝鮮

戦争)後、顕著に増加するものと思っていたのに反対に減少したのは、韓国側の不法出

国取締り強化と海上活動の不自由に起因することと推測する」と語った。 
     韓国側は午後も継続討議しようと言ったが、日本側は会議関係で明日午後二時にし

ようと言い、同意閉会した。 
四、閉会 十二時十二分 
 

P53   2. 第 2 次 
      1951.10.31  
 
P54    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 3 日 

代表兪鎮午   課長 Hahan  起案者 韓奎永 
外務部長官 貴下     韓日会談大韓民国代表団 団長梁祐燦 
件名 第二次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第二次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P55 韓日会第四号 
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    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 2 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第二次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第二次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P56  在日韓僑法的地位分科委員会経過 

第二次会談 十月三一日(水曜日) 
一、開会 午後二時一三分 
二、出席者 日本側 前回と同一 

      韓国側 兪鎮午、金東祚、金泰東、全 斗銖、金 永周 
 三、経過(第一次会談と同じく日本側の情報を得る目的で開催した) 
   1、日本側の法的見解(平賀) 
    ⅰ. 平和条約によって日本国籍を喪失するが、その時まで日本国籍を保有する。 
    ⅱ. ただしポツダム宣言受諾によって韓国が日本の領土外となり、日本の行政権が波

及できず大韓民国がその後樹立したので、事実上の国家になった。  
P57  ⅲ. 故に原則的には、終戦前後の在日韓僑の法的地位には変動がないが、外国人に準ず

る取扱いをしている。例えば韓国人の選挙権及び被選挙権を停止したし、外国人と

して登録するようにさせたが、不動産の取得と事業活動に関しては日本人と同一の

取扱いを受けている。 
    ⅳ. 身分関係においては過去、戸籍法と戸籍令が別個に適用され、本籍の相互移転が

原則的に禁止され、婚姻による戸籍移動だけが有ったが、日本の敗戦後「親族入籍」

「引取入籍」「家族入籍」は廃止され、現在の移動は「婚姻」「離婚」「養子」「入夫」

及び「認知」の五種だが、日本側で一方的にこれを受理整理している。現在移動し

た人の身分は、現状をそのまま認定して欲しい。(前回、今会議に提出した日本側提 
P58   案第二項)また韓人間の身分移動、出生死亡等も全部、日本側で受理して来たが、韓

国の本籍地に連絡をできないでいる現状だ。 
    ⅴ. 日本国籍を所持する在日韓僑の海外旅行等は、駐日代表部で取扱って来たので、

一種の二重国籍と解釈される。 
   3. 韓国側の態度 
     韓国側はその主張する要点を次期会議に提出することにして、日本側の態度だけ聴

取する方針だったが、次の諸点に関して簡単な伏線を提出した。 
    ⅰ. 対日平和条約と無関係に、在日韓僑に対しても韓国国籍法が適用されたし、適用

される。 
P59    ⅱ. 従来韓人が日本国籍を取得したという法理的根拠は何なのか－これに対して日本

側から、韓日併合条約と同条約締結後の出生者は慣習法によって日本国籍を取得し

たという説明が有った。 
   ⅲ. 朝連関係活動状況 
     韓国側の質問に対して日本側は、団体等規制令で解散したので、その当時の状況

は分かるがその後の状態は資料がないということで、一般犯罪者の統計は刑務所服

役中の韓人しかいないと数字を提示した。 
  4. 生活貧困者  
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     日本側から生活貧困者の標準は生活保護法の適用を受け「国又は地方(公共)団体

の負担になる者」で全然正確な数字を把握できないが、推算全居留民の一割と見 
P60   ている。即ち約五万五千名だが、これは名古屋が十一人に一人、下関が四人に一人、 
    岩国が五人に一人、東京が二十二人に一人なのだが、平均比率を算出すると下関の

ように韓人四人の一人が貧困者ということは、共産党活躍が甚だしい地域なので、

多くの韓人を動員して受け取らせた後、共産党費にしているもので実情とは相異す

るので、実在の貧困者はもっと減少し少数と推測される。また現在、生活保護法に

よる手当を受ければ韓国に追放されるという理由から、返還、辞退が始まった事実

が有る。大体に生活保護法は外国人には適用されない故に、在日韓人の韓国国籍が

確認されれば適用されないもので、もしも既得権を主張して継続支給を受けるなら

強制退去の対象になるだろう。 
     これに対して韓国側から、日本政府と地方行政機関の負担額と月平均一人当り支 

P61    給額を質問したが、資料がないという答弁だった。 
   5. 教育問題 

            韓国側から朝連解散時に旧朝連系学校を日本の公立学校に改編した事実を質問す

ると 
      解散後、適当なものだけ公立学校に再編成したと言い、義務教育制に関して(今井) 
     ｢義務教育を受ける権利は属人的なので、国籍が外国人と確定すれば、日本政府が教

育する義務がない｣故にまったく在日韓人が自由に学校を設置することもできる

し(例 AMERICAN SCHOOL)日本の学校に入学させることもできるが、日本の

学校では拒否する権利が生じるという日本側の答弁が有った。 
       教育費は地方税で韓人も出しているではないかという韓国側の発言に対して、 
P62    日本側から外国人は全部地方税を負担するが日本の税制に教育税が別にないとい

う答弁が有り、韓人子弟の教育のために日本が負担する金額を韓国側から質問し

たが、数字が不明だという日本側の答弁が有った。 
朝連系学校が公立になって残っているではないかという韓国側の質問に対して、

日本側は法令によって朝連財産は全部日本の国庫に帰属したという答弁があり、

一九五一年四月三十日現在で文部省統計局の調査数字だと韓人就学者数を発表し

た。 
  小学  69811 名 
  中学  15405 名 
  新制高校 2842 名 
  大学(推算)短期大学 67 名 
      旧制大学 822 名 

P63           大学予科     4 名 
             専門学校    42 名 
             新制大学 1549 名 
    6. 出入国管理令の説明 
       韓国側要請により日本側から、出入国管理令の関係条項とその立法の経緯の説

明が有った。     
    7. 閉会  
      明後日 11 月 2 日午後 2 時再会(開)することにして、午後 4 時 45 分閉会した。 
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P64.  4. 第 3 次 
      1951.11.2  
 
P65    韓日会第五号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 4 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第三次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第三次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P66  在日韓僑法的地位分科委員会経過 

第三次会談(11 月 2 日午後 2 時 18 分) 
一、開会 11 月 2 日(金) 於ける DS/SCAP 
二、出席者 日本側 代表 田中光男 

        委員 平賀健太 
         〃  今井 実 
        参観 佐治 誠 
    韓国側 代表 兪 鎮午 
        委員 金 東祚 
         〃  洪 璡基 
         〃   金 泰東 
         〃   韓 奎永 

P67                   参観 林 松本 
〃  全 斗銖 

三、経過 
     会議に入り 

△ わが側兪鎮午代表から、わが側の意思表示として左記の質問をしたのに対して 
一、前回提示の日本側案は国籍問題だけに局限され、在日僑胞の待遇問題に何等言

及がなかったので、待遇問題に関する日本側の意思を聞きたい 
二、出入国管理令をそのまま在日韓人に適用するのか 

△ 日本側田中代表が答弁するには 
  出入国管理令は立案時から韓人と台湾人に適用する心算だったが、最後に行ってス

キャップの指示によって除外されたものだ。  
P68      実相は八月二八日閣議では適用することにしてスキャップと交渉することにして通

過させたもので、その後(一ヶ)月余りをスキャップと交渉したが結局、会談結果を見

てせよというので、十月四日公布された。故に出入国管理令の特例又は改正なく、会

議で国籍を決定するままに適用する予定だったが、韓国側から待遇問題

(TREATMENT)が出たので、まず韓国側の意見を聞いて研究しようと思うというのに

対して 
△ 兪鎮午代表が答弁するには 

われわれの考えとは距離が有るかも知れないが、友好的にまた両国の利益のために

考慮すれば解決できると考えるとし、左のように全般的に論じた。 
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P69     a) 韓人の韓国国籍取得は西暦一九四五年八月九日付で日本国籍を離脱した(平和条約

と無関係)。日韓併合条約による日本国籍取得はポツダム宣言受諾で失効し、西暦一

九四八年八月十五日大韓民国政府樹立と時を合わせて韓国籍になり、同年十二月国

籍法施行で国内法措置が実施されたのだ。ただし在日韓僑に対しては「パーソナル

ソバレニティ」(PERSONAL SOVERIGNITY)が波及したのに過ぎないので、これ

は国籍問題ではなく法的地位問題であり、即ち待遇の如何という問題である。 
         b) 領土変更時に住民に認定する国籍選択権を認めるなら、また問題だ。日本の韓人

保護が完全なら選択権は不要だと考える。韓僑の(一) 西暦一九四五年八月九日以前 
P70      から居住する者(二)同年八月十日以後、合法に入国して居住する者(三) 同年八月十

日以後、非合法に入国して居住する者、以上三者の内、(二)に対しては日本で名実

共に外国人として取り扱っているし、(一)に対しては外国人登録とフランチャイズ

(FRANCHISE)問題に於いてだけ外国人に取り扱つかわれ、その他は日本国籍者と

同一に取り扱いしている。結局(一)の取り扱いは、外国人は外国人だが特殊外国人

として取り扱ったものだ。その特殊性というのは、当初に日本人として入国し、終

戦後六年間外国人の特権を認めらなかったが、内外国人区別の差別待遇も受けず、

一切内国人待遇を受けた。この点から見て平和条約の締結、又は発効で、この取り

扱いに変動があるとは考えられない。具体的に言えば 
P71      a) 出入国管理令は、今後入国する者、又は(二)に関する者に適用され、(一)に対して

は適用されるものではない。(一)に対しては条約を制定することを望む。 
     ①永住権を付与すること―永住権は当然に、また別段の形式なく認めること。また

日本からの退去の自由を認定することと、原則的にその子孫に波及するだろう。 
     ②人権を保障するのにおいて世界人権宣言そのままには実施できてはいないが、そ

の目的を実現する精神で、これを保証すること―即ち、財産取得及び所有、経済

的活動の自由、教育、生活保障、その他において日本国民と同一な待遇を希望す

る。政治的権利や今後の兵役義務等、国民固有の義務や権利は除くのが当然だ。 
      日本の憲法の「国民」は、国籍所有者にだけ限定されたものではない。 
P72    ③ 財産の継続保有、又は処分権を認めること―即ち、制限の無賦課。退去時、動産

携帯の自由権。処分又は携帯の財産の種類、数量、価格には無制限及び課税免除

等を認めること。 
     ④強制退去は(二)又は今後入国する者にたいしては良いが、(一)に対しては出入国管

理令適用を排除し、ただ政府破壊企図者等は韓国側の積極的協力によって同意を

得た後、退去させること―西暦一九四五年八月九日以前居住者に出入国管理令を

適用するならば貧困者が多数だろうが、これは日本に入国する前から追放の対象

になっているもので、過去徴用の対象で渡日して来たのだから日本側の負担 
P73        であり、日本側としては困難なものと思料されるが、戦後に失職したものを今に

なって強制退去させるということは美しくないことだ。 
△ これに対して日本側田中代表は 
   日本側が国籍を決定した後にも差別的取り扱いをせず、一般外国人より不利にさ

せないということは国際法の原理上確約できるが、提議は根本問題なのでわが側だ

けでは決定できないから、不明瞭な点だけ質問して研究する。もしもこれを受諾す

る時に、その他の外国が日本に対して最恵国待遇を要求する時は困難なので、如何

に考えるのかと言ったのに対して 
P74  △ わが側兪鎮午代表は、在日韓人以外の外国人は入国時外国人として入国したものだが、

在日外国人で入国時に日本人としてしたと、前記の要求をできるのは台湾人の他にい
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ないと言った。 
△ 日本側代表田中が続けて言うには、それなら厳格な再審査が必要だというのに対し

て 
△ わが側兪鎮午代表は、外国人登録があるではないかと反問した。 
△ これに対して日本側代表が「外国人登録はひとつの標準になるだけで、在日韓人に

対しては如何だろう」と言ったのに対して 
△ わが側兪鎮午代表は、「それは日本に入って来た人をいうことなのか?われわれは〝

継続して居住する者を〟を言う」と話した。 
△ 日本側田中代表が反問するには、「在日韓人は自由帰国だが、在韓日人は強制退去さ 

P75     れたのに、この人たちの入国を互恵的にしてくれるのか」と言ったのに対して  
△ 韓国側兪鎮午代表が答弁するには、「それは通商条約時の将来の問題なので、今回の

会議では従来の未決の件の解決だけだ」と話した。 
△ わが側金東祚代表が言及するには、「現在在韓日人は強制退去はされていないでい

る」と言ったのに対して 
△ 日本側代表田中は、｢日本は少数民族を引き受けることになり、強制退去もできず、

自国民でもない数十万の人を引き受けるのは重大な問題だ｣と言った。 
△ わが側兪鎮午代表は、「悪質者を退去させるのは良い」と言及したのに対して 

P76  △ 日本側平賀代表「これは相互保障の問題であり原則的に同じだが、ただし土地法は相

互主義を適用している」と言った。 
△ わが側兪鎮午代表「それも通商条約の問題で、韓国でも米国人に許可することを日

本人に禁止するのではないということだ」と言ったのに対して 
△ 日本側代表田中「現在所有している財産だけを言うのか、或いは今後取得するもの

も言うのか」と反問したのに対して 
△ わが側兪鎮午代表「日本人と同一に取扱って欲しいということだ」と言った。 
△ 日本側平賀代表はこれに対して、「国籍変動時期において在日韓国民は、日本政府と

しては平和条約発効前までは日本国籍を持っていると考え、ただしポツダム宣言後 
P77      の韓国の独立等に因って、実質的に外国人待遇をして来たし、また国際慣例もそう

だ」と言及した。 
△ わが側兪鎮午代表「従来、国際慣例は終戦と一緒に平和条約が締結されるものだが、

西暦一九四八年八月十五日大韓民国政府が樹立し、十二月十日韓国が唯一の合法政

府に承認され、その後一九四九年一月以後米英等二十九ヶ国の正式承認を得た故に、

韓国の独立は事実上ではなく法的に独立したものであり、日本とも通商海運協定が

締結されているのに、在日韓僑が日本国籍なら在韓韓人も日本国籍という矛盾した

結論になる」と言ったのに対して 
△ 日本側平賀代表が言うには、「日本の平和条約条文による韓国独立の承認は条約発

効時からであり、それは法的、形式的にそういうもので、実質的には出入国管理令 
P78      不適用も、日本としては在日韓人が外国人ではないという理由から、条約発効前に

は不可能なだけでなく、また婚姻等においても法例等で別に差異がなく、形式的問題

だがその時期が明確であることを要する｣とした。 
△ これに対してわが側兪鎮午代表「原則問題だけ合意できれば、そういう技術的問題

の合理的解決は容易だろう」と言った。 
△ 日本側平賀代表が続けて言うには、「昨年日本の国籍法改正で、婚姻では国籍を喪失

しないと規定されているので、身分上困難な具体的な例が発生しただけでなく、今

まで日本人と婚姻した韓人は日本人になったと信じて選挙権を行使したが、時期を
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遡及すると選挙結果にも波及、影響するが、人情にも合致するだろう」とした。 
P79   △ これに対して兪鎮午代表「技術的なことは解決可能だが、以前に話したように在日

韓人 
     の国籍が日本籍なら法律上、独立した在韓韓人も日本国籍という矛盾が発生するが、 
     ただわれわれは日本政府が在日韓僑の取り扱いにおいて、特殊な取り扱いをしたと   
     思う」と言った。 
   △ 日本側田中代表、スキャップが帰国しない韓人は日本人と同一に取扱えと言うから、 
     日本籍だと考えたものだ」と言ったのに対して 

△ わが側洪代表「日本側の要求通りにするならば、合併条約が有効だということにな

るが、条約の無効化は色々な事態によるものであり、ポツダム宣言の受諾その他で、

条約でなくても条約が消滅できるので、消滅したと見なければならないだろう」と

言い、 
P80   △ わが側兪鎮午代表が続けて言及するには、「韓国が日本の主権から何時離脱したかを

討議したが、宮澤氏の新憲法解説その他にも明瞭に九月二日になっている」とした。 
△ これに対して日本側田中代表「スキャップの方針が台湾人に限って中国国籍を取得

させ(兪鎮午代表国籍ではないと反駁した)、スキャップの占領管理下の韓人は未決定

だとしたし、スキャップ占領地域外の韓人は日本の主権外であるだけでなく、別個

の身分で取扱って来た」と言ったのに対して 
△ わが側洪代表「スキャップのそんな文書はない」と反駁した。 
△ これに対して日本側平賀代表は「それは実利のない問題なので、法的形式的限界だ

け立てれば良い」と言った。 
P81   △ 兪鎮午代表「平和条約第二条は宣言的なのだが、スキャップとの関係を如何に見て、

今まで締結して来た韓日間の諸協定を如何に考えるか」と質問したのに対して 
△ 日本側田中代表は「降伏条約が中間にあって来るものだ」と言い、 
  平賀代表は「平和条約発効時にしようというもので、純技術的見地から出たもので

政治的意図はない」と答弁した。 
△ わが側洪代表が、国籍法改正の理由を問い合わせると 
△ 日本側平賀代表「国際慣例を追っただけで、重要なことは居住権問題ではないのか」

と反問したのに対して 
△ わが側兪鎮午代表「その時期は表現しなくても可で、国内法で双方措置をすれば良

い」と案文を朗読。「日本側の提案は選択権を排除しようという意図ではないか」と

再度 
P82      反問したのに対して 

△ 日本側平賀代表「身分変動は認めるが、そうだ」と言った。 
△ これに対してわが側兪鎮午代表｢原則が決定すれば認定もできるので、技術的なこと

は後でしよう｣と提案すると 
△ 日本側平賀代表「二重国籍、無国籍がないようにしよう」と言い 
△ わが側兪鎮午代表、これに同意した。 
△ 日本側田中代表｢国籍確立後の既得権利処理と、日本内に二種の外国人が居住するこ

とになると、会談の結論を得るのが難しいと思われるので、管理令を除いて破壊分

子追放「サブバーシブ」(SUBVERSIVE)は協力するということは、確立時の問題と 
P83   将来継続的な問題と区別するのがどうだろうか、また鉱業法等の権利も、現有権の

認定と将来の自由とは、別個の問題だ｣と言ったのに対して 
△ わが側洪代表が言及するには「それは容態の問題ではなく、主体的だと思う｣と言っ
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た。 
△ 日本側平賀代表「適用日時において八月九日を主張すれば、自動的に管理令が適用

されるので、在留資格申請をしなければならない」と言ったのに対して 
△ わが側兪鎮午代表「国籍だけ決定するならば結局は、何等決定しないのと違いない

ことになる」と答弁した。 
△ これに対して日本側平賀代表「領土の変動は住所者に対して国籍を定めるのが国際

慣例なのだが、平和条約だけでは在日韓人の日本籍の喪失にならないので、これを 
P84   決定する必要がある｣と言ったのに対して 

△ わが側兪鎮午代表「国籍選択権を付与すれば良い」と言った。 
△ これに対して日本側平賀代表「それは領土の割譲時の選択権の例ではないかと思わ

れ、在日韓僑の件は国際先例がないではないか」と反問したのに対して 
△ わが側洪代表「第一次大戦後のポーランド等を先例にすれば、日本籍を持って韓国

籍を選択できるようになるではないか」と聞くと、即 
△ 田中代表「それは結局待遇問題だから、決定をしなければ無国籍者だけ出るではな

いか」と答弁したので 
△ わが側洪代表「住所主義によって日本籍を取得すれば良い｣と言った。 

P85  △  これに対して日本側平賀代表が言うには「ヨーロッパでは区分が難しいが、わが韓

日間は血統で区別が明確ではないか? 平和条約第二条を如何に解釈するのか」と聞

くのに対して 
△ わが側兪鎮午代表「退去の実例は米国でもごく少数ではないか」と反問 
△ これに対して日本側田中代表「わが日本側も、そんなに多数を退去させないだろう

し、これは研究中の問題になり、将来二種の外国人を認めるのは難しいので、本委

員会で解決する問題ではない」と答弁した。 
△ わが側兪鎮午代表、外国人の地位に関して「これは通商条約によって変動するので

はないか?」と聞いたのに対して  
P86   △日本側田中代表「国籍取得時に所有する権利を認めることは理解できるが、将来も保

障するというのは問題だ」と答えただけでなく、「管理令第二十二条に規定された条

件を緩和するなら検討するが、全然適用もできなくして強制退去もできなくするな

ら委員会開催の意味がないので、将来出入国管理令が適用されるという原則に立っ

て永住許可、又は退去強制も過酷なので緩和するというなら考慮することができる」

と答えた。 
△ わが側兪鎮午代表、これに対して｢結果はそうなるとして、管理令の適用排除を意味

するのではなく、永住許可というのも一回だけなので、結局このようなことを言う

のではないか｣と聞いての対して 
P87   △日本側田中代表「永住許可が付与されても管理令は適用されるのに、永住許可者がど

うやって海外旅行時にも自由に行動できるのか?」と反問 
△ これに対してわが側兪鎮午代表、｢永住権、財産権、及び退去においての特例を規定

して欲しいというものであって、管理令を全面的に拒否することを言っているので

はない｣と答弁した。 
△ 日本側田中代表「外人の九割が韓人なのに、九割を除くのは重大なことで、毎日陳

情書が入って来るのに、その中には居住権喪失を心配しているのであって、将来の

生活保障までは要求しないでいる」と言ったのに対して 
△ わが側兪鎮午代表、｢もう少し明確にして、合意、不合意を確実にせよ｣と要請する

と 
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P88  △ 日本側田中代表「研究してみる」と答弁し 
△ わが側洪代表が「登録費、日本円二千円を生活保護貰っている者が支払えるのか」

と聞いたのに対して  
△ 日本側田中代表「すぐ生活に不安を与えないだろうし、これは将来討議する問題な

ので、すぐには難しい｣と答えた。 
△ 最後に日本側平賀代表から、「一九四五年八月九日以後不法入国した者に対する処

遇はどうしたら良いのか」と質問したのに対して 
△ 日本側田中代表「厳格にすれば不法入国者が相当出るだろう」と言い 

P89  △ わが側兪鎮午代表は、｢可能な保護を要請すると同時に、一定期間日本に居住し生活

安定を得て、日本国法を違反していない者に対しては居住させ、六月二五日(朝鮮戦争

勃発)以後の入国者はわが韓国法に違反するが、避難民救済精神で取り扱っていただく

ように望む｣と言った。 
△ これに対して日本側田中代表「これはスキャップの命令違反になるので、スキャッ

プの権限委譲さえあれば管理庁長官の特別許可で、そのような人たちは大幅の特例

を設置して考慮しても良い」と答えた。 
四、閉会 
   日本側田中代表から 11 月 7 日(水)午前 10 時再開を提示したのに対して、わが側兪鎮

午代表これを承諾。午後 4 時 46 分閉会した。 
 

P90   5. 第 4 次 
      1951.11.7  
 
P91    韓日会第八号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 9 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第四次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第四次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P92  在日韓僑法的地位分科委員会 

第四次会談(11 月 7 日水曜日)経過 
一、開会 11 月 7 日午後 2 時 
二、出席者 日本側 前回と同一(田中、平賀、今井及び佐治) 

    韓国側 兪鎮午代表、金東祚、金泰東、洪璡基、韓 奎永、全 斗銖外  
         林松本及び葛弘基代表参観  

三、経過概要 
A. 本会議再開の件 

開会即時日本側から、法的地位分科委員会と別個に明日午後本会議を再開し、「議題第 
P93 二、AGENDA 討議」を開始することを提案し、韓国側では賛成するが首席代表の意見を

徴して明朝までに回答することを約束した。 
  B.韓国側提案に関する日本側の回答 
   1.国籍離脱時期の件 
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    韓国側はポツダム宣言受諾で韓日併合条約が失効したので、その時に日本国籍を離脱

したというが、日本側としては今まで SCAP の方針に法的措置がなかったので、結局日

本の国内法的に見て日本国籍を保有しているというもので、平和条約発効時に日本国籍

を離脱すると解釈する。韓国側提案を認めると一種の二重国籍になるが、日本側として

はその後の身分関係の移動をそのまま認定することで、混乱を避けるためにも日本国籍

保有説が良い。 
   2.永住権に関する件 
P94  韓国側の要請は 
    ⅰ太平洋戦後合法的に日本に入国した者は外国人として取扱い、出入国管理令を適用

するのは当然だが、 
    ⅱ戦後不法入国した者に対しても人道的取扱をしろというもので、 
        ⅲ戦前から継続して居住する者には 
     a)無条件で永住権を認めること 

b)出入国管理令の内、退去強制の規定を暴力革命等分子の外には実施しないこと 
c)現在日本人と同一な待遇を受けているので、今後も内国人待遇をすること 

だが、日本側の見解は 
ⅰ出入国管理令は立法当初から在日韓僑にも適用する意図であり、一般外国人と何ら

の差別なく同等に取扱しようというものなので 
P95      居住資格も管理令規定によってしたい。 
    ⅱただし全在日韓人が一時に韓国国籍を取得するのしたがって、永住権を付与す     

るにおいては便宜を見てあげる。 
    ⅲ待遇問題は 
    a.日本国籍を喪失した以上一般外国人と同一に取扱い、特別な FAVOR(恩恵)又は

PLIVILEDGE(privilege の間違い、特権)は承認する用意が全くない。これを承認

すれば二種の外国人が日本居住することになり、他国から最恵国待遇要求問題が発

生する。 
    b.現在日本は大幅な内国人待遇を一般外国人にも与えているので、実際には別に問題

がない。もしも完全な日本人の権利を要求する者は、帰化すれば良い。 
P96     c.また平和条約十二条に、最下四年間は最恵国待遇又は内国人待遇をするようになっ

ていて、この条文が韓国に適用される。 
    d.特殊な取扱を願う時は、通商条約締結時に相互主義によって討議するのだが、ただ

し現在日本人として保有する諸権利の保障は充分考慮されても、日本の「国家の安

全」に関連するものは、平和条約十二条によって全面的に保障できない。 
    e.以上を要約して、国籍変更時の措置だけは希望によって討議する。 
 C. 日本側の回答に対する韓国側の質疑 
  ⅰ 永住と退去を出入国管理令によって処理するというが、これは出入国管理令によって該

当者を追放するということなのか、或いは一時に退去強制はしないが、徐々に少数式に

追放し、結局今後日本に帰化するか、さもなくば追放するという方針なのか－ 
P97    これに対して日本側から、国策問題だが絶対帰化しないという韓人を全部退去させる

政策的意図は全くないという答弁があった。 
  ⅱ韓国側からは、決して全在日韓人の特殊待遇要求するのではなく、一九四五年八月九日

以前に入国した者に限って特殊な取扱を要求するもので、これは当時外国人として入国

したのではなかったし、また最初から貧困者を連れて来たのであって、その後日本人と

しての特権も貰えず、外国人としての義務免除もなかったこの人たちの既得権利は、講
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和条約発効で影響を受ける性質のものではないと反駁したが、 
    日本側から、そんな要求を聞くならば、日本人としての権利も保有し、外国人として

の権利も持つことになるから、そのような国際先例はない。抽象的には異論、不便があ 
P98  るようだが、具体的に検討し不便はない。即ち現在日本の法律で外国人に禁止している

左記諸権利の内、韓人が享有するものは殆どないという答弁だった。 
記 

    公務員、弁護士、水先案内、公証人業、火薬製造業、日本航空機及び日本船舶所有、

沿岸貿易、染料製造業、鉱業権、意匠権、特許権、実用新案権、銀行業、会計士、弁理

士等だが、現有権利の保障で充分だ。 
    韓国側から実質的に差異がないのなら、将来にも何か制限が生じるかも知れないから、

原則的に内国人待遇を規定しても別に害がないのではないかと再び反問したが、 
日本側では将来通商航海条約で互恵的原則の下で研究しようということだった。 

P99 ⅲ 最恵国待遇を他国から要求されるというが、一般韓人を特別取扱するのではないから

問題にならないと反駁したが、 
    日本側からは、帰化をして日本人になれば解決するということと、日本が徴用等で無

理に入国させたというが、二百万名いた在日韓僑が SCAP 勧告によって百五十万名が帰

国したし、日本に残留する人は日本人として取扱うという SCAP 声明を諒承しているの

で、日本政府が一方的に外国人特権と日本人としての権利を剥奪したのではなく、退去

に関しても運営上、管理令該当者を全部退去させる意思はない。ただ治療費負担もでき

ない人等は、韓国に連れて行って欲しい。また管理令は遡及しないという点を、日本側

では力説した。 
  ⅳ実際において別に差異がないと言うが、管理令は法文が不安感を与えることになったの 
P100 で安定感を与えるのを願い、もしも日本側が態度を変更できないのなら希望者だけに韓

国籍を取らせ、残りは日本国籍を取るようにしても良いのかという質問に対して、 
    日本側の方針は元より選択権を与えないものとなっていて、帰化しない人は無国籍者

になると認めるというものだった。 
    再び日本側からは、鉱業権も条約の特例があれば外国人に認定する(日本鉱業法十七条

但し書)ことと、国際法上他国に害を及ぼさないことが原則だが管理令二十四条に「一年

を越える」者は処罰云々するのは一年一日以上となっているが、これは重罪で相当に重

い罪に限るので、韓国籍取得後の本人の生活態度だけ善良なら、不安なことはない細か

い説明があった。 
    強制退去に関する管理令規定は保留すべきという韓国側要求に対して 
P101   日本側は、将来は永住許可時二千円ずつ取るが、現在の韓人には多額に思えるので考

慮するということと、許可申請手続きに関しても特例を設置しても可ということで、退

去に関しても日本政府内で異論が多く、責任ある地位の人以外は対韓感情が悪化してい

るので難しいという説明があった。 
 D.既得権利保障と財産搬出の件 
   日本側の質問に対して、在韓日本人の財産権に関する平和条約四条 b 項と法令三十三号 

等を韓国側で説明すると、日本側代表は俄然失色して以下、暴論的な論争が展開された。 
 ⅰ在韓日本人の私有権が全部消滅したとするなら、在日韓人の私有権である鉱業権も全部消

滅する。沿岸貿易権も韓国籍を取得した瞬間に消滅する等、日本側から強硬論があった 
P102 が、結局個々の既得権に関しては検討折衝する余地があると討議を中断したが、 
 ⅱ日本退去時に財産保有と処分の自由及び携帯に関する件は、日本側が回答もしなかったし、

また韓国側の提案に対して、一般外国人の離日時と区別する必要が全くないと強論した。 
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  これに関しては長時間論議したが、 
  その論争点は、 
  a.期限をつけて自由を時間的に制限するのではないか 
  b.国際条約先例の解釈問題－領土変更時の先例の「退去の強制」と「国籍の強制」を同値

代替できるかの論争 
   1. 韓国側意見・・・過去の国際条約と比べて、国籍の選択権を認める時は全部、財産 
P103  処分、保有、携帯の自由を認めるものなのに今の実例は国籍選択の自由を付与しない

ので、退去の自由を認めて同様の財産処分、保有、携帯権を付与しなければならない。 
   2. 日本側意見・・・条約先例はもっと研究するが、無条件の永住権を付与するなら退去  
    は強制されないので、自らの意思で退去を願う人に「国籍を選択した結果、一定期限

内に退去を強制された人」の自由処分、携帯権は認められない。 
   韓国側からは特に、SCAP 勧告によって帰国する意思を持った韓僑は自由退去したとい 

うが、財産搬出の制限があって退去希望者も全部退去できなかったので、この件はとても 
重大な問題だという点を強調した。 

四、閉会 
P105 結局次回に本会議に対する報告書を作成することにして、次回会談を金曜日(十一月９日)

午後二時に決め、日本側から本分科委員会は政策決定をする権限はなく、ただ技術問題討

議で終えるのでその任務内で活動することによって、韓国側が不快な印象を持たないこと

を願うという、田中代表の謝言があり午後五時二十八分閉会した。 
 
P106  6. 第 5 次 
      1951.11.9  
 
P107    韓日会第十二号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 15 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第五次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P108  在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 11 月 9 日(金曜日)午後 2 時 17 分 
二、出席者 前回と同一である。 
三、経過概要 
 1.退去時の搬出の件 
   韓人の日本退出時の財産搬出に関して日本側から、日本政府各府省と協議したが結論

に到達しなかったいうことと、現行法上では輸出貿易管理令別表三にあるが、「職業用品

四、〇〇〇ポンド」となっているので、これを緩和せよという韓国側要請なら考慮する

ということだった。 
   韓国側からは、数量、金額、種類を問わず、無税で搬出を認めろということを継続し 

P109 て主張し、大体「輸出」ではないので一般貿易法規によって取扱うことに反対した後、

日本が列挙した「爆発物、兵器、麻薬等」と密輸と認められる商品に対しては、韓国国
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内経済にも影響があるので研究すると言ったが、 
    日本側からは、充分に研究した結果ではないが、商品は換金して現行オープンアカウ

ントによって送金するのはどうかという提案があり、 
    韓国側から、今まで財産搬出に制限があって、在日韓僑の帰国に大きな障害になった

ことを再度指摘し、換金送金を OPEN ACCOUNT にすることは良いと思われるが、具

体的に商品の概念及び禁制品の範囲を研究策定しようと答弁した。 
P110 2.国籍問題の原則論  
    日本側から、韓国代表が国籍選択を認める余地があると言ったことに対して、質問が

あったが 
韓国側では、処遇問題に関連して国際先例上選択問題を考慮できるというもので、正

式提案したのではないという答弁があり、原則論の討議は一旦中止することに相互合意

した。 
   3.本会議に提出する双方意見書 
    双方が準備した意見書を提出交換したが、そのまま本会議に提出するかに関して、も

う一度会合することにした。 
 四、閉会  
P111  月曜日(11 月 12 日)再び会合することにして午後 4 時 5 分閉会した。 
 
P112 7. 第 6 次 
      1951.11.12  
 
P113    韓日会第十三号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 15 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第六次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第六次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P114   第六次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 11 月 12 日(月曜日)午後 2 時 39 分 
二、出席者 日本側 前回と同一 

    韓国側 兪鎮午代表以下六名 
三、会議経過 

    会議は日本側から、前回提出した分科委員会での日本側見解の修正文を提出すること

P115 で開会し、韓国側でこれを通読して、これに関する質問応答があった。 
    兪鎮午代表からまず、「日本側文書の中に、在留資格、永住権許可に関して研究中とあ

るが、具体的にどんな方途を研究中なのか」と質疑したのに対して、 
    日本側から「国内的にもまだ発表するだけの方途の研究がない。腹○になるがないの

で、韓国側の希望を聞いて研究する」という答弁があり、 
韓国側からくり返し、終戦前から継続して居住する者に対して、無条件に認めて欲し

いという要請をしたが、 
日本側では、暴力革命分子等にも無条件に永住権を付与するのか。原則的に出入国 
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P116 管理令は、過去の行動を理由に処分上区別するものではないが、悪質破壊分子に対して

は一定期間を制定して居住権を与え、その後の素行を見て延長、又は退去処分をする方

途もあるではないか、このような点を研究する余地があるという回答だった。 
韓国側から「永住許可を付与しなければ、どうなるのか」と質問したが、 
日本側では「在留韓国人は出入国管理令約四条第一項第十六号に大部分該当するが、 

P117  まだ外務省令が出ていないので目下研究中である。令第二十二条によって厳格にすれば、 
在日韓人で永住許可になる者はわずか全数の一割内外になるだろう。故に条件を変更時 
に限って緩和する用意がある。貧困者でも許可するので「善良な者」でなくてはならな 
いと考える。韓国側で要求する「当然かつ無条件」の永住権付与というのは「政策問題 
なので、ここで COMMIT できない」という答弁があったが、 

    韓国側からは「悪質破壊分子」を除外するのは認められるが、結局文字通りの「当然

かつ無条件ではないだろう」と附言があったが、 
    日本側から、経過的な措置が必要だろうが、一九四五年八月九日以前から日本に居住

する者韓国人に対して、旅券に代る「登録証明書類」を駐日代表部等で発行するのかと

いう質問があり、 
    韓国側からは、現在交渉中の諸問題が解決すれば、当然そういう証明書を発行するだ

ろうという答弁をした。 
双方が原則論の討議は終わったと認め、本会議に報告することで合意したが、 

P118  日本側から再度、「経過的な一時的特別措置をすれば他の外国人に影響を与えないの

で、出入国管理令や為替管理令の除外例を制定して特別取扱をできるから、問題を一時

的措置に限定してあげ、内国民待遇問題も現有特有権利の消滅喪失を防止保障して欲し

ければ、日本政府内部で意見を調整(まとめる)できる。ただ具体的に如何に措置するか

というのは、これまたこの後の貴側の希望に応じて研究する」という説明があった。 
    韓国側から、本会議に提出された日本側 AGENDA の第二に「在日韓人後裔の国籍問

題」というのは如何なるものか質問したが、 
P119   日本側から「確実でないが今度の韓日会談で、在日韓人の法的地位が決定されなけれ

ば明春会議で決定しようというものと考える」という答弁があった。 
     韓国側から「日本側は在日韓国人問題を、一般外国人に対する問題から出発して特例

を考慮したというのだが、韓国側は一般外国人ではなく特殊外国人という点から出発し

たので、根本的出発点の差異で距離が遼遠だ」と指摘したのに対して、 
P120  日本側からは「韓日両国の関係は四十年間の特殊期間を除けば、その前の数千年、そ

の後、今後の数千年の悠久な隣国関係なので、四十年間の特殊時期に発生した異例の既

成事実を今後永久に波及させるのは滋味のないものだ。故に在日韓僑を外国人という観

点から出発して考慮するのが妥当だと考える。また現有既成事実を一挙に否認する意図

は毛頭持っていない」という答弁があった。 
    これに対して韓国側からは「日本の敗戦後に外国人取扱をするのが韓国人に有利な時

には日本人に取扱をして来て、講和条約が締結されて日本人と同一待遇をしてくれるの 
P121 が有利になると、今度は外国人取扱をするというのだから何なのかという、こんな気分

があると注意した。 
退去強制に関しては双方が、出入国管理令第二十四条で色々な追放事由を列挙したが、

結局「リ」号一年を越える懲役又は禁錮処分を受けた者というところに帰結できるので

はないかという点を指摘した後、 
韓国側から「共産党員は日本の国法上合法的政党員だが、出入国管理令第二十四条オ、 

P122 ワ、カ号に該当して追放されるのか」という質問に対して、 
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    日本側代表の中で法務府平賀代表は、田中代表に「日本の国法上合法なものを出入国

管理庁長官が不法とは認められないもので重大な問題だ」と注意して、田中代表も「行

政訴訟もできるので、そんな認定や処分は出入国管理庁長官が思い通りにはしない」と

いう応酬が交換された。 
    以上で原則論討議を当分の間保留し、大体諒解できた点を日本側で、 
     1. 身分関係変動を認定すること 
     2. 退去時の財産搬出を認定すること 
     3. 永住許可は無理な標準を適用しないこと 
P123   4. 退去強制も一挙の多数を追放しないこと 
     5. 既得現有財産権を認定保障すること 
   等を指摘したので、 
    韓国側から、これらの諒解できた事項を文書化して本会議に上程させることにして、

明日一日立案し、明後日午前十時に再会(開)検討することを提案し可決した。 
 四、閉会 
 
P124  8. 第 7 次 
      1951.11.14  
 
P125    韓日会第十五号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 16 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第七次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第七次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P126   第七次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 11 月 14 日(水曜日)午前 10 時 30 分 
二、出席者 日本側 前回と同一 

    韓国側 兪鎮午代表、金(東)、金(泰)委員、代表法委員 
三、経過概要 

    前回第六次会議で決定した分科委員会で合意した諸点の成文起草案を、双方で交換検

討し、日本側提出の国籍問題の件を平賀委員が説明した。(別添参照) 
    本件に関して韓国側からは、左の諸点を指摘し相当な討議が展開された。 
    1. 日本側草案の結論として出した(二)(1)及び(2)に関して 
P127   a. 日本側原案に「日本国との平和条約の最初の発効日」というのは、韓国側が日本

国籍喪失時期に関する日本側の主張を容認しない以上、不当な文句である。 
      －これに関して「本条約発効時」に修正しようという案、及び「一九四五年八月  
       十日以後日本国との平和条約の最初の効力発生日に至る間」に修正しようとい

う案等が提議され長時間討議されたが、結局「日本国との平和条約の最初の効

力発生日に至る間において」を削除することに決定した。 
b.韓人の男と日本人の女との婚姻によって日本人の女が韓国国籍を取得するのは良

いが、韓国親族法上婿養子等の制度がない故に、韓人の男がこのような原因で日
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本国籍を取得したものと日本側が措置した時、韓国国籍は自動的に喪失しない。 
P128       －これは完全な二重国籍になるので、どちら側でも即時国籍離脱をするようにな

ることを合意した。 
     c.本籍地に身分関係異動を連絡して入籍、除籍の手続きをできない事例が多い。 
       －韓国側が本結論に同意する以上、本条約締結時に特殊協定をする必要があると

いう点に合意した。  
  2. 日本側草案(一)に関して 
    全文を通じて一九四八年八月十五日大韓民国国籍を取得したということを日本が反対 

せず、平和条約発効時に在日韓人が日本国籍を喪失したという日本側主張を、韓国が反 
対しないとなっているので、両国が一九四八年八月十五日から平和条約発効時まで二重 
国籍を容認したものと解釈されるが、韓国側は二重国籍説に同意した事実は全くない。 

P129  －この問題に関しても長時間討議が続き、修正案も二、三種提議されたが、結局全文を

削除し、左のように簡単にすることに決定した。 
   「韓国人及び日本人相互にわたる身分関係に関しては、両国政府は各その他の一方の国

内法による取扱を承認する」 
 四、閉会  
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P134 8. 第 8 次 
      1951.11.14  
 
P135    第八次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 日本側の遅刻で 11 月 14 日(水曜日)午後 3 時 8 分開会した 
二、出席者 前回と同一 
三、経過概要 

   1.日本側内部連絡所 
非常な顔色で遅刻入場した日本側田中代表は、今まで内部に充分な連絡なく 

COMMIT して、これを文書化したという理由で叱責されたということで、再び日本 
政府内部各省と充分に打ち合わせする時まで、既に提出した日本側案を撤回せよとい 
う命令を受けたということだった。 
内部連絡不充分と指摘された日本側草案の 

P136   a. 第一、二に関して、退去強制を出入国管理令第二十四条によってだけするとは断定

できない。即ち出入国管理令以外の立法措置でも追放をするかも知れないので早断

である。 
    b. 第一、三、四に関して、関係者との諒解がない。 
    c. 第一、二に関して、治安関係部省との諒解ができていない。 
    d. 第三、二の「相互主義原則」の上に「国際慣行により」を添加すること。 
    e. 第三、三の関係部省と協議がない。 
    f. 第四、一に関して関係部省の協議不足だ。 
   2. 本会議に対する報告書 
     結局比較的抽象的に作成された韓国側草案を基礎にすることにして、日本側の要請

によって左記諸点を修正し、内部の協議を来土曜日前に終了するようにする。 
    a.「相互主義原則」の上に「国際慣行に基づいて」を添加 
P137   b.「搬出する権利」を「搬出する自由」に修正し、 
    c. 同文末尾「もっと研究する必要を認めた」と修正 
    d.「抽象的包括的」を「包括的」に修正 
 四、土曜日午前十時に再会することにして午後 4 時 26 分閉会した。 
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P142  10. 第 9－10 次 
      1951.11.17－20  
 
P143    韓日会第十九号 
    檀紀 4284 年(1951 年)11 月 23 日 
           対日講和会談大韓民国代表団 

 団長 梁祐燦 
  外務部長官 貴下    

        第十次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 第九次及び第十次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P144   韓日会議第九次及び第十次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、日時 第九次 11 月 17 日(土)午前 10 時 15 分~11 時 15 分 
     第十次 11 月 20 日(火)午後 2 時 14 分~3 時 5 分 
二、出席者 日本側 前回と同一 

    韓国側 兪鎮午代表帰国不在によって、 
洪璡基、金東祚、金泰東各委員 

          参観 黄富吉、韓奎永委員 
三、会議内容 
   韓国側で草案した共同報告書に関する字句検討修正だったが、その内問題になった点

は左の通りである。 
P145  1. 国籍問題原則論において韓国側原案の「その一致を図謀せずに」を削除し、身分

法上移動是認に関する表現問題で両次にわたって、十余種の修正案を双方で提示討

議したが、結局別添のように決定した。 
     2. 日本政府内部研究の余地があると言って、在日韓人の既得特殊財産権を「特別に

保障」するという草案は、「特別な措置」と修正し、退去帰国者の「財産処分及び搬

出の自由」を認めたというのは、国際慣例の研究が不足だからと削除した。 
     3. 韓国側からは退去強制に関して、出入国管理令に列挙された事由は不適当だから、 
P146    「ある個の包括的規定」にできるとした草案文句は誤解を招く怖れがあるの、「不適

当ではないかと指摘した」と修正した。   
  添付書類 
    法的地位分科委員会の最終報告書(英文)  
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P147 
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P148 
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P149 
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P150 
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P151 
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P152 
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P153 8. 第 12 次 
      1951.11.30  
 
P154    韓日代第二六五六号 
    檀紀 4284 年(1951 年)12 月 6 日 
              大韓民国駐日代表部 

参事官 柳 泰夏 
  外務部長官 貴下    

        第十二次在日韓僑法的地位分科委員会に関する報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 「第十二次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書」 
 
P155   第十二次在日韓僑法的地位分科委員会報告 
一、開会 1951 年 11 月 30 日(金曜日)午前 10 時 26 分 
二、出席者 日本側 田中光男、平賀健太、今井実各委員及び佐治誠参観員 

    韓国側 兪鎮午代表、金(東)、金(泰)各委員、林松本代表 
三、経過概要 

  1. 再開した分科委員会の討議範囲に関する基本的事項 
   兪鎮午代表から開会するにあたって、日本側は関係各省と具体的な打ち合わせができた

のか 
と質問したが 
 日本側では昨日、関係各省主務者に前回の委員会の報告をしたが、統一的な決論を得る 
ことはできなかったという答弁があった。 
P156 韓国側から、過去われわれが主張して来て、前回の分科委員会で提出した韓国側見解は、 
  第三者が見ても最も公正な意見であり妥当な要求だと確信するが、日本側からは色々な点 

において具体的に考慮する、或いは考慮していると答えたが、前回の会談ではその「考慮」 
という内容を尋ねる程度しかならなかったが、今回の会談でその考慮をするという内容を 
具体的に聞きたい。このような趣旨から再び本小委員会が再開したものと理解すると話し 
たが、 
 日本側では過去の小委員会で、双方の原則的主張が明白になったと思う。日本の根本的 
態度は、平和条約発効と同時に在日韓人を外国人として取扱うようになるのにしたがって、 
他の外国人と同一な取扱をするというもので、韓国側の主張する韓国人を特殊外国人と認 
め、日本内に二種の外国人、又は入国時期によって相違な二種の韓国人を認めることは、 

P157 世界どこの国にも見られない例である。ただ日本側は在日韓国人が継続して日本に居住す

るための条件、営業、財産権等が、不当に脅かされないようにするための具体的な方途を

研究すると言ったので、今回再開分科委員会でこのような原則論を承認するのか、原則論

は保留して具体的取扱問題だけ討議するのか、この点を明瞭にしなければならないという

提議があり、 
   韓国側代表は再び韓国側の根本的原則論を強調し、在日韓人は外国人ながら過去に享有

して現在も享有している、特殊な法的地位は否認できないものである。日本側が過渡的特

別措置を取るというのは、即ちこのような厳然たる事実を認めるせいではないのか。故に

貴側で考える特殊措置というものが、どの程度のものかを知りたいと反問すると、直ぐに 
P158  日本側から田中代表が、双方が根本的原則論を反覆(反復)しても結論に合意するのが困

難なので、今後は原則論を討議せずに具体的取扱問題を話すのか、この点を明瞭にしよう
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という提議を再びして、 
    韓国側で同意したが、 
    日本側平賀代表は、原則論を明確に決定するべきだという異論を提議したが(a)、結局

原則論を討議せずに具体的な取扱問題を討議することにした。 
    (註 a) 平賀代表の異論内容は、日本の出入国管理令は日本の移民法なので、これは国

内問題で国内立法事項だから、自主権によって制定でき、一切の外国人に適用されるも

のなので、その内容が国際法一般原則に違反しない以上、どのような外国人もこれに服

従しなければならない。故に在日韓僑も出入国管理令の適用を受けるという原則を、明

確にしなければならないという要旨だったが、 
    韓国側からは今後渡日する韓人が出入国管理令の対象になるのは当然なことである。 
P159 一九四五年八月九日以前からの在日韓僑は「移民」として渡日したのでもなく、現在一

般外国人とは異なる法的地位を持っているのが厳然たる事実なので、出入国管理令を原

則的にこれに適用できないものだと反駁した。 
  2. 具体的討議事項(問題の所在点) 
   結局、在日韓僑に対して出入国管理令が適用されるのかに関する原則論は、本分科委員

会では討議を保留することにして、今後本分科委員会で取扱う問題を左のように限定し

た。 
   a. 日本側では出入国管理令適用を黙認することを前提にして、具体的に如何に永住権を

許与するかを討議しようという意向だったが、 
    韓国側からは「出入国管理令は日本の国内法で、われわれは関知するものではない。 
P160 われわれは日本の国内法の可否を討議するのではなく、国際協定をしようというのだか

ら、日本の出入国管理令に縛られる必要はない。今われわれが在日韓人の法的地位に関

して討議するのは、実は本来講和条約で協定するべき性質の問題なので、今このように

討議しているのではないか」と反駁し、結局そのような原則論は、先に合意したように

討議しないで、韓国人に永住権を付与するための特別措置に関して今後研究討議するこ

とにした。 
   b.内国民待遇の件 
    これも「特別な措置」を講究するという日本側提案の、具体的な内容検討をすること

にした。 
   c. 帰国者の財産処分及び搬出の件 
    帰国者の財産搬出問題に関して日本側は、日本の輸出貿易管理令に規定された、携帯  
P161  荷物の重量制限に対する特例を検討するところから始めようという発言があったが、 
       韓国側では「帰国者が自己所有の財産を搬出するのは国際法上の原則である。密貿

易防止のための措置はわれわれも賛成であり、これに関してはわれわれも協力するだ

ろうが、われわれの要求は国際慣例による正当なものなので、退去時に自己財産を搬

出するという原則には合意が簡単ではないか」としたが、 
     日本側から「今後何十年、何百年後まで搬出の特例を要求すれば困難なので、期限

を作定することと、密貿易防止に韓国側の協力用意の有無といわゆる動産
、、

だけなのか、

現金の送金も意味するのか」という発言があり、 
     韓国側では「期限作定は研究する。密貿易は韓国経済にも重大な影響があるので協 
P162   力して防止する。搬出は財産だけでなく、送金も含む」という答弁があり、結局財産

搬出に関する内容を具体的に討議することにした。 
   d. 強制退去の件 
     出入国管理令の退去強制条項適用問題に関して相当な論争があったが、 
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     日本側では「ⅰ. 出入国管理令の条項を再び充分に説明するということ 
     ⅱ.居住権を全部許与するならば居留民の不安が除去され、日本側が全面的に退去さ

せないという意図を推知できる。 
     ⅲ.米国の移民法に準拠した出入国管理令の適用と、日本の裁判所の判決を疑えば道

理がない」という発言があったが、 
P163     韓国側から「ⅰ. 協定が必要であって出入国管理令が問題ではない。ただし説明す

るのなら聞く。 
     ⅱ.居住権と退去強制は同時に解決すべき問題で、居住権の許与だけ決定してはなら

ない。 
     ⅲ.われわれは日本側の意図を故意に曲解しようというのではない。万事を日本側の

行政措置に一任すれば、在留韓僑の不安をなくせる道理がないので、韓日両国間

の協定が必要なのだ」 
という答弁があった後、次回に日本側の説明を聞くことにした。 
e. 以上のような一般的討議があった後、日本側は再び韓国側からも具体案を提示して

欲しいという要請があったが、 
  韓国側からは「元来無条件、当然に特殊な外国人の地位を認めろと要求したもの

なのに、日本側が特例を設定して具体案を考慮すると言うから、それならその具体 
P164     案を聴取するというものなので、やはり日本側から先に具体案を提示せよ」と答え

た。 
   3. 居住権に関する証明書発給の件 

日本側から「韓国政府は在日韓人に登録証のようなものを発給する計画という話を 
聞いたが事実なのか」という質問があり、 
韓国側では「駐日代表部(駐日大使館又は領事館)で登録をして証明書を発給した 

ら、これに基づいて永住権を認めれば良いではないか」と答弁したが、これに関して 
 日本側から 
 a) 登録を拒否する共産系韓人に対する措置はどうすればよいのか 

P165    b) 外国人登録令を改正し、米国側の要請で外国人登録には指紋を採ることになりそ

うだが、どうかと質問があったが 
韓国側では左のように答えた。 
a. 登録拒否者に対する措置は、居住権と追放に関する決定によるものだが、悪質共

産分子追放には賛同する。 
b. 指紋は例え米国では施行されている制度だといっても、居留民を刺激するものな

ので、研究してみた後に答える。 
 四、閉会 
  12 月 3 日(月)午前 10 時再開することにして 12 時 30 分閉会した。 
 
P166  韓日代第二六七〇号 
    檀紀 4284 年(1951 年)12 月 12 日 
              大韓民国駐日代表部 

公使 金 溶植 
  外務部長官 貴下    

    第十三次、第十四次、第十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告の件 
標記の件に関して別添経過報告書を上達しますので査取いただくよう仰望するものです。 

  別添 (1) 第十三次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
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          (2) 第十四次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
        (3) 第十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
 
P167     12. 第 13 次 
      1951.12.3  
 
P168    第十三次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 12 月 3 日(月)午前 10 時 8 分 
二、出席者 日本側 田中、平賀代表、今井委員 
          鈴木管理庁第二部長、川上事務官 

    韓国側 兪鎮午代表、金(東)、金(泰)委員 
          林松本代表 
三、会議経過 
   日本側田中代表から居住権、退去の件の主務省である鈴木部長と法令立案者である川

上事務官が出席して説明するのに諒解を求めるということと、関係官庁主務省から次期

会議で内国民待遇の件を説明し、その次の会議で帰国者財産搬出の件をそれぞれ説明さ 
P169  せるという発言で、鈴木、川上両氏を紹介し、川上事務官が出入国管理令第二十四条を

説明した。 
   1.現行出入国管理令による退去強制事由 
    a.説明を始める前に韓国側兪鎮午代表から「われわれが説明を聞くのは、出入国管理令

を在日韓人に適用するという原則を是認するという前提で聞くのではなく、ただ参考

にするためだ」と韓国側の立場を再強調した。 
       b.説明内容 
    ⅰ.不法入国者 
     第二十四条第一号は旅券、乗員手帖なく入国した者 
     第二号は旅券、乗員手帖なく上陸した者(ここで「入国」というのは、日本の領海に

入ること。「上陸」というのは、日本の「領土」に入ることと言う) 
P170   第三号は特例(第四節)により査証なく上陸を許可する時に手続きを踏まなかった者 
       ⅱ. 合法的入国者で、後に退去強制事由が発生した場合(第四号) 
     ア、在留資格の無手続き変更者－これは同令二十条違反で、まったく入国時の資格

を詐欺した者、又は中途にその資格を喪失し、他の活動を専行する者を指称する。

故に学生として入国し、学資調達のために就学するいわゆるアルバイト等、別業

の場合は退去強制の事由にならない。 
     イ、不法残留者－これは令二十一条違反者ということである。 
     ウ、ライ予防法による被収容者－これはライ患者だからと全部適用されるのではな

く、同法によって地方長官(都道府県知事)の収容命令で収容された者、即ち日本

政府や地方団体の負担になる者を指称するということである。 
     エ、精神病者で被収容者－精神衛生法による被収容者で、前項と同趣旨である。 
P171   オ、生活保障法によって日本政府又は地方団体の負担になる者で、いわゆる「生活

扶助」を受ける者に限る。生活保護法による保護は、「生活扶助」「教育扶助」「生

産扶助」「住宅扶助」「生業扶助」等七種があるが、追放の対象になるのは「生活

扶助」を受ける者に限るが、その他の扶助を受ける者は全く関係がない。 
      故に社会保険制度による受益は勿論、強制退去事由にならないということである。 
       韓国側の質問により以上のように明白になったが、特に左記の二点を再び質問
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して明白にした。 
      (Ⅰ)以前、会議で話があった被扶助者の数字は「生活扶助」受配者数なのか 
            (Ⅱ)「生活扶助」に限るというのは、法の運営問題なので、訓令等で今後方針を

変更できるのではないか 
       これに対して日本側からは(Ⅰ)に関してはもっと調査することと(Ⅱ)に関して 
P172        は立法当時に決定した原則という答弁があった。 
      カ、外国人登録令違反者で禁錮以上の刑の被執行者－現行登録令は執行猶予時の

除外を規定していないが、出入国管理令から除外したので事由を緩和したとい

う日本側の自画自賛があった。 
      キ、少年法による長期三年を越す不定期刑に処刑された者－少年法によれば満二

十歳未満は刑罰を課さないが、極悪質者に対して不定期刑を課する。故に例え

「短期一年長期三年」ならこれに該当しないが、「長期三年一日以上」は極まれ

な重罪な故に追放対象にするということである。 
      ク、麻薬等取扱法に違反し有罪判決を受けた者－「麻薬」は NARCOTICS、外の

類似品「刑法第 14 章」というのは「阿片煙に関する罪」だが、有罪判決を受 
P173         けた者を全部追放対象にしたのは他に比べて苛酷なようだが、国際慣例によっ

たということで、最近日本社会を風靡する「ヒロポン」は覚醒剤なので、追放

対象にならないということである。 
      ケ、破廉恥罪で一年一日以上の有罪判決を受け実刑を執行された者－今後このよ

うな事由が発生した者で、他国の立法例としては「破廉恥罪云々」と規定した

ものが往々あるが、日本立法がより明確だという説明があった。 
      コ、売淫に関連する風俗を乱す者－現行日本法規では風俗営業取締法、占領軍駐

屯都道府県の売春条例(性病予防)の違反、一九五〇年勅令二十五号「婦女に売

淫をさせた者等の処罰に関する件」、性病予防法第二十六条ないし第二十八条

(VD 保持者の性交禁止)等だが、定義が困難で捕促が至難である。出入国管理庁

で通報、違反調査等を行うが、実効は疑問視されるという説明があった。 
P174    サ、不法入国の共犯者－「他の外国人」と称するのは「自己以外の外国人」を指

称するということである。  
シ、日本憲法又は政府の暴力破壊分子－「無政府主義者」等漠然とした表現を避

け具体的行動を規定したということである。 
ス、不穏団体結成、加入関係者－前者より SCOPE(範囲)が小さく、一部分を暴

力破壊しようとする者で大臣等暗殺計画者、SPY 等という。 
セ、前二者の目的のための宣伝活動者－ 
 以上、シ、ス、セ、三者は日本国内法で該当するものがなく、共産党不法化措

置が取られた後に該当させるようになるということである。 
ソ、第二項と関連して治安関係で外務大臣が認めた者－既に前回の会議で説明さ

れたもので、報復手段として保留規定という。 
      ⅲ第五号－審査中乗船離日で仮上陸した者の逃亡、呼出し不応時 
P175       ⅳ第六号-特殊上陸者の不法残留 
     c.これに対して韓国側からも左の質問と発言をした。 
      ⅰ本条を日本側が適用すると言っても在日韓人には旅券、上陸に関連する第一号、

第二号、第三号、第五号、第六号、および第四号のア、イは無関係である。日

本政府が退去強制事由と規定した六つの事由の内、五つ以上が無関係規定であ

る。ひとつ未満だけが関係規定なのだから、韓国側が要求した本条適用排除は
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無理な要請ではないということ。 
      ⅱ本条を適用するという日本側の出入国管理令の対在日韓人時間的効力はどうか 
       －もしも明年二月から適用すると仮定し、その後五月まで生活扶助を受けてい

た在日韓人が六月に、このような者も追放対象にできる。 
P176       これに対して日本側からは 
      ⅰ結局適用される事由が少数であり、範囲が縮小したので諒解合意できると思う 
      ⅱ追放決定時を標準にする。万一不遡及原則の法文化が不明確なら、立法措置を 

日本側が取るのも良い。 
      という答弁があった。 
   2.登録問題  

日本側鈴木部長から「出入国管理令は外部から日本に入国することを予想したもの

で在日韓人は予想できなかったが、旅券等に代わる文書の発給が必要だが、具体的に

いかなる時期にいかに登録するのか、また韓国政府の登録を拒否する者がいた時、 
P177   証明書不所持に対して韓国政府がいかに取扱うのか教えて欲しい」という要請があり 

兪鎮午代表から「大使館又は領事館で登録をし、これを日本政府に送付して永住許

可 
が下りるようにしたい。従来の登録の成績が良くなかったのは、登録をしてもしなく

ても実効がなかったせいだが、今後駐日韓国機関の登録によって居住権が認められる

とすれば、良好な成績を上げられると思う。登録拒否者に対しては、もっと研究しな

ければならないと答弁した。 
 田中代表から「登録は具体的にどうするのか、居住権はどのように付与するのを希

望するのか具体案を聞きたい。韓日両国が協力して好成績を上げたい」という発言が

あり、 
 兪鎮午代表は「登録によって韓国側の意見通りに永住権を付与するという原則が合

意で 
P178  きないと具体策を研究できない。実際の問題としては、登録の正確を期するには日時

と人員、これに伴う莫大な経費が所要されるが、本国政府が請訓して予算措置も取ら

なければならないし簡単な問題ではない」と答弁したのに対して、 
     田中代表「無条件なら登録も必要ないが、登録を条件に居住権を認める。ただ過去

日本政府が登録をしてみた経験によれば、実に困難な大事業であり莫大な経費が要る

ので、一件二千円が所要されるのだ。韓国政府が登録なされても明確な登録にならな

ければ大混乱になるだろうから、無国籍者、無登録者が多く出ないように研究なされ

ることを参考に話す」という発言があり、「特に場合によっては暴動等もあるだろうか

ら対策を予め講究されるのがよいだろう」という注意があったが、 
P179   韓国側から再度、韓国代表部の登録通告によって居住権をくれるのかと質問すると、 

日本側からは「韓国代表が登録して善良だという意見なら永住権をあげ、責任取れ

ない人物なら期限付き居住権を付与して共同監視した結果、追放又は居住権の期限延

期をする」という答弁があった。 
結局韓国側でも早急に登録に関する具体案を作成することにして、次期の会議では 

日本側から処遇の件を説明するという話だった。 
 四、閉会 
    木曜日午後三時、金曜日午前十時に続けて会合をすることにして、12 時 38 分散会し

た。 
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P180   13. 第 14 次 
      1951.12.6  
 
P181    第十四次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 12 月 6 日(木)午後 3 時 8 分 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、金(東)、金(泰)委員、葛代表、李一雨書記官参観 
        日本側 田中光男及び平賀健太代表、今井実委員、佐治誠参観、記録員 
           運輸省、通産省、外資委員会、特許省、各主務官 
三、会議経過 

   日本側から各関係官庁主務官に、内外国人間の取扱を異にする諸点を説明させるのだが、 
その内容、概要は左の通りだ。 

  1. 運輸省関係(運輸省文書課長) 
   a.船舶法－第一条の「日本船舶」の定義上ⅰ日本政府官公署者ⅱ日本人有ⅲ日本法人で 
P182  社員、取締役等が全部日本人なのが、所有が外国人の場合、国旗掲揚が不能であり、

第二条によって不開港入港と沿岸貿易をできない。ただし条約の別段規定があれば除

外するようになっている。海難による不開港入港も勿論除外される。 
     韓人で現在沿岸貿易に従事する者の有無を韓国側から質問したが、全くいないと認

められるという答弁だった。 
   b.水先法－第三条に「水先人」は海上保安庁の免許を要するとあり、第五条の免許欠落

事由に「一、日本臣民でない者」という規定があり、結局外国人は免許を受けられな

くなっている。 
   c.その他－運輸省関係としては以上二種の職業外には内外国人を差別するものはない。 
P183  航空は極東委員会指令により日本人の航空機所有、操縦を禁止し、ポツダム政令で制

定された国内航空事業令は日本の一社だけ許可するとあるので、全く問題にならない。

新航空法を現在立案中だが、航空術は日進月歩しているので旧操縦士免許等は無効に

するしかないという説明があった。 
  2. 通産省関係(鉱山局) 
   a.鉱業法－第五条に「帝國臣民又は日本法に依って設立された法人でなければ鉱業権者

になれない」という規定があるが、これは国際慣例によるものであり日本法人であれ

ばよいので、実質的に外国人が経営しても所有してもよいし、また改正鉱業法には但

書きを追加して相互主義原則を加味し、より緩和した。 
P184   韓国側から実際に韓人で鉱業権者が何人いるのかと質問すると、日本氏名で持って

いる人がいるだろうが調査中なので、15 日までに調査が完了するだろうという答弁が

あった。 
   b.帝國鉱業開発株式会社法－第四条で本会社「株式は日本政府地方公共団体又は帝國臣

民に限って所持できる」と規定されているが現在清算中であり、明年三月末までには

清算が完了するだろうから問題がないだろうし、同法の廃止法案を来通常議会に提出

予定という説明があった。 
   c.租鉱権－租鉱権に関しても鉱業権と同一に取扱という説明があり、鉱業権及び租鉱権

に関して相互主義となっているので、韓国の現行法はどうなのか、また対日平和条約 
P185   第四条 b 項の適用上在日韓人鉱業はどうなるかという、日本側の質問があったが、 

韓国側から、鉱業法案は国会で審議中だが外資導入の目的から外国人にも鉱業権を

許容するという趣旨のようだが、まだ的確なことはわからない。平和条約第四条 b 項

の問題は複雑な理論が介在するので、今後「財産及び請求権」討議時に検討するのが
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よいだろうが、日本人の在韓鉱業権は全部韓国国有になったという答弁があった。 
  3.法務部関係(平賀代表)  
   a.公証人法－第十二条第一号に「日本国民ニシテ成年者タルコト」だけが公証人になれ

あるので、法務府関係で内外国人を区分したのは公証人だけだが、在日韓人の公証人

は現在一人もいないという説明があり、 
P186 b. 韓国側から弁護士はどうか、特に過去に日本の法律によって日本の弁護士になる資

格を持った韓人が、今後日本で弁護士開業を希望する時はどうか質問したところ、 
     日本側から、全く法的に制限するものがなく、弁護士は外国人だと差別取扱をしな

いので、従来の弁護士は勿論、有資格者は今後も「司法修習生」(以前「司法官試補」)
を経習すれば開業できるし、司法書士等も外国人でも従業できるという答弁があった。 

   4. 外資委員会関係 
     外資委員会としては(1)外国政府の日本内財産所有(2) 外国人の在日財産取得(3) 外

資法による外国資本の日本内投資の三者だが、(1)は問題がなく(2)に関しては「外国人 
P187   の財産取得に関する政令」－第三条第一項各号の財産取得は外資委員会の認可が必要

になる。ただし現在韓国人が適法所有している諸財産には影響がなく、同政令は実際

上発動が不可能な状態で申請によって簡単に認可を得られる。(3)に関しては「外資に

関する法律」－第十条、第十一条及び第十三条が問題になる。同法では「外国人」と

いう文字を使わずに「外国投資家」と指称しているが、第十条は技術援助供給契約、

第十三条は日本社債等取得に関する想定で別に問題になるものがない。第十一条で「株

式、持ち分等を外国投資家が取得する際には外資委員会の認可が必要だ」という規定

があるが、この条文によれば外国人は外国から外資を日本に持って来たという証明が

ないと株式買入れの認可を得られない。ただし現在所有している株式には関係がなく、 
P188   また増資株、新設会社は届出だけで取得できるし、また外国投資家間の株式等の譲渡

は届出さえすればよい。結局株式取得時に一回認可をして、その後配当利益を外資送

金する時にいちいち許可を要しないための規定という説明があった。 
     これに対して韓国側からは、在日韓僑は日本で事業活動をし蓄積した資産で投資す

るだろうに、外資を持って行って投資できないのだが、大体外資委員会で認可する方

針なのかと質問すると、 
日本側からは法第八条第二項によって外資を導入し、日本国貨に交換したという証

明がないとば認可できなくなっているという答弁で、この点に関して長時間討議があ

った。 
特に韓国側から、このような法規下では在日韓人は経済活動をできないではないか

と追求したが、 
P189      政令及び法を改正する意図もあり、在日韓人に対しては別途取扱を考慮してもよい

という日本側答弁があった。 
     5.公務員法関係 
     公務員法は日本国籍を要件にしていない。法務府としては解釈と意見がまちまちだ

が、大体「公権力の行使を随伴する職場を内容とする官職の公務員は、外国人が就業

できないという意見が有力でというもので、現在在日韓国人で日本国家公務員の者は

一名もなく、ただ地方公務員として二百名ほど韓人がいるが、ほとんど教員という説

明があった。 
韓国側から、韓国国籍法上、入夫婚姻等を認めないので、韓国籍を離脱できず日本

籍を取った者がいるはずだが、どうなのかと質問したが、 
P190   日本側からは、二重国籍者でも日本国籍があれば全然問題がなく、現在は旧国籍法 
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    第二十四条のような規定もないので、法的制限は全くないという答弁があった。 
   6.特許局関係 
     特許法、意匠法、実用新案法、商標法があるが、特許法の規定が他の法律に準用さ

れるので、特許法を説明すると前提し、 
    ａ. 特許法―第三十二条及び第三十三条だが、第三十三条は「外国人で国内に住所又

は営業所がない者は特許権を持てない」という規定なので在日韓人に影響がないだ

ろうし、第三十三条は「条文又はこれに準じるものに別段の規定があれば、その規

定による」というものだが、条約というものは工業所有権保護同盟条約をいうが、

韓国がこの条約に加入し同盟国になっていれば同条約第二条によって韓人の特 
P191     権が保護されるという説明があり、日本内に住所も営業所もなくても当然に、その

特許権が無効になるのではなく、五十七条第五号によって審判を経て、無効になる

という説明だった。 
    b. 弁理士法－第二条第一項第一号で「通商産業大臣が定めるところにより外国人で成

年者」は弁理士になる資格があるとしたが、通産大臣が指定した外国がまだない。

現在外国人で弁理士は一人いるが、弁理士法以前に資格を得たドイツ人で、経過規

定により現在まで認められているという説明だった。 
      韓国側の質問により日本側からは、弁理士に登録された在日韓国人が三名いるが、

適当に立法措置等を取って執務し続けられるだろうという答弁があった。 
P192 四、閉会 
    12 月 7 日午後二時再開することにして午後 5 時 4 分閉会した。 
 
P193  14. 第 15 次 
      1951.12.7  
 
P194    第十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 12 月 7 日(金)午後 2 時 10 分 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、葛代表、金(東)、金(泰)委員 
        日本側 田中光男代表、平賀健太代表、今井実委員、佐治誠 
           大蔵省税関局、証券取引委員会省、水産庁、電波管理局、各主務官 
三、会議経過 

  1.前日の会議に続いて日本政府関係各省主務官の説明が続いたが、本回は大蔵省関係から 
説明を聞くことにした。 
a.外国為替及び外国貿易管理法関係－第二十七条者第一項第一号「外国に向かう支払い」 

P195 禁止規定があるが、大蔵省関係は「居住者」「非居住者」を区分して取扱うだけで、国

籍によって区分して取扱うものはない。ただし在日韓人の帰国時の送金が問題になった

が、前述取扱で大蔵省告示として緩和されていて、SCAP 指令により最初は毎人当り千

円、その後十万円になったが、この十万円の送金方法においては「大韓民国政府預託金

計上」に入金し、本人が帰国した後に韓国で韓国ウォン貨で推尋しているという説明が

あった。 
    韓国側から十万円を超過した金額に対してはいかに処理したのかという質問があった

が、 
    日本側からは、そんな例がなくて全然そんな問題が起きたことがないということで、

千円までの制限があった時は、千円を超過する金額に対して税関で保証管証を発行した。 
P196  日本銀行が保管しているのは 613,330 円が残高で残っており 
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    旧日本銀行券 6,647,377 円 33 銭(5,626 件) 
     新日本銀行券 2,379,931 円 25 銭(2,838 件) 
    旧朝鮮銀行券  385,870 円  (  36 件) 
    新朝鮮銀行券  1,006,541 円 (  702 件) 
       で、これは一九四九年六月一日現在で変化がない。 
    解放後一九四六年四月までは日本銀行券をそのまま携行したし、一九四六年四月以降

一九四九年六月一日までは日銀券と朝銀券を PAR で交換持去したのであるという答弁

だった。 
  b. 輸出貿易管理令－別表三に関して説明があったが、 
P197   韓国側から四、〇〇〇ポンドを超過した動産の処理状況を質問したが 
    別にそういう問題が多くなかったが SCAP 指令で押収した。反則だからと没収処分し

た後、換金したものに対しては金額で分かるが、現品保管分は種類が多くて集計が困難

だという答弁があった。 
  c.その他銀行業、保険業に関しては関係法規に、外国人を区分取扱う規定がない。ただ外

資委員会の意見を聞かなくてはならないという制限があるだけだ。計理士は現在韓国人

が何名かいるが(計理士法は廃止され、公認会計士法になった)、公認会計士は国籍に関

係なく、そのまま続けられるという説明があった。 
 2.証券取引委員会関係 
P198 証券取引法によると投資家を保護するのが主眼なので、外国人だからと取扱いできない 

とかいう制限はない。個人も取引業者になれるが、現実は八二六の会社が法第二十八条第 
二十九条によって登録し従業しているだけで、個人はない。第二十八条第二項で登録申請 
書には戸籍法第十条第一項の証明書(戸籍謄本等)を添付することを要求しているが、外 
国人に対してはこれに代わる証明書で充分だという説明があった。 

 3.水産庁関係 
   漁業は大別して沿岸漁業と遠洋漁業だが、遠洋漁業は今後韓日両国が協定する問題であ 

り、沿岸漁業は再び許可漁業、漁業及び自由漁業と区分するが、外国人だからと制限する 
ものは全くない。現在、許可漁業、漁業権漁業に従事する在日韓僑はいない。静岡、山口 

P199 両県沿岸で天草採集のために韓人の漁業権漁業の免許を与えた事実があるという説明だ

った。 
 4.移民法関係 

 移民取扱業というのは労働を目的とする海外渡航者の募集取扱を業とする者で、移住組 
合だけが移民取扱業者だったが、SCAP で独禁法違反だからと解散し現在日本人も一名も 
いないという説明だった。 

 5. 電波管理庁関係 
   電波法によると外国人には無電局設置を許可しないようになっているが、現在在日韓人

で無電局設置許可を受けた人はいない。米国人の申請が多数あったが、許可せずに来てお

り、受信はまったく制限がないという説明だった。 
P200 
 6.その他 
  a. 日本側から火薬製造業、染料製造業等は、日本人も現在禁止されていると思うというこ

とで 
  b. 韓国側から、米穀配給所等統制経済に関連した特殊営業に関して質問があったが、 
   日本側では何ら制限がないと信じると答弁した。 
 7. 韓国側から、今まで多数の関係官署主務官を動員、説明させたのに対して謝意を表し、韓
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国側の意図は日本が特殊取扱をするというので、その具体的内容を聞こうとしたのだが、

結局現行法規の説明を聞いた結果になったと発言したが 
    日本側からは 
P201 a.国民固有権と国家の重大な利害に関係するものは享有できないが、その他の権益に関

しては猶予期間を設定して研究するというもので、或いはその権益をその本人が死ぬ

時まで享有するようにするという答弁があり、 
    b.居住権に関しては居留民が漏れなく韓国政府に忠誠を尽くし、韓国政府で完全に把握

してくれることを希望する。 
    c.強制退去に関しては、善良な韓人の不当な追放をなくそうと思う。出入国管理令に関

して不安があるのはわかるが、条文の適用を排除しようというのは賛成できないし、

運営上研究考慮して欲しいなら努力する。 
    d.帰国者財産搬出に関しては日本人が韓国から退去した事例を挙げ、財産請求権と分離 
P202  した討議するのではないという、有力な説が日本政府内にあるが、脱法、密輸出防止

を双方が協力して解決できるなら、相当期間にわたって現行法規制限を緩和できると

思うので、具体的な案を韓国側から提示して欲しいというものだった。 
     これに対して韓国側からは、双方の意見がとても接近したと思う。最初のわれわれ

の要求は在日韓人の特殊的地位を子孫にも及ぼすようにするものだったが、現在持っ

ている既得権の確保を受ければよいので、一定年限又は本人の生前、これを確保して

くれればよいだろうし、居住権に関しては登録という重大問題があるので、本国政府

と具体案を打ち合わせないといけないだろうが、とにかくわれわれが登録を行い、 
P203    登録者に対して日本政府が永住権をくれれば一切解決する問題だ。退去強制に関して

はある年限を画して、特殊なものだけ退去強制するようにすればよいではないか。こ

ういうものもひとつの方法だろう。或いは一定な期間に限って特殊な人、韓国政府が

要請した人だけ退去させるのがひとつの方法だとしたが 
日本側では、出入国管理令の除外例にはならない。運営面において不安がなく、日

本政府の主権が拘束されないものでなくてはならないので、緊密な韓日両国の

LIAISON(連絡)をすることにしようということなので 
韓国側からは、韓国政府の承諾を受けて追放するのが最良策だと言ったが 

P204     日本側からは不明確だが「LIAISON」という文字を使えないか、また財産搬出に関

しては韓国駐日代表部で責任もって証明してくれないかと質問したのに対して 
     韓国側では、件数が多いので駐日代表部でいちいち責任もって証明することはでき

ない。家財道具だけ携行させ、その他の財産は全部換価処分して、その代価の日貨を

ドルに換えて OPEN ACCOUNT による正常貿易によって、物品を韓国に持って行か

すのも一つの方法ではないかと反問すると 
     日本側からは、日本の税関の問題もなくとてもよい方法だと思うが、大蔵省方面で

異論があるという答弁だった。 
韓国側から、本国関係官庁と打ち合わせしないといけないが、大体で在日韓人は株

式投資もできなくなったので、小資本で独立事業をするとか、大資本で会社を新設す 
P205   るしか生活の方途がないではないかと質問すると 
      日本側では、株式も持てるように関係法令を改正するという説明があるという答弁

だった。 
     結局、早速協定のために双方が、今までの討議に立脚して書面で具体案を提出する

ことにした。 
 四、閉会 
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    来週水曜日 12 月 12 日午前 10 時再開することにして午後 4 時 18 分閉会した。 
 
 
P206  15. 第 16 次 
      1951.12.12  
 
P207    第十六次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 12 月 12 日(水)午前 10 時 20 分 於 三菱商事ビルディング 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、葛代表、金(東)、洪璡基委員 
          李一雨、張潤傑両書記官参観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、佐治誠委員、 

今井実、神原富比古参観            
三、会議経過 

  (1)討議に入る前に日本側中代表から、今まで説明した内で三、四箇所を関係省が諒解しな 
いでいる点があり、関係省と協議して日本側の最終案を作成中なので、数日内に提出で 
きるだろうという説明があった後 

P208   韓国側兪鎮午代表から、わが側も今までの日本側の意見を広く参酌し、本国政府の基

本的 
な線から外れない程度で、わが側の最終案を作成した。またこの案は本国政府と打ち合 
わせしてないことを前提としたものということを諒解して欲しい。わが側としては最大 
の譲歩をしたものであり、可能な限り日本側意見に近づけようとしたが、ある点はまだ

距離が遠い点もあるだろうと説明すると同時に、わが側協提案を開示した。 
P209 
四、討議事項 

大体でわが側案に対する日本側の質問とわが側の答弁があった。 
(一)日本側代表からこの種の協定を締結した時の、効力発生日時はどの時と考えるのかを

質問したのに対して 
  韓国側では対日講和条約発効日等にもできると答弁した。 

P210   日本側から「国籍問題は国内法だけでは規定できない問題で、処遇問題は国内法でで

きる問題だと考える。したがって国籍問題解決(即ちこれは韓人で、これは日本人だと定

めること)がなければ無意味だと考えられる。また韓国側提案二の但し項に関する立法を

韓国ではするのか」と質問があったが、 
 韓国側兪鎮午代表は、勿論立法しなければならないという答弁があった。 

(二) 居住権問題 
P211   日本側代表から、在日韓国人の登録を日本中央或いは地方公共団体で協力することを

要請しているが、前は中央官庁で命令することで地方公共団体でその命令を遵行したが、

今は地方公共団体の自治権が強いので、命令を聞かない。したがって協力できないだろ

う」と言ったが、 
    韓国側からは「登録申請の受付すらできないのか」と反問すると 
    日本側では「警察がやればできる。やむを得ない時は警察に依頼する考えはある。登

録証は韓国の駐日代表機関の証明に基づいて日本が処理するのがよいようだ」という答

弁があった。 
  (三)処遇問題 
    韓国側から「処遇問題に関する韓国側案は、わが側で大幅に譲歩して立案したものだ
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と発言したところ 
P212  日本側から「日本の公務員法に該当する韓人の公務員は教員だけで、韓人で沿岸貿易

に従事する人は実際にいないのであり、在日韓人の漁業問題は、韓人が所有している船

舶は韓国国旗を掲揚しなければならないのだが、韓国国旗を掲げた船舶が日本領海で漁

業操事するのは問題になる点がある。しかし実際問題として現在在日韓人で漁業に従事 
P213 している人は船舶を賃借しており、漁業組合の組合員にもなっているので別に支障がな

いだろう。鉱業権は韓国で外国人に許容されていれば相互主義で日本でも許容するだろ 
うと言ったが、 

韓国側から「鉱業権は本国で外国人に許容するように草案ができていて、現在審議中

である」という答弁があった。 
    日本側田中代表「日本の土地法は相互主義になっている。このような問題は通商航海 

条約で相互保障できる問題であり、株式取得等もそうだ」という発言があったのに対 
して、 
 わが側兪鎮午代表は「現在われわれが本会談で取扱っている問題は、過去に生じた問

題を 
P214  処理しようというもので、将来あるかも知れない問題を処理しようとするのではない。

したがって通商航海条約云々は将来あるかも知れない問題なので、相互主義だけを日本

側で考慮してはならない」と言ったが、 
     日本側田中代表「韓国側のそのような意見を外務省は、大蔵省その他関係関(官)庁

に説明をした」という説明があった。 
  (四)撤退時財産搬出問題 
     わが側兪鎮午代表から「一定な期間」と「一定の動産」という語句を使用したし、

(2)項 
P215  は日本側意見をそのまま入れた代わり(3)項をいじくったからそう思うように。この(3)

項がなければ韓国側としては、この問題を討議した意義がない」という説明をすると、 
     日本側から「大蔵省では日本で利を見たのは持ち出しを禁止する趣旨にあるのだから、

次回に大蔵省課税問題為替管理問題等担当者の見解を聞くのが良いようだ]という意見

陳述があったが、 
     わが側兪鎮午代表は「大蔵省関係担当者が出席して説明するのはよいが、それはこれ

また一九四五年八月九日以前から居住する人と、その後に居住した人と区別して考慮す

る問題である」と答弁し、続けて 
P216  わが側洪璡基委員から「講和条約第十五条と同一な精神で取扱をしなければならな

い」と要請をしたが、 
     日本側からは「数量をこの要綱で定めなければならないのか」と質問し、 
     わが側から「原則だけ定めれば、その問題は些少な問題なので不必要だ」という答

弁をした。 
     日本側から「送金は分割送金するようにさせてもよいか」という質問があったが、 
     わが側からは「分割送金にするのは駄目だろう」と答弁した。 
  (五) 退去強制問題 
     日本側から「この問題は日本としては強硬にしようと思う。特に(b)項はとても困 

だ。」と発言したが、 
P217     わが側から「この案はわが側の最後の線なので、この線に立脚して具体的条件を設 

置するのは構わない」としたが、 
     日本側平賀代表は「登録を拒否する者に対するしない退去強制はどうなのか」を質 
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問し、 
 わが側から「そんな者を強制退去するのは、わが側で関与しないものだ」と答弁し、 

「本案を極秘にしてくれるように望む」と要請したが、 
P218   日本側から「日本側でも勿論そういうつもりだし、日本側案も韓国側で極秘で取扱

ってくれるように」という同意があった。 
 五、散会 来 12 月 15 日(土)午前 10 時に再開することにして、11 時 40 分散会した。 
P219 16. 第 17 次 
      1951.12.15  
 
P220    第十七次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 12 月 15 日(水)午前 10 時 20 分 於 三菱商事ビルディング 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、金(東)、洪璡基委員、 

金(泰)委員、張潤傑書記官 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、今井実、神原富比古、佐治誠以外に 
         大蔵省から理財局 神代

くましろ

副財務官   
                  崎谷為替審査課長 
                  吉田大蔵事務官 
              主税局 岸本事務官が出席説明した。          
三、会議経過 

P221   日本側田中代表が「現在日本政府で生活扶助費として年六億六千万円を支出している 
が、日本人には平均千名に対して二十四名であり、韓国人には千名に対して百十名の率 
で支出している。(在日韓国人を五十五万人と仮定した)また韓人被保護者の数は一万五 
千世帯で六万人に達している」という説明があった。 
 わが側兪鎮午代表から「その金額は生活扶助だけなのか」という質問に対して 
 日本側田中代表が「医療扶助等他種の扶助も含まれているが、技術的に分離計算が 
至難で、他の扶助を受ける人はほとんど兼ねて生活扶助を受けている」という答弁があ 
り、田中代表は続けて「韓国人で鉱業権を持っている者は約三十名いるが、彼らが日本 
の姓名を使っていることもあるので判然としない。その間関係各省の意見を調整して来 
たが、まだ最終結論を出せなかったが大体草案したので説明する」と、日本側の国籍に 

P222  関する提案を配布した。 
         続けて日本側平賀代表は「在日韓人が日本国籍離脱をするにおいては日本法を適用し、 

韓国国籍を取得するにおいては韓国法を適用するという原則で、国籍法に関する案を作

成したもので、表現方法はもっと研究してもよい」という説明をした。 
 わが側兪鎮午代表は日本の生活保護法に関して「在日韓国人貧困者に対する生活扶助

は、これからも継続しなければならない。前回韓国側が提出した案で『参政権』とした

のは、 
『国民固有の権利義務』を指称したものだが、生活保護法の『国民』という文句だけで

『国民固有の権利』と解釈することはできないはずだ。これは外国人にも適用しなけれ

ばならないもので、世界人権宣言の趣旨から見ても、外国の例で見ても、そうしなけれ

ばならない」と主張したのに対して、 
P223    日本側田中代表は「その点はよく知らないが生活保護法が最初にできた時には『国民』

という文字がなかったのに、その後昨年に改正する時『国民』という文字を挿入したの

だから、その点から見て『国民固有』の権利ではないかと思う」と説明したのに 
     わが側兪鎮午代表は「『国民』という文字だけでは到底『国民固有』と解釈できない。
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外国の例を調査したが、どのような生活扶助を施行している国でも外国人に必ず適用し

ている」と主張すると同時に、「現在、在日外国人でこの法の適用を受けている人は韓

国人だけなのか」と質問したのに対して 
     日本側田中代表は「韓国人と台湾人だけだ」と答弁すると同時に、「韓国人はこれを

悪用している者がいる。したがってこの際にこうやって悪用している者がいないように 
P224  しなければならない」と話した。 
         わが側兪鎮午代表は「悪用する者を摘発して数字を減少させるのは当然な方策だろう

が、本当に生活が困難で扶助が必要な者への扶助を中止するのは人道上重大な問題では

ないか」と反駁した。わが側代表が「国籍問題に関して韓国側では、大韓民国国籍取得

時期に関する日本側解釈を受諾したこともないし合意したこともないので、可能な限り

抽象的に表現して韓国側提案のように、二重国籍と無国籍をなくすための積極的な規定

をするのはどうか」と言ったのに対して、 
     日本側平賀代表は「それも構わないだろうが、日本側提案は必ずこうしなければな 
P225   らないという絶対的なものではなく、この提案に表れた意によって要綱を作成しよう

というものだ」という説明があった。 
在日韓僑の撤退時の財産搬出に関する大蔵省担当者の説明を聞いて欲しいという日

本側要請に、わが側の諒解を得て、日本大蔵省担当者の説明があった。つまり「在日

韓人は特殊な存在なので、これを参酌して大蔵省でも譲歩し、ある程度の妥協案を作

る必要を感じているが、大蔵省の在日韓人撤退時の韓人財産搬出に関する為替管理及

び韓人財産処分時の課税問題等に対しては 
1. 為替管理をしなければならない 
2. 課税をしなければならない 
という原則下に一定期限を定めて、特別措置をけんきゅうする」と言ったのに対して 

P226     兪鎮午代表から「課税というのは具体的に何なのか。帰国のための財産処分に対し

ては、   
一般外国人で日本に入国した人とは違うということを認識して欲しいし、祖国独立に

より帰国する特殊な事例なので、一般の法律によって規律できないし、協定によって

決定しなければならない特別なものだということを、原則的に認識して欲しい」と注

意したが、 
 課税問題に関して日本側は 
1.普通所得税は現在、在日韓人は納入しているので問題がないが、納期と納期の間に

帰国する時は、財産処分による所得申告を納税管理人に申告して納税するようにな

っているので、本人がいなくても納税できる。 
2. 財産を処分する時には 
 ア、所持品売却時には課税がない 

P227     イ、営業用資産及び商品売却時には、事業所得になるので課税の対象になり 
ウ、土地、家屋を売却する時には譲渡所得になり、実際の売買額(申告額)と再評価

額との差額が課税対象になる、ということだった。 
これに対してわが側兪鎮午代表は「一九四五年八月九日以後に日本に来た韓国人が

帰国 
する時には、そういう課税、為替管理等を一般外国人と同様に適用受けるのは当然な

ことだが、一九四五年八月九日以前から日本に居住している韓国人は一般外国人と違

う取扱を受けなければならない。また帰国に随伴する特別取扱は何回もあるものでは

なく、たった一度しかないものだ」と説明すると同時に、「日本側としては韓人が可 
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P228   能な限り撤退することを希望しているのであって、したがって撤退を奨励する意味で

も特別取扱をしなければならないのではないか」と言った。 
          またわが側洪代表は「われわれは平和条約第十五条に規定されている連合国の特権

と似たような待遇を韓国も受けなければならないと考える」という補充説明があった。 
     日本側平賀代表は「撤退すると言って財産を処分し、撤退しない時はどうするのか」

という質問をしたが、 
これに対してわが側代表は「行政協定を締結するとか、その他技術的にそういう問

題は解決できると思う」と答弁した。 
P229     日本側大蔵省側から続けて「送金に関しては一定な期間を置いて特別取扱をする。

その具体的方法はまだ決定されていない。ただ言えるのは撤退時に一時に全額を皆一

度に持って行くなら為替管理予算上問題もあるので、何回かに分割して送金するよう

にする等、持って行けるようにしようと思う」という説明があった。 
     これに対してわが側代表は「前に話したように特別取扱を受けなければならないの

で、その制限限度を可能な限りなくすようにしなければ無意味だ」と強調し、「したが

って財産を搬出できるという原則を樹立しなければならない」と説明した。 
     (大蔵省担当者退場) 
P230     日本側田中代表から退去強制問題に関して「韓国側が駐日代表機関で在日韓人に対

して監督をよくして、日本の出入国管理令運営に対して協力して欲しい。そうしない

と後日、この問題が外交問題を起こして韓日友好関係に影響を与えるだろうから、こ

の点を深く考慮して協力してくれるように望む」と要請した後、「退去強制に関しては 
日本側から韓国側と[連絡] するようにしたらどうか。追放該当者がいる時には、事前

に韓国代表部と連絡して、具体的にどうするかを定めるのだ。韓国代表部が保護でき

ればよいし、帰国させろとか意見を聞いてから決定しようというもので、これで出入

国管理令を韓人に対してだけ適用しないという日本主権の制限になる結果が発生せず、 
P231   韓国側でも知らない内に追放されたという事態を将来において避けられるという意図

だ。関係者の意見を充分に聞き同意を得て、来週火曜日か水曜日まで日本側の案を提

出する」と言ったが、 
     韓国側からは「一定期限を制定して、最小限度その期限内には韓国側提案通りにし

てくれることを望む。万一退去強制には韓国側の『同意』を得ようとするなら、即応

じる。『連絡』というのは問題にならない」と答弁した。 
     日本側平賀代表が「結局、生活保護を受ける人の退去強制に関しては一番問題にな

るだろうが、外国人だからといって扶助をせずに退去を強制できない。兪先生もお話

しされたように『国民』としたと、外国人を突然除外することにはならない。人道上 
P232    からも、世界人権宣言の趣旨から見て、日本が追放しないので、『連絡』とか『協議』

と言って追放されないという印象を与えると、悪用又は濫用者を防禦できないので考

慮して欲しい」と追加説明があった。 
 四、散会 
     火曜日午後三時に再開することにして、午後一時に散会した。 
 
P233   在日韓人の法的地位に関する韓日両国の協定基本要綱 
      (韓国側提案)              1951 年 12 月 12 日 
一、目的 
  本協定は一九四五年八月九日以前から継続して日本に居住する韓国人(以下在日韓国と称

する)の特殊な地位に鑑み、韓日両国政府の友誼的協力により、彼らの安全と利益を適切に保
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護することで韓日両国の将来においての友好関係樹立の基礎を建てることを目的とする。 
二、国籍 
  一九四五年八月九日以後、韓日両国の身分上の行為に基づいて、各政府が既に取った処置

に関しては互いに、その効力を承認することにする。ただしこれに基づいて両国政府は二重

国籍者、又は無国籍者が生じることを防ぐために必要な法的手続きを完備することとする。 
P234 
三、居住権 
 (1) 在日韓国人に関しては、一定の期間内に韓国政府の駐日外交機関で登録を施行して、善

良で法律を遵守する者に対しては登録証明書を発給することとする。 
 (2)登録実施に際しては必要に沿って、日本政府の中央・地方の各機関の協力を得ることがで

きる。 
 (3) 韓国政府の駐日外交機関から登録証明書の発給を受けた者に対しては、その申請によっ

て日本政府は個別的審査を行うことなく、また何らの手数料を徴収せずに永住権を授与す

ることにする。ただし場合によっては韓国政府の駐日外交機関と協議して、永住権ではな

い居住権を授与できる。 
四、処遇 
P235 居住権を認定受けた在日韓国人は、参政権を除いては現在享受している権益、又は資格

を継続して保障されることとする。 
   ただし日本国の重大な利害に影響すると認められる特殊な権益に関しては、両国政府間

の協議により一定の期間を定めて、この享有を許可できるようにする。 
五、撤退する時の財産の処分及び搬出 
 (1)本協定発効後、一定の期間内に在日韓国人が本国に撤退する場合には、居住期間中に日本

国政府又は地方公共団体から賦課された一切の税金を納付した後には、何らの税も賦課さ

れず、その所有した財産を処分し、一定の動産を携行できる。 
 (2)前項によって携行を許す動産の種類と数量は、商品の密輸出入及び麻薬、爆発物等公案 
P236 
(治安)を害する憂慮がある物品の運搬を防止する目的に符号するように韓日両国政府の協議に

よって定められるようにする。 
 (3)撤退者が所有する現金に対しては金額に制限なく、適当な送金の方途を講究するようにす

る。 
六、退去強制 
  居住権が授与された在日韓国人に対しては、日本政府は本協定発効日から一定な期間、左 
の一に該当する者以外は退去強制をしないこととする。 
(a)日本の裁判所によって無期、又は一年を越える懲役、又は禁錮に処した者 
 (ただし執行猶予の言渡しを受けた者を除く) 
(b)韓国政府から退去強制を命じるように要求がある者 

P237          (翻訳文)－仮訳 
  在日韓国人の国籍及び処遇に関する韓日協定案(四月一日) 
 大韓民国及び日本国は、千九百五十一年九月八日にサンフランシスコ市で署名された日本国

との平和条約の効力発効に随伴して、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から継続して日本国

に在留する韓人の国籍を確定する必要があることを認めるので、 
 また前記の国籍の確定に随伴して、このような韓人の処遇に対して特別な措置を講究するこ

とが必要だと認めることに因って、 
大韓民国及び日本国は、この協定を締結した。  
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第一条 この協定において在日韓人というのは、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から継続し

て日本国に住所を持つ韓人を言う。  
第二条 1. 
P238    大韓民国は、在日韓人が大韓民国国民であることを確認する。 
２. 大韓民国及び日本国は、この協定の効力発生日に至るまでのある時期において、韓人及

び日本人相互にわたる身分関係に関して、ある一方の当事国の法令の適用することで発生

した効力を承認する。 
第三条 1.日本国政府は、在日韓人が、この協定の効力発生日から二年以内に大韓民国政府の発

給する登録証明書を添付して、日本国政府に永住許可を申請する時には、これを許可

する。 
    この場合において、一般外国人に適用される永住許可の条件、手続き及び手数料に関

する日本国の法令の規定は、適用しない。 
P239  2.前項の規定により永住許可を受けた在日韓人の日本からの退去強制に関しては、この

協定の効力発生日から五年間(韓国主張)、三年間(日本主張)、大韓民国政府及び日本国

政府の当該機関が、その実施のために必要な事項に関して協議して行う。 
   3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した後、

前項の期限が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、貧困者で

日本国又はその公共団体の負担になっている在日韓人の日本国からの退去強制に関し

て、同項の期間を延長することが必要だと思料された時には、協議して二年を越えな

い範囲内で、これを延長できる。 
P240 
第四条 1. 在日韓人は、この協定の効力発生時に日本国において、持っている財産上の権利と

して、一般外国人による享有が認定されていないものを、日本国に継続して住所を持

つ限り、享有できる。 
   2. 前項の権利を享有する在日韓人が死亡した時には、日本国の法令でその権利の相続が

認められている場合を除いてその権利は、一年以内に日本国法令によって、当該権利

の享有を認められている者に対して、譲渡されなければならない。 
第五条 在日韓人が、この協定の効力発生時に、現在従事している職業(公務員の職を除く)と 
P241   して、日本国の法令が一般外国人に、当該職業に従事する資格を認めないものに関し

ては、その人が継続して日本国に継続して住所を持つ限り、これに従事できる。 
第六条 1. 在日韓人で、この協定の効力発生日から三年以内に大韓民国へ帰還する者に対して

は、その所有する動産の携行に関して、関税その他の課徴金を賦課しない。携行でき

る動産の種類及び数量に関しては、別途で協議した定める。 
2. 前項の帰還者は、その所有する資金を、別途で協議した定める方法によって、大韓

民国に送金できる。 
3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した

後、第一項の期限が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、同 
P242  項の期間を延長することが必要だと思料された時には、協議して二年を越えない範囲

内で、これを延長できる。 
第七条 この協定は、当事国によって各自の憲法上の手続きにしたがって批准されなければな 

らない。批准書は○○で交換することにする。 
    この協定の効力は、批准書の交換日に発生する。ただし第四条及び第五条の規定は、 

千九百五十一年九月八日にサンフランシスコ市で署名した日本国との平和条約の最初の 
効力発効日に遡及して適用する。 
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P243   以上の証拠として、両政府の代表者は、このために正当な委任を受けて、この協定に 

署名した。 
 
 千九百五十二年○月○日に東京で 
 共に正文である韓国語、日本語及び英語で、本書二通を作成した。 
 
大韓民国政府のために  
日本国政府のために 

P244  第 18 次 
      1951.12.18  
 
P245    第十八次在日韓僑法的地位分科委員会会議録 
一、開会 檀紀 4284 年(1951 年)12 月 18 日午後 3 時 05 分 於 三菱商事ビルディング 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、洪璡基委員、金(東)委員、金(泰)委員、葛博士、張潤傑書

記官 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、神原富比古、佐治誠        
三、会議経過 

   日本側田中代表は「在日韓国人の国籍及び処遇に関する日本側提案」を韓国側代表に配 
布し、これを大体左のように説明した。 
1.国籍問題 
 「日本側案一、国籍問題に関しては、別に異議がないものと考える。」 
2. 居住権問題 

P246   居住権問題は在日韓国人に対する日本の輿論が悪いせいで、永住権を許与する問題は

解決するのが困難だったが、結局は関係者の同意を得た。これは韓国側に大幅に譲歩し

てものだから、そう諒解せよ。 
    また韓国代表機関に登録したことに基づいて、日本政府で永住許可を無条件認定する

ようにした。その代わり、韓国側代表機関への登録がなければ許可をしない。ただしそ

の期間を一年にしたので、その一年内に韓国側で登録をするように措置してくれるよう

に望む。それによって韓国代表機関では居留民を把握できることと思う。 
  3. 退去強制問題 
P247    ただ出入国管理令第二十四条を在日韓国人に適用するようにしたが、これは日本側の

最後の要求条件なので、これだけは韓国側で承認して欲しい。この出入国管理令第二十

四条の退去強制権は国家主権から派生する固有なものなので、これを抛棄すればわが日

本代表は国家に対する名目がなくなるのである。したがってこの点だけは、必ず韓国側

で受諾してくれるように望む。 
    貧困者に対しても永住権を授与するようになったし、実質上で生活保護法の適用を受

けるので、生活扶助を貰う韓国人は今後なくなるだろうと考える。 
勿論この貧困者に対しても永住権を獲得した後には、日本政府の中央及び地方公共団

体に迷惑になる者は強制退去をしなければならない。 
しかし彼らを強制退去させる時は、駐日韓国代表部に事前『連絡』をするようにした。 

P248   次に『暴力革命分子と韓日友好親善関係を阻害する極端な分子』は勿論、判然たる法

的根拠なしには強制退去させない。 
  4.処遇問題 
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    韓国側では、現在まで在日韓国人が享有している権利の内、参政権だけを将来享有で

きないように主張しているが、日本側では公務員になる資格と日本船舶を所有する権利

を享有できないように添加した。 
日本側代表は日本外務省で作成した「参考資料」(外国人に禁止、又は制限している権

利及び資格)を配布し、説明を続けた。 
「株式取得には元来、認可が必要なものだが、本協定が発効する時までに在日韓国人

が取得できる株式は無条件所有し続けられるが、将来新しく取得するものに対しては、 
P249  許可を受けて取得するようにしなければならないし、財産取得に関する法令もこれまた  
   本協定が発効する時までに取得したものには適用しないが、一般外国人と同様に財産取

得に関する法令を適用するようにする。また「産取得に関する政令」は現在改正しよう

としているところだ。 
    また現在まで正常に取得した権利は継続し、この享有をみとめるが、相続と外国人へ

の譲渡はこれを、法令によって特別に認められたことを除いては認めないことにした。 
    また前でも言及したが、生活保護法は在日韓国人には適用しないようにする。 
  5. 撤退者の財産搬出及び送金の件 
P250  撤退者の財産搬出は現在「無為替輸出」をできるようになっているので、このような

方式で財産を搬出できるのだ。また送金も特別措置をするが、これは平和条約発効後一

年とした」と説明を終えて質問を要求した。 
    これに対してわが側兪鎮午代表は、「わが側はこれを検討しないと質問するのが難し

い点もあるが、まず日本側の説明によってわが側で考える点を質問する」と前提した後、

次のような質問をした。「日本案二の 2.には外国人登録令によって正式登録した人だけ

を永住許可するようにするというのに、一九四五年八月九日以前から居住している韓国

人で、登録しない者はどうするのか」と質問したのに対して、 
P251    日本側田中代表は「この登録によらないでは、到底一九四五年八月九日以前から居住

している人なのか、でないかわからない。現在出入国管理庁では新しい登録を法案で作

成中であり、このような技術面に関しては日本の出入国管理庁と駐日韓国代表部で打ち

合わせをしたい」と答弁した。 
    わが側兪鎮午代表は「永住許可申請期限を一年にしたが、一年では到底わが側で予算

関係もあったりして不可能なので、長期間でしなければならない」という意見陳述があ

り、これに対して 
    日本側代表は「あまり遅いと韓国代表部に登録するのが遅くなりやすい。したがって

この事業が終わるのは三、四年後のことになるだろう。申請を一年として、許可するの

はその後にするのである。また一年にしておいて、万一韓国側の状況で遅れるなら、韓

国側の要求によって三、四ヶ月ずつ延期をすれば良いようなので、そういう用意もして 
P252 いる」という説明があった。これに対して 
        わが側金(東)委員の「永住許可を受けた者たちの子孫はどうするのか」という質問に

対して、日本側田中代表は「子孫に関する規定はないが、当然子孫も永住許可を受ける」

という答弁をすると同時に、「父母の登録をする時に満十四歳未満の子女は登録が不必

要で、満十四歳になる時に登録をすることになる。この時に外国人登録令第六七条の手

続きは一段踏まなければならないが、永住許可を持つ父母の子女に対して永住許可は与

える」という説明があった。 
    わが側兪鎮午代表は「日本側案二、の五は削除しても良いでないか」と質問したのに

対して 
P253    日本側田中代表は「これは永住許可を与えるのに関する、日本側内部に対する説明的
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規定なので削除しても良い」という答弁があった。 
    兪鎮午代表は「日本側案四、では日本船舶所有の禁止を言っているが、これは『船舶

所有権』自体の否定ではないのか」と質問したのに対して 
    日本側田中代表は「勿論船舶を所有する権利自体を認めないのではなく、『日本』籍船

舶の所有の否定である」と答弁した。 
洪璡基委員「鉱業権に関する問題はどうするのか」という質問したのに対して 
日本側田中代表は「現在所有している鉱業権は認めるが、外国人に対する譲渡も相続

も認められない」という答弁があった。また続けて「恩給権等は当人に限る問題なので、

現在恩給を受ける権利を持っている者(この数字は明日調査して答えるが)は、韓国 
P254 側で結局請求権を持つようになるので、実質的にはその者たちが受け取るようになるだ

ろう。そして万一これを、韓国政府の請求によって貰う手続きを踏まないなら法律案改

正も必要がだ、とにかく現在まで持っている韓国人の恩給権は享受できるようにする」

と説明した。 
    わが側兪鎮午代表は「日本側案五の１に説明された撤退者の特別措置で、現在してい

る搬出限度量は四〇〇〇ポンドではないのか」という質問に対して 
    日本側田中代表は「そうだ」と続けて「しかしそれ以上をできる。また現行措置でも

できるし、通産省でもこれを認めている」と言った。 
    わが側兪鎮午代表は「撤退者に関しても一年と期間を定めたが、これも期間が短い」

と意見を陳述すると、すぐに 
P255  日本側田中代表は「それなら何年にすればよいのか」と反問したので、 
      わが側兪鎮午代表は「戦争が終わるまでにしなければ」と答弁し、続けて「国籍問題

に関して法理論を云々する必要なく、この問題は政治的に解決しなければならない問題

なので、この点を考慮する時、日本案の『在日韓国人の日本国籍喪失・・・』は間違っ

ている。わが韓国人は日本国籍を取得したことがないので、この文句を修正せよ」と発

言した。 
    これに対して日本側平賀代表「文句を必ず日本案にようにしようというのではなく、

この点は韓国側要請を充分考慮して修正するだろう」と答弁した。 
    わが側兪鎮午代表は「退去強制問題があって『わが側の要求がある者』も退去強制を

しなければならない」と意見を陳述したのにたいして、 
    日本側代表は「結局、実質的に韓国側で要求する者は、日本側でも退去強制を希望す

る者になるのでないか」と反問したのに対して、 
P256   兪鎮午代表は「かならずしもそうではないのでわが側の要求を聞いて欲しい」と再要

請し、「その代わり『如何いかなる者に対する要求がある時は強制退去する』と条件をつ

ければよいでないか」と言い、続けて「これは登録をしない者に対しても牽制になるの

で、そうすることを願う」と要請すると、 
    日本側田中代表は「技術的に結局可能な問題だ」と答弁した。 
    兪鎮午代表は「それならもう一度、この問題を全般的に討議しなければならないが、

日本側では韓国側が今まで要請したものを再考慮して、韓国側要求が充分に反映できる

ようにくり返し望む」と強調した。 
四、閉会 

    十二月十九日午後二時に再開することにして、午後四時事後散会した。 
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P264  18. 第 19 次 
      1951.12.19  
 
P265    第十九次法的地位分科委員会 会議録 
一、日時及び場所 十二月十九日午後二時二十二分 於 三菱商事ビルディング 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、洪璡基委員、金(東)委員、金部長、張潤傑書記官 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、神原富比古、佐治誠        
三、会議経過 

   日本側田中代表は「神原は恩給法関係で小田原に出張に行ったので遅くなりそうだ」と 
挨拶した。 
 わが側兪鎮午代表は「昨日受け取った日本側提案に対して詳細な検討は、まだできなか

った 
が意見を明かす」と前提した後に、「この分科委員会で同意できたら、案を作成しなければ 
ならない」と言ったのに対して、 

P266 日本側田中代表は「語句だけ修正すれば、すぐ案を作成できるが、内容が変われば関係 
者と合議しなければならない」と説明した。 
兪鎮午代表は「国籍問題は日本案で『在日韓国人の国籍取得喪失には各その当該国籍国 

の国内法によって決定する』とするのはどうか」と、日本側案を日本側が修正することを

提議したのに対して、 
 日本側からは「よい」と同意した。 
 兪鎮午代表は「日本案の居住権問題 5 項を削除してしまってもよいのではないか」と言

ったのに対して、 
 日本側で「よい」と同意した。 
 兪鎮午代表は「居住権問題において永住許可申請期間を一年というのはあまりに短いの

で申請を延期せよ」と要請したのに対して、 
 日本側田中代表は「どれくらい延期する必要があるのか」と反問するので、 
 兪鎮午代表は「判然としないが研究して、とにかく三年にしてくれたらよい」と要請す

ると、 
P267 日本側田中代表は「とにかく少し長くする考えで○一年に固執するのではない。したが

って韓国側の要求を三年として、期間を延長する考えだ」と承認した。 
    兪鎮午代表は「処遇問題において『相続と韓国人同士の譲渡』は韓国人の既得諸権利に

対して認めていただきたい」と再要請したので、 
    田中代表は「株式の外国人同士の譲渡は認められているが、鉱業権に関しては問題があ

る。しかしとにかく現在の日本案で日本政府内部機関には通じるようにする」と説明した。 
    洪璡基委員が「在日韓国人の既得財産権の相続はどうするのか」と質問したのに対して、 
   日本側田中代表は「困難だ｣と答弁するので、 
P268 兪鎮午代表「一定な相当期間だけは相続を認めなければならない」と言った。 
   日本側田中代表は「研究する」と答弁した。 
兪鎮午代表は「生活保護法の適用を一定な期間中は、貧困者に対しても認めなければな

らない」と要請すると、 
日本側田中代表は「韓国駐日代表機関でよく把握だけすれば、一定な期間中そうしても

よい」と答弁した。 
日本側平賀代表は「その理由としては左翼で、この生活保護法を利用して運動資金に使

っていて、現在朝連では『生活保障費獲得闘争』という運動目標を掲げているからだ」と
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いう補充説明があった。 

兪鎮午代表は｢日本案処遇問題の『日本国籍を喪失すると同時に』を修正して、また()内
の『船 

P269 舶法第一条の条件云々』を『船舶法第一条の規定による』と修正せよ｣と要請すると、 
    日本側田中代表は「よい」と同意した。 

兪鎮午代表は「撤退時の財産搬出においてその実例で『無為替輸出』を日本側では考

慮しているが、それでは駄目だ。また財産搬出及び送金に際して制限をなくすには、そ

の搬出及び送金の方法の制限を言うのか、或いは搬出及び送金の金額の制限を言うのか｣

とという質問をすると、 
日本側からは「この点は大蔵省に問い合わせる｣と答弁した。 
兪鎮午代表は「強制退去においては『事前に韓国側と協議し』てするようにせよ」と

強制 
すると、 
 日本側田中代表は「これは困難だが『連絡』とは、日本側が韓国側に連絡して韓国側

がこれを保護するようにしたらどうかと考えた」という答弁があった。 
P270   兪鎮午代表は「とにかくこの点は研究してみなければならない問題だが、韓国側の要

求がある者は退去強制させるように措置したいただきたい」と再要請した。 
    続いて日本側神原が恩給に関して、次のように説明をした。「現行法では日本人でなけ

れば恩給を与えられなくなっているので、法律を改正しなければならず、韓国人で恩給

を貰う権利を持てる人の数字は、日本の公務員の月給標準を八千円とした時に、四千九

百円であり、この人員数は一八三七名だ。この人員数は南北韓を通じた数字である。こ

の金額に対しては恩給局で支払うように上部の決裁を貰う手続き中なので、遠からず貰

うようになるだろう」 
    兪鎮午代表から「不法入国した者に対しても避難民として取扱って特別措置をしてい

ただきたい」と要請すると、 
P271   日本側田中代表は「遠からずこの問題の取扱権限が、SCAP から日本政府に移管する

だろうから、現在も韓国側の戦争で困難な立場を考慮して特別取扱をしているが、将来

にも善処する考えだ」と答弁した。 
四、散会 来金曜日(12 月 21 日)午後 2 時に再開することにして、午後 4 時 7 分に散会した。 
 

P272   19. 第 20 次 
      1951.12.21  
 
P273    第二十次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 1951 年 12 月 21 日午後 2 時 10 分  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、洪璡基委員、金(東)、金(泰)委員、葛代表、 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、神原富比古、佐治誠外務事務官 
三、会議経過 

日本側が前回に提出した提案を一部修正して提出し、まだ充分な合意をみたのではない 
ので、資料として見て欲しいという要請と共に、左のような説明があった。 
1.「前回に提出したものと相異な点は 

P274  a.韓国側登録事務の期限を考慮して、永住権申請期限一年を二年に延長したこと 
    b.生活保護法による扶助を受ける者は、永住許可を付与せず三年以内の居住権を申請さ

せるようにしたこと 
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  2. 退去強制において 
    a.ライ病者、精神病者は少数だろうから、実際に追放するのが困難なだけでなく、追放

したとしても別に問題が発生しないだろうから、事前連絡事項から除いたこと 
    b. 生活保護を受ける者を前回案では保護を継続しないとしたが、本協定発効後一年間

継続して扶助することと、被保護者の追放は事前に韓国側と協議して決定するという

こと 
    等である｣ということ。 

P275     韓国側から「居住権を付与する期限を二年にしたのに、居住権余否が決定される前

である一年以内に追放を云々するのは矛盾ではないか。被生活扶助者の退去強制はそ

れなら、居住権が確定する二年後から一年間、即ち三年間適用実施しないのか」と質

問したが、 
日本側から「そういう矛盾は日本側でも知っている。ただ厚生省から、従来在日韓

人が生活保護を権利として要求、主張しながら、濫用した傾向があったので、これを

権利ではなく恩恵としてもう一年だけ継続するというもので、一年後には放逐するの

かと言えば、人道上からも道義上からも扶助しないというのは難しいが、予算措置が

必要になるので協定文では一年以上を約束できないのである。一年後にはできたら 
P276   韓国政府で引き受けて保護してくれるように希望する」という答弁があった。  

          韓国側からは「居住権付与期間二年と被保護者追放の一年が矛盾するだけでなく、

被保護者に三年の居住権を付与することと、一年以後に追放できるということとも矛

盾する。根本的に貧困者を追放対象にするかしないかが問題になるが、一律的に永住

権を付与するという前回案の、退歩であり改悪である。また共産破壊分子追放には『韓

国側が積極的に協力する』ということは、韓国側が一方的な義務を賦課されるもので、

『韓国政府が要求した者は追放する』と改正して欲しい」と指摘すると、 
     日本側からは「居住権を認める代わりに、追放は国内問題で、主権を侵犯される協

定はできない。厚生省から協定では一年だけ約束せよということで、韓国政府が追放 
P277   を希望する者は、日本憲法上問題になるので、韓国代表部が登録証明書を発行しない

とか、或いは後になって取り消して欲しい｣という答弁があったので、 
     韓国側では「一旦登録証明書を発行した後にこれを取り消すと、日本側が付与した

永住許可が自動的に取り消されるのか、現行法上の結果はどうなのか」と反問したが、 
     日本側から「許可時に善良な者が後に不良になった時、韓国側の証明書事情があっ

ても当然永住許可は取り消されない。ただそのような場合には退去強制事由に該当す

る時が多いだろうが、今の話は過渡特別措置をどうするかの討議なので、措置後に発

生する問題に対してはその時に再び話すことにしよう」という窮した答弁があった。 
P278   韓国側から「とにかくこの案は改悪だ。生活保護を一年だけするということは受諾

し難い」と反駁したが、 
     日本側から「現在生活保護法を悪用されているのを防止し、真実に貧困な者だけに

保護をするという趣旨で、一年としたことで色々矛盾が生じたものである。それなら

二年にすればよいのか」と反問したが、 
韓国側では「期限は全部除いて、韓国側と協議するとだけすればどうか。大体韓国

が現在戦争中だから貧困者の保護を望むのであり、米国人やその他の外国人と別個の

特殊外国人なので、われわれが要求するものなのに、日本側の根本的思想が間違って

いる。日本厚生省は戦争で困難な本国に貧困者を遂出しようという精神なのか」と強

調したが、 
P279     日本側平賀代表が代案を即席作成して提出したが、その趣旨は貧困者に対して三年
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以下の居住権を与えるというのを直して、永住許可を与えることにし、その後の一年

間は生活保護をしてあげることにしようというものだった。また協定に『退去強制』

という項目を掲記するのは、対外的に悪印象を与えるので、これました削除しようと

ものだったが、 
韓国側から「厚生省は今回の会談の根本意義をよく知らないようだから、彼らにわ

れわれの意思をもっと説明した後、改案して明日また会おう。帰国者財産搬出送金の

件に関しても、通産省にもっと諒解を貰えるよう望む」と言った。 
日本側から「今までの交渉結果を要約して共同声明を発表するのにどう提議し、そ

の案文を提示したことがあったが、検討して明日回答することにした。」 
P280 四、閉会 
     明日午前 11 時再開することにして、午後 4 時 22 分散会した。 
 

P281   20. 第 21 次 
      1951.12.22  
 
P282    第二十一次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 日本側の遅れで 1951 年 12 月 22 日(土)午前 11 時 50 分  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、洪璡基委員、金(東)、金(泰)委員、林松本代表、 
      日本側 田中光男代表、神原富比古、佐治誠外務事務官 
三、会議経過 

1.日本側で昨日提示した提案を再び改正して提出し説明したが、その要旨は 
 (1)退去強制の独立項目を削除して、簡単に居住権項目に規定したこと 
 (2)貧困者に対しては期限付き居住権を付与するとしたのを、永住許可を与えるとしたこ  
  と 

P283 等だが、これに関しては厚生省でも、在日韓人貧困者は救済するが、青少年で身体が健

全な者が正業を求めずに、日本政府の扶助金だけで生活する者がいないようにしなくて

はならないという意思だということを追加説明し、 
   (3)鉱業権に関しては通産省の意見が結論に到達しなかったので、文案から削除したこと 
    ただし鉱業権が消滅するとか、日本政府が没収するとかはしないという説明があった。 
    また財産搬出の課税の件に関して、決して無理な待遇をしないので、日本大蔵省の誠

意を伝えて欲しいという依頼があったという伝言があった。 
P284   韓国側から日本側提案に対して二、三質疑があって、日本側から意図を説明したが、

退去強制において悪質破壊分子追放に「韓国側が積極的に協力する」となっているのを、

「韓国側も協力する」と修正するのに合意した。 
    韓国側から特に「韓国政府が要求する者を追放するように規定しよう」と提案したが、 
    日本側からは「松本大使と相談した結果、『する』という確答を得たが、これは韓日両 

国間の最高外交政策なので協定に挿入するより、極秘事項で両国が諒解実施しよう」と 
いう答弁があり、特に韓国国内でまだ日本に対する空気が好転できないでいるようなの 
で、年末年始に帰国する代表がいるから日本の誠意を伝えて、松本大使を迎えるように 
努力して欲しいという要請があった。 

P285 2.新聞発表文に関して韓国側から抽象的にやろうとして、その案文を提示したが、二、三 
文句を修正した後、今日午後発表することにした。 

 四、閉会 明年一月上旬に再開することにして、午後十二時二十四分散会した。 
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P286   在日韓国の国籍及び処遇に関する日本側新提案 
         (檀紀 4284 年[1951 年]12 月 22 日) 
終戦前から継続して合法的に日本に在留する韓国人の国籍及び処遇は左記によるものとする。 

           記 
一、国籍 

在日韓国人の国籍の取得、喪失に関しては、両国は各｢他の一方の国内法による決定を尊重

する｣ 
二、居住権 
 1. 永住許可を得ようとする者は韓国側が発給する証明書を添付して、日本側当局にその申請

をすることにする。 
P287 2.前項によって永住許可の申請があった場合、日本側当局は外国人登録令によって正式

に登録をしている者に限って永住許可を認める。 
 3. 前項の場合、出入国管理令第二十二条の永住許可の手続き及び条件、また第六十七条の手

数料(一件当り二千円)の規定を適用しない。 
 4.第一項によって永住許可の申請を認める期間は、別途に協議する。 
 5. 出入国管理令第二十四条第一項ホ(貧困者、放浪者、身体障害者等で生活上) 国家又は地方

公共団体の負担になっていること)に該当する者がいる場合には、平和条約発効後一定期間

日本側当局は韓国側と事前に協議する。また右期間に関しては別途協議する。 
P288  6. 出入国管理令第二十四条第一項第四号オワカ及びヨに規定する暴力革命分子、及び

韓日両国の友好親善関係を阻害する極端な言動をする者等の退去強制については、韓国側

も協力する。 
三、処遇問題 
 1.国民固有の権利又は国家に重大な利害関係を持つものとして、一般国際慣例上認められて

いる権利、又は資格である参政権、公務員になる資格、日本船舶を所有(沿岸貿易を含む)
する資格等は、当然これを喪失する。(また法人の日本船舶を所有する資格に関しては船舶

法第一条の規定による) 
 2.現在正当に享有しているその他の権利又は職業で、一般外国人に禁止又は制限されている

ものに関しては、日本に在留する限り継続してこれを認める。ただし相続又は日本 
P289 人以外への譲渡は、法令によって特に認められる場合を除き、これを認めない。 
   なお細目に関しては、別途に協議する。 
四、撤退者に対する措置 
 1.撤退荷物の国外搬出については、原則として現行輸出貿易管理令に規定する特別取扱によ

る。ただし例外的取扱に関しては別途協議する。 
 2. 撤退荷物の国外搬出に対しては、輸出税、輸入税又はその他の課税を賦課しない。 
 3.撤退者の送金については、現行の換管理下に特別な取扱を認める。ただし送金その他の具

体的方法に関しては別途に協議する。 
P290 4.前各項の特別取扱を認める期間は、平和条約発効後一定期間とし、右期間に関しては

別途協議する。 
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P304   21. 第 22 次 
      1952.1.16  
 
P305   第二十二次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 檀紀 4285 年(1952 年)1 月 16 日(水)午前 10 時 28 分 
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金(泰)委員、李一両書記官参

観 
      日本側 田中代表、平賀、今井、神原各委員、佐治事務官参観        
三、経過概要 

P306  双方が新年の挨拶を交換後日本側から先に、韓国代表たちの帰国後の日本側提案に対す

る研究結果を聞きたいという要請があり、 
   韓国側から去年 12 月 22 日付で提出された日本側案に関して本国政府と協議したところ、 
  二ヶ月間の交渉をした結果やっと提出された日本側提案に、在日韓国人に対する保護のた

めにまだ充分でない点があるということだったということを話した後、日本側提案に対し

て以下のごとく具体的な意見を発表した。 
 (一) 国籍問題 

国籍問題に関しては韓国側原提案通りにして、但し書きだけを削除すること 
(二) 居住権問題 

P307(イ) 永住許可は直系卑属に波及することにし 
  (ロ) 外国人登録令による登録云々は 1945 年 8 月 9 日以前から居住したという過去の事実

を証明する判断資料なので、これを削除し、 
  (ハ)交通困難、無知等で登録から抜けた者がいるかも知れないので、これに対する救済方

法を講究し、 
(ニ) 日本側提案第二の五項通りにすると、生活扶助を受ける者は永住許可を得ても退去強    
 制されることがあるので、永住許可の効果がなくなり、在日韓僑の不安感をなくせない

だけでなく、日本政府だけに任せると一方的になり、居留民に対する保護が不完全にな

るので、退去強制に関しては韓国側の最初の案通りに、「一年以上の懲役又は禁錮云々」 
P308 に該当する者以外には一定期間退去強制を行わないのが良い。 

そして韓国側提案の中にある「韓国政府が要請した者を退去強制すること」に関して

は、日本側の意向通りに別途に協定することにすれば良いだろうと思う。 
 (三) 処遇問題 
  (イ) 日本側案の(一)項に対しては大体異議はなく、資格云々が「等」を削除し、 

(ロ)(二)項に対しては「権利又は職業」を「権益又は資格」に修正すること。 
この修正で範囲が拡大するが、これは一定期間に限る。故に一定期間内には生活保護も継 

P309 続して貰え、また鉱業権、特許権等も特別規定なく、当然認められるということを諒解し

て欲しい。したがって以上のように原則だけ立てて、細目協定はその後別途にすれば良

いだろう。 
(ハ) 在日韓僑が日本で稼いだお金を本国に自由送金できるように方途を講究すること、技

術的な問題なので具体策は別途協定することにするが原則を認めること。 
 (四)帰還者問題 
  (イ)帰還者の帰国においては、送金を原則とするのが良いという本国政府専門家の意見が

あった。 
  (ロ)免税に関しては、処分財産の利得に対して別に財産が増えるのでもなく、帰国のため

に生じる現象なので課税を免除してくれるように望む。 
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  (ハ)以上の他に帰還者に対する特別考慮として、追加規定を挿入して欲しい。即ち、自発 
P310 的な帰国を奨励する意味から、被生活保護者に対して帰還資金を支払っていただきたい。

その理由は戦前百数十万徴用されて来た者の内、今六十万しか残っていないが、これは

日本政府に当然保護責任があるから扶助しなければならないもので、自発的な帰国を奨

励する意味から扶助費を支給すれば、日本側の負担も軽減するだけでなく、帰国者が帰

国後の家業を得るまで一定期間の生活を保障する意味の下に、一定な扶助費を支給する

のは人道上からも正しい道だろう。 
 (五)以上を要約すると結論は、われわれが国籍選択を要求しない代わりに、一定期間内国民

待遇を要請するものだ。 
 △韓国側の説明が終わると、日本側から俄然興奮した語調で、第一、第二次小委員会再開時 
P311 に強調したことがあるが、今の話は第一次小委員会に復帰した点が多く、もしもこういう 
ことで妥協できないのなら、第二次小委員会を通じた全ての交渉は何の成果もなく、また第 
三次を再開してもこれまた無意味なことだろうという意思を表明し、在日韓国人に対しては 
日本側は居住、処遇及び権利等に関して経過的措置を認め、その後は一般外国人と同一に取

扱うことを何度も言明したことがあり、永住許可においても無条件にしてあげたのに、今に

なって帰国後の生活扶助までしてくれというのは言語道断で、第三国が聞いても異常に思う

だろうから、現在の線で進むのが良いだろう。日本側としては現在の線を認める前提下で永

住許可を付与したのに、実相は日本政府内部で用語を変えろという言葉まである。こんな状

態なので下手をすると事態が逆転する憂慮があると言ったのに対して、 
P312 韓国側から、逆転したと言うが、逆転しないように努力して提案したものだと反駁する

と、 
  日本側から、率直に言うと日本側の輿論は在日韓国人の退去を希望している。この際、貴

提案のように管理令まで束縛されるなら逆転としか言えないもので、日本側は昨年末の提案

を撤回し再考慮するしかないが、勿論簡単に説明だけ聞いてすぐに結論は出せないという話

をした後、次の事項に対して簡単な答弁をした。 
(一) 居住権問題 

(イ) 居住者の直系卑属の居住権余否は将来の問題なので、本協定に規定するのは難しいが、

管理令にも直系卑属に及ばないという明文がないので、当然認められるだろうから心配

する必要がないのに、特定国に限ってこのような当然なことを協定できないものであり、 
P313 (ロ) 登録から抜けた者に対しては、外国人登録の余否を無視して永住権を与えろと言う

のは、ひどい話だと言うのに対して、 
  韓国側から、登録令を無視しろというのではなく、登録令の字句を協定から削除せよとい 
うことだと説明すると、 
 日本側でこれを受諾合意し、 

(ハ)被生活保護者の問題に対しては現下厚生省当局と協議中だが、色々な点で頭痛の

元で、韓国側では生活扶助を当然な権利と認めて、これを要求するが不可能なことだと

いうことと、被扶助者の退去強制に関しては充分に、事前に韓国側と協議するし、協議

の方法は別途に協議決定することにすれば、韓国側の意見が尊重され、不安感が除去さ

れると思われる。 
 (二) 処遇問題 
  (イ) 処遇の件の限界を明瞭にせよというのは出来るし、 
P314 (ロ)「権利又は職業」を「権益又は資格」にするのは良いが、内容が内国民待遇なら難し

い。故に協定文には一々具体的に列挙規定する方法もできると考える。これによって

日本側でも、これに対する立法措置を取る必要があると考える。 
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 (三)帰還者問題 
  (イ)居住者の送金方法は、特例を考慮できないので一般外国人と同一に取扱うが、帰還者

の送金は特別取扱する(大蔵省と協議済み) 
  (ロ)携帯財産は、帰国の場合に限ってだけは特別取扱をする。しかし財産処分に関する課

税を免除せよというのは国際慣例にないものなので、適当な国際先例を探してくれれば

大蔵省当局を説得するが、今の状況では到底応じられない。 
 (四)被生活保護者に対する扶助料問題 
P315 被生活保護者に対して帰国後までの扶助費を支給しろというのは、世界人類歴史上例を 
見られないことであり、もしも帰還者の便利を図れという意味なら、それは別途であると言 
ったのに対して、 
 韓国側から、これはこのような部類の韓人の減少策で、日本に居住し続ければ当然支給す 
る日本側の負担を軽減するための奨励策であり、旅費もない人たちなので一時金というか、 
必要な援助費を支給して欲しいということを意味すると話し、日本側の誤解をある程度解き、 
退去強制だけ除いては逆転した点は全くないと力説した。 
 これに対して日本側からは、暴力革命分子等少数だろうし、問題は被生活保護者なのに、 
人道上から見て一定期間善処することにしたと再び語ったが、 

P316 わが側から、貧困者に対して帰還時には一定金額を支給し、自ら進んで帰国するようにさ

せることが、日本政府としても今後生活扶助し続けるより有利で、韓国側としても帰国者本

人に良い方法だと指摘すると、 
  日本側から、実際問題において予算編成が難しい。韓国側でその数を明示するなら考慮す

ることもできるし、管理令二十四条は「退去強制をできる」というものであり、「退去強制を

しなくてはならない」のではないから、貧困者にも事前に協議して実施を調整できるので、

管理令変更はなくても良いと言った。 
  わが側から、万一韓国側要請が無理だと考えるなら、国籍選択権を認める用意があるのか

と質問すると、 
  国籍選択は不可能で、今国籍選択云々するなら今までして来た会議が無意味だと言い、 
P317 韓国側から、われわれも国籍選択は要求しないが、国籍選択の場合と同一な保護を在日韓

国人が受けることを要請するものだと言った。 
  これに対して日本政府から、帰化法によれば良いと言ったので、 
  わが側から、問題は帰化にあるのではなく、生活扶助と退去にあると言うと、 
  それなら厚生省と管理庁と協議して、とにかく韓国側の要望を検討してみると言った。日

本案第二十四項の別途協議しようという提案に対して、 
  韓国側としては、被生活保護者に重点を置いて協議することを要望した。 
  特に日本側は今回の会議は報告程度にして、韓国側案を文書化して提出する要望があり、 
  わが側は同意した。 
P318 最後に日本側から代案として、「三年間はまったく出入国管理令を適用せず、三年過ぎた

後には出入国管理令を厳格に実施することにしたらどうか、その期間後には毎件二千円貰っ

て永住許可も厳格に審査し、退去強制も管理令の規定通りに施行する案なら良いだろうが、 
 厳格な適用を受けるので韓国側としては却って不利だろう」という提案があったが、 
  韓国側から「韓国側の要求は、永久に退去強制をするなというのではなく、一定期間内に

は特殊な者以外には退去強制をしないようにしようというものなので、日本の主権が制限を

受けるような結果は生じないだろう」と立場を明白にしたが、 
  日本側から「人道上からも国際慣例上も不当な退去強制はする筈もないし、現行法規定に

も不当な退去事由はない。とにかく貧困者の生活扶助だ。貧困者の退去強制に対しては、も
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っと研究する」という答弁があった。 
三、閉会 次回の日時は追って決定することにして、午前 12 時 20 分に閉会した。 
 

P319   19. 第 23 次 
      1952.1.21  
 
P320    第二十三次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 1 月 21 日(月)午後 2 時 10 分 於ける日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金委員、李一両書記官参観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太代表、今井、重光、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観 
三、経過概要 

前日提出したわが側新提案の内、生活保護を受ける在日韓人が帰国する時は、「日本国政

府は一定額の金員を支給する」を、「日本国政府は帰国に必要な費用、その他便宜を供与す

る。細目に関しては別途協議する」に修正するという韓国側代表の通告で会議が始まり、 
日本側から、その間関係者と協議した結果だと、左記のような説明があった。 

P321(一) 国籍－日本側から、韓国側提案程度だけでは日本議会の同意を得るのが困難なので、

去年十二月の日本側案の原則通りにしてくれるように望むという要請があったが、 
  わが側からは、まず居住権問題と処遇問題を解決する前には、国籍問題の原則論を討議

する必要がないと一蹴拒否した。 
(二) 居住権－日本側から永住許可付与に関する韓国側提案では、日本側の外国人登録令が

無視されているようだということと、まだ登録をしていない人たちは単純な登録手続き違

反者なので寛大に取扱うし、このような点に関しては今後韓国駐日代表部と密接に連絡し

て連絡するので、外国人登録令を基礎にして管理庁を信頼して欲しいという要請があった

が、 
  わが側から、外国人登録令による登録を永住許可の要因に規定しようというのは、一九 

P322 四五年八月九日以前からの在日韓人なのかを判定する基礎にしようという趣旨なので、

「日本政府当局は・・・終戦前からの居住者に限って云々」と規定すれば良いだろうし、

わが側が日本の国内法である登録令を無視したのではないということを説明し、 
   日本側ではわが側の趣旨を諒承した。 
  (三) 永住許可－日本側から、韓国側の要請である永住権の直系卑属波及に対しては、直系

卑属の永住権を否認する事例は将来発生しないだろうし、このような将来の問題は通商航

海条約で規定する問題なので、削除しようという提案があったが、 
   わが側から、将来に備えるために明確に規定しておくのが良いということを強調した。 
  (四)退去強制－日本側から、韓国側提案は一年以上の体刑を受けた者以外は、一定期間ま

ったく追放できないとしたが、例えば密入国幇助者等は当然退去事由に入るのではない 
P323 か。問題は退去事由の中にある「貧困者等」だが、何度も言明したように特に悪質者を除

いては、貧困者という理由だけでは退去を強要しないので、出入国管理令の退去事由を○

面でも全部認めてくれるように望み、国際法の原則上からも外国人の退去は国内管轄問題

なのだが、退去強制をできないという協定をするということは、第三国に対する体面から

も困難だという意見陳述があったが、 
   わが側から、それなら「貧困者云々」は削除し、「退去強制は全部、事前に協議して行う」

と規定しておいて、一年以上の体刑の悪質者に対しては通知程度、暴力革命分子等に対し

ては事前審査、貧困者及び患者等に対しては事前合意を得るという精神で、協定には「事
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前に全部協議する」と規定するように提案したが、 
P324 日本側から、今朝関係者と協議した結論から見ても、管理庁の体面上からも、全部協議

せよというのは困難なので、特定事由だけに限ると言い、 
   わが側から、内容で協議の段階を設置すれば良いと力説した結果、 

日本側から、これに対してはもっと関係者と相談して回答するという言約を受けた。 
  (五) 処遇－日本側から、韓国側提案によれば国民固有の権利を例示した参政権、日本籍船

舶所有権等は喪失するということの「等」を削除したが、「等」を削除することによって

喪失する権利を限定することになるので、原則的規定が具体的規定になり、喪失しない

権利は包括的に規定されるようになり、「国民固有の権利」がこれだけだという印象を与

えるので第三国、特に台湾に対して重大な影響がある。「等」を入れることで韓国人の利 
P325  害に別に影響ないだろうから、再考して欲しいと要請があり、 
    韓国側からは、これに関しては再び考慮するという答弁をした。 

つづいて日本側から、日本側原案の「権利又は職業」を韓国側が「権益又は資格」に

改正した点に関して、生活保護を韓国側が心配していると諒解されるが、悪質者を除い

ては生活扶助は恩典として一年間続けるから、日本側の立場を諒解して協定文で束縛し

ないことを要請し、「権益又は資格」とするとあまりに範囲が拡大するので、「権益」に

するか或いは｢資格」にするか、将来に解釈上疑義が生じる用語は避けることを望むとい

う要請があり、 
これは文句の問題なので、表現をもう少し考えることにした。 

(六) 帰還－日本側から、帰還者の財産処分によって利得が生じた場合に課する譲渡利得

免除は国際慣例上ないものなので、大蔵省担当者を納得させるのが難しいから、韓国側 
P326 でわが側の立場を良く理解して、動産携帯に対してだけ課税しないようにし、これを削

除しようと再三哀願したので、 
韓国側では、研究してみると言った。 

(七)最後に貧困者の帰還時、日本政府が一定な金員を支給せよという韓国側要請に対し

て、日本側から韓国側からこれを最後まで主張すると、「費用云々」は予算問題になるの

で、「諸便宜を供与する」ということにしようという提案があり、 
 わが側から、文句等修正しても良い点も多少あるので、もう一度案を修正して次期会

議で提出することにした。 
四、閉会 一月二四日木曜日午前に再開することにして、午後四時三分閉会した。 

 
P327   23. 第 24 次 
      1952.1.24  
 
P328    第二十四次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 1 月 24 日木曜日午前十時十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参

観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観 
三、会議経過 

今回の会議は別添、わが側新提案の各項目に対する文句修正程度で終え、疑問の二、三 
  ヶ所を除いては、ある程度相互間合意を見たのだが、わが側新提案に対する日本側の意見

は左のようなものである。 
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P329(一)国籍－韓国側からは、国籍に関する条項に対しては当分の間、韓国側新提案通りに表 
現したものを主張したが、  

日本側としては過去何度も言明したように、『平和条約発効後は日本国籍を喪失する』というこ

とを明白に表現することが良いということを再三提案したことがあったが、 
   わが側から、韓国人が日本国籍を取得したことがないので、却って反対表現で「在日韓

国人は大韓民国国民である」とするのが良いと反駁し、長時間激論した結果、 
日本側は自己の提案を、『韓日両国は在日韓国人は大韓民国国民であり、日本国民でな

いことを承認する。一九四五年八月九日以後韓日両国間の身分法上の行為によって、各政 
P330 府が既に取った処置に関しては、お互いにその効力を承認する』ことを修正した。 

(二) 居住権 
(イ) 永住許可申請の場合に、日本当局が「終戦前から居住する者に

、、、、、、
対して」は永住許可 

 するというわが側提案に対して、 
  日本側から「終戦前から継続居住することと認定

．．
される者」に対して永住許可する

ことに修正しようと言い、 
 わが側同意して、 

(ロ) 永住許可の直系卑属波及云々の規定に対しては、永住許可の効力が当然その子孫に    
 も波及するので心配することはなく、これはあっても良くて、なくても良いとして、 
  韓国側としては前の会議で強調したように、将来に備えるために置くことが良いと

した。特にこれに対しては「管理令」草案者から具体的説明があり、これまた心配す 
P331  ることはないと言うことだったが、わが側が挿入することを強調して、 

日本側、同意した。 
(ハ) 退去強制に関して日本側は、前日のわが側提案に関して関係官庁と熟議した結果、

日本の体面にも拘らず大局的見地から、わが側提案の趣旨を受諾することにしたと言

った後、ただその表現に対しては事後協議することはないので、「事前」の文句を削除

して「協議又は連結(絡?)」とし、その方法に対しては別途協議でするとして、「永住

許可を得た者に対する退去強制に関しては、一定期間韓日両国政府はその運用上、必

要な事項に関して協議又は連結をすることにして、その方法に関しては別途協議しよ

う」という表現を日本側で要請して、 
  わが側で考慮することにした。 

(三)処遇－ 
P332 (イ)現在、在日韓僑が享有している権益又は職系の継続享有に関しては、原則的な精神

には日本側も合意したが、表現方法が誤解と将来の疑義を残す心配があるとし、日本

側条約局でも案文を作成中ということで、特に｢権益云々｣の表現に対しては、広範囲

で漠然としているので一旦権利として、その他は細目で規定しようと言ったが、 
     わが側から、そうしたら生活保護とか教育を受ける権利等が含まれない心配が多分

にあって、応じられないと言うと、 
     結局、権利の中に含まれるものなので心配するなと言い、以下のように「現在享有

しているその他の権利又は職系で、日本国法令によって一般外国人に禁止又は制限さ

れているものは、日本に居住する限り原則として継続認定する。ただし相続また 
P333  は日本人以外の譲渡は認めず、細目に関しては別途協議する」という表現を臨時作成

し、双方でもっと検討することにした。 
    (ロ)国民固有の権利を喪失するという点に対する表現は日本側から、外国人に禁止す

る権利は軍事上、財政上、色々に理由から国際先例に見習って禁止したものなので、

「国家の利益に重大な利害があると認められる権利を喪失すると規定しよう」という
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提案があったが、結局表現問題で双方がもっと研究成文することにした。 
   (四)帰還－ 

(イ)帰還者の財産処分に対する課税云々の表現に関しては、韓国側からイタリア講和

条約文を引用提案し、 
日本側が諒承したし、 

P334   (ロ) 帰還者に対する一時金支給を要求する韓国側提案に対しては、日本政府内で韓国

人の帰還において一切の責任を一方的に日本側だけが取るようになるもので、一年に

何名が自発的に帰還するのかわからないので予算措置をできないから、韓国側が責任

持って毎年何名ずつ引き受けるということを明瞭にしてくれれば、処遇ももっと考慮

するので韓国政府が毎年何名ずつ責任もって引き受けるという方針と、その具体的方

策を内示してくれという強力な意見があるだけで、全在日韓人の一割が生活保護を受

けているが、犯罪等は数割をこの一割が犯しているので、韓国が引き受けることが、

将来の韓日間の親善のために良いことだと言ったが、 
     わが側としては、在日韓国人の貧窮の責任は日本側にあるだけでなく、本国の戦乱 
P335   によって現事態でも到底不可能なので、約束できないと拒否したが、細目を別途協議

することにして、 
｢両国政府は別途協定により、帰還に必要な便宜を供与する｣と改正することを、日

本側がくり返し要請したが、 
わが側としては何らの便宜を供与する準備がないと拒否したし、全在日韓僑に対し

て十年間の生活費を支給すれば、韓国政府が全部引き受けても良いと言ったが、 
日本側でも到底不可能だという答弁があって、全般的に表現等に関してもっと検討

することにして、今日討議したことを全部文書化して次回に提出することにした。 
 四、閉会 次回は一月二十六日(土)午前に行うことにして、午後十二時十五分閉会した。 

 
P336   在日韓国人の国籍及び処遇に関する韓国側新提案 
              1952 年 1 月 24 日 
   太平洋戦争終結前から継続して日本に在留する韓国人の国籍及び処遇に関しては、左記によ

るものとする。 
               記   
一、国籍 
  一九四五年八月九日以後、韓日両国民間の婚姻、養子縁組、認知等、身分法上の行為によ

って、各政府が既に行った処置に関しては、相互その効力を承認することにする。 
二、居住権 
 1.永住許可を得ようとする者は、韓国側が発給する証明書を添付して、一定の期間内に日本

側当局にその申請をすることにする。 
P337 2.前項によって永住許可申請がある時は、日本側当局は終戦前から継続して居住する者に

対しては永住を許可することとする。 
 3. 前項の場合、日本の国内法が規定する永住許可の手続き条件及び手数料の規定は、これを

適用させない。 
 4. 永住許可の効力は、その許可を受けた者の現在日本に居住している直系卑属に及ぶものと

する。 
 5. 永住許可を認可受けた在日韓国人に対して退去強制を行おうとする時には、平和条約発効

後一定期間日本側当局は韓国側と事前に協議する。 
  右期間及び協議の方法に関しては別途協議する。 
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三、処遇 
P338 1. 在日韓国人は一般国際慣例上、国民固有の権利と認められている権利、又は資格であ

る参政権、公務員になる資格及び日本船舶を所有する資格等は、これを喪失する。 
2.現在、所有しているその他の権益又は職系は、日本に居住する限りこれを認める。ただ

し一定な期間を経過した後には、一般外国人に対して禁止しているものに対しては、相続

又は日本人以外への譲渡は、原則的にこれを認めない。細目に関しては別途協議する。 
四、帰還 
 1. 在日韓国人が一定な期間内に本国へ帰還する場合には、居住期間中日本国政府又は地方 

公共団体から負課された一切の税金を納付した後には、その所有した財産を日本国民と同 
P339 一な条件で処分し、また何らの税金を負課させず、動産を携行できることとする。 

2.前項によって携行が許諾される動産の種類及び数量に関しては、密貿易及び麻薬、爆発物

等禁輸品の運搬を防止する目的に符合するように別途協議する。 
3. 帰還者はその所有する現金を、本国に送金できる。 
 送金の具体的方法に関しては別途協議する。 
4. 日本国政府から現在生活扶助金の支給を受けている者が一定な期間内に本国へ帰還する

場合には、日本国政府は別途の協議で定めるところにより、帰還に必要な費用その他の便

宜を供与することとする。 
 

P340   24. 第 25 次 
      1952.1.26  
 
P341    第二十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 1 月 26 日(土)午前十時二十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観、大蔵省理財局吉田事務官、主税局中橋事務官 
三、経過概要 
  今回の会議も前会議のように、各項目に対する文句修正程度で会を終わらせ、特にこの

日は日本政府大蔵省理財局、主税局関係者が出席し、韓国側提案の中の「帰還者の送金」

及び「帰還者の携帯財産に対する課税免除」表現に対する各己の異議を表明したが、 
  わが側これに応酬、初志を貫徹させた。 

P342 先に日本側から、自案を提出する前に大蔵省理財局関係者から「帰還者の送金云々」表

現に関して異議を提出するには、韓国側表現は原則的に帰還者の送金が可能だということ

を断定しているが、韓日間だけに特にこのような協定をしておけば、将来第三国(台湾)に
対して重大な影響を及ぼす怖れがあるので、送金可能という原則を断言規定することは避

け、現行韓日財政協定と両国の為替管理適用下に特例を置くことを前提に、具体的方法は

別途協議云々表現にするのが良いという強硬な主張があったが、 
   わが側から「送金可能云々」の表現は、将来日本の国内法が如何に改正されるか知れな

いので、送金できるという原則を明示し、その具体的方法は別途協議しようという意図で

あり、万一為替政策上重大な影響があるなら一時送金によらないで、分割送金するように

するまでは良いが、とにかく協定には一定期間の間「持って行ける」という原則を明白に 
P343 しようとしたが、 
   大蔵省関係者は相変わらず為替管理適用表現を固執し、 

結局折衝案で、わが側案に日本側案を添加して二項を区分し、「一項－第一項(帰還第四)
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の帰還者は、その所有する資金を本国に送金できる(韓案)。二項－前項の送金に関しては、

日本側は為替管理下に特別取扱を認める(日案)、ただし具体的方法は別途協議する」とい

う表現方法を双方でもっと研究回答することにした。 
特にこれに関連して退去強制者の送金方法も明白にしようという日本側意見があり、 
わが側から、退去強制者の送金が不能なら退去者に不安を与えるので、これまた自発的

な退去者と同一に取扱い送金できるようにしなくてはならないし、 
日本側からは、財産の合法的取得を前提とするが、イタリア講和条約第十四付属書に規 

P344 定された「適法云々」は、イタリアが侵略国なので略奪財産があることを心配したものな

ので、在日韓国人の韓国国籍取得前の財産取得とは解釈上違うので、このような文句は不

必要で自由送金できるようにすることを強調した。 
続いて主税局関係者から「携帯財産の課税免除」に関する異議で、表現において韓国側

案は課税免除云々が、帰還者の携帯動産のみならず処分財産に対しても適用されるものと

思われるので、これに対する明確な表現を要請するとして、 
韓日双方が何度か検討、以下の如く「在日韓国人が一定期間内に韓国に帰還する場合に

は、その所有する動産の携帯に関して、如何なる課税もしない」ことと修正した。 
最後に別添日本側案に対する文句修正があったが、修正個所だけ指摘すれば左の通りだ。 

P345(一)国籍表現に関しては、双方の趣旨を明白に規定するために二項で区分表現した。 
(二) 居住権の表現に関しては二項の「日本政府が

、
云々」を「日本政府は

．
云々」に、「終戦

前から継続居住すると認められる者に対しては
．
云々」を「対して云々」に修正し、「出入国

に関する現行の日本国法令云々」の「現行」を削除し、三項に対しては前会議で合意した

表現に修正した。 
(三)「処遇」表現に関しては、一項の「資格云々」に「等」を挿入し、二項の「本人が日

本国に居住する限り、原則として継続これを認める」を「継続その享有を認める」に修正

した。 
(四)「帰還」表現に関しては一項は全面的に修正し、「在日韓国人が一定期間内に韓国に帰

還する場合には、その所有する動産の携帯に関しては、如何なる税も賦課しないこととす 
P346 る」にして、二項は「携行する動産の種類及び数量に関しては貿易管理云々」を「両国政

府はその貿易管理云々」に修正し、三項は｢現金｣をイタリア講和条約の例に従って「資金」

修正して「両国政府はその為替管理云々」を挿入し、四項は「本協定発効後三年以内云々」

の「三年」を「一定期間」に修正した。 
              ― ・ ― 

 この会議とは別途に韓国側代表から、左翼系在日韓僑の最近の暴力暴動計画等は退去強

制等に関する歪曲宣伝を伴い、一般韓僑の付和雷同する者が少なくないと予測されるので、

日本政府が大量の強制退去をする意思がないということを公表宣伝せよという要請をした

が、 
日本側から、もっと研究するという答弁があった。 
 

四、閉会 一月二十九日午前に再開することにして、午後十二時三十分閉会した。 
 
P347   (韓国語訳) 
   在日韓国人の国籍及び処遇に関する日本側提案 
              昭和 27 年(1952 年)1 月 26 日 

 
終戦前から継続日本に在留する韓国人の国籍及び処遇は、左記によるものとする。 
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               記   
一、国籍 
 1.日韓両国は、在日韓国人が大韓民国国民であり、日本国民でないことを承認する。 

2. 日韓両国は、この協定の効力発生する時までの間に、日本人及び韓国人相互間に取ること

になった身分関係に関して、両国の国内法の適用によって、既に発生した効力を承認する。 
二、居住権 
P348 1.永住許可を得ようとする在日韓国人は、韓国政府の発給する証明書を添付して、一定期

間内に日本国政府に申請することとする。 
2.前項によって永住許可申請がある場合に、日本国政府が終戦前から継続居住すると認める

者に対しては永住を許可することとする。そういう場合に、出入国に関する現行の日本国

法令に規定する永住許可の手続き及び条件、手数料の規定は適用しない。 
 3.永住許可を受けた者で、一定期間内に退去強制の事由に該当する者がいる時は、両国政府

は退去強制の実施上必要な事項に関して協議又は連絡することとする。 
三、処遇 

1. 在日韓国人は一般国際慣例上、国民固有の権利、又は国家に重大な利害関係がある権利、 
P349 又は資格と認められている参政権、公務員になる資格、日本船舶を所有する資格等を喪失

する。 
2.前項に規定されていること以外に、在日韓国人が本協定発効時享有している権利又は資

格で、日本国法令によって一般外国人に禁止又は制限されていることに関しては、本人が

日本国に居住する限り、原則として継続これを認める。ただし相続又は日本人以外への譲

渡は、原則としてこれを認めない。細目に関しては別途協議する。 
四、帰還 
 1. 在日韓国人が一定期間内に韓国へ帰還する時に携帯する動産に関しては、居住期間中日本 

国政府又は地方公共団体から賦課された全ての税金を納付した以上は、締約国政府によ 
P350 って何らの税金を賦課しないこととする。 

2. 在日韓国人が帰還に際して携行する動産の種類及び数量に関しては、貿易管理の目的に符

合するよう別途協議する。 
3. 帰還者の所有する現金の本国送金方法に関しては、為替管理の目的に符合するよう別途協

議する。 
4. 日本国又は地方公共団体から現在生活上救済を受けている者が、本協定発効後三年以内に

韓国へ帰還する場合には、日韓両国政府は、別途に定めるところにより、帰還に必要な諸

便宜を供与することとする。 
 

P351   25. 第 26 次 
      1952.1.29  
 
P352    第二十六次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 1 月 29 日(火)午前十時二十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参

観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観、大蔵省理財局吉田事務官 
三、会議経過 

   今回の会議も主に別添日本側案を基礎にして意見交換があり、日本側からまず案の内「韓
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国人」という表現は単純に地理的、民族的意味を表示するにもかかわらず、韓国国籍を持 
P353 つ人の意味に混同する怖れがないかという質問があり、わが側から全部｢韓人｣にしようと

提議して、 
   日本側がこれに同意修正することにして、左のような討議があった。 

(一) 国籍－国籍に関する問題においては、わが側から「国籍承認云々」を｢確認云々｣にし

ようと提議し、日本側同意修正した。 
(二) 居住－(イ) 一項の「韓国政府云々」を「韓国政府当局」に、「発給する証明書云々」

を「発給する登録証明書」に、各々修正することにした。 
(ロ) 二項の「継続居住すると認められる者云々」の意義に関して、わが側から「継続居

住」というのはその間に一時韓国に旅行に行って帰って来た者を含むものと解せるか

として、日本側これに同意した。 
(ハ) 三項の退去強制に関してわが側から、協議の方法は別途にすることにするが、部類

を区分することが良いので、即ち 
(1)一年以上の体刑者等に対しては通告程度 

P354   (2)暴力分子等に対しては立証資料提出 
(3)善意の退去者に対しては真正な協議をすることを望み、このようにすれば「協議又

は連絡」という表現は不必要なので、「又は連絡」を削除しようと言ったが、 
日本側からこの文句に対してはもっと研究考慮すると言って、また前記退去強制に関 

する処分に対しても、日本側も韓国側意見と大体同意見なので、これ対してももっと研   
究してみると言った。 

(三)処遇－イ)一項の「等」に対しては過去数回、韓国側から「等」が表面に表れていると、

あれこれ適用されその範囲が拡張され、(二)項で享有できる生活保護又は教育を受ける

権利まで(一)項に適用させる怖れがあるので、削除しようという要請をしたところ、 
  日本側から国民固有の権利を表面でこれこれと限定したら、対外的に影響するのみな 

P355 らず、日本外務省条約局では対国府交渉もあるので、余裕を置くためにこのようにした

ものなので諒解して欲しいという答弁があった。 
   ロ) 二項の「権利云々」に対しては結局、財産権が問題になるだろうから、「財産上の権

利」にし、原則上で認められるという「原則上」の語句は、「例外」があるだろうから前

提にすることなので削除しようと言ったが、 
    日本側から、特にこれに対しては条約局の強硬な固執があるので、削除は無理だとい

う答弁があった。 
しかし「外国人に禁止又は制限されている権利云々」の文句の内、「又は制限」は不必

要、また不適当なので削除しようというわが国側主張に対しては、日本側も同意し、ま

た相続又は譲渡禁止に関する規定も、本文からは削除し別途協議に渡そうというわが側

主張に対して、日本側は研究してみると言った。 
P356(四)帰還－イ) 二項の貿易管理目的云々」は広範ではっきりしないからいっそ削除して、 

三項の｢為替管理云々」も二項の趣旨のように削除しようと言ったところ、 
 日本側も同意修正した。 
 これに添言して韓国側から、送金方法においては将来単純な送金方法だけでなく、そ

の日貨で正常的な貿易ルートを通じて、韓国に必要な物資を輸出できるようにすること

と、外換と関連させなければならないと言うと、 
 日本側から、これに対しては預託金計上等に計上して、日本国内において如何なる方

途に使用しても良いだろうし、巨額に達した時は清算計上によって、韓国に送金できる

ようにするという答弁があった。 
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ロ) 四項の「生活扶助金」に対してはこれまた前回のようにわが側から、色々な角度か

ら日本側の趣旨を研究してみたが、「帰還に必要な便宜」とだけするとその方法が漠然 
P357  としているので、去る二十四日のわが側案通りにすることを要請し、特に韓国は何度も

言ったように戦乱によって、帰還者に便宜を供与する余暇がないので、韓日両国云々

の｢韓｣は削除し、一方的に一定期間だけ日本側で責任取ることを強硬に要請したが、 
     日本側から、韓国側で貧困者を撤帰させる方針なら予算編成も難しくないが、さも

なければ日本側だけが責任取るのは困難で、また生活扶助者など極少数なので費用

云々を協定で表すのを避け、日本側に一任するのが良いだろうし、また｢韓国｣だけ外

そうという要請は、韓国の現事態に鑑みてその事情は諒解するが、気分だけでも責任

持つという文面に表現するのが良いだろうから、｢韓日両国云々｣にしようと言い、 
     わが側では再度前述のように「韓」の削除を強硬に主張し、その代わりに｢別途定め

るところにより・・努力する｣とすれば良いと言ったが、 
P358     日本側から、そのような表現では国会通過が至難だと言って、試案として「生活困

窮者で本協定後一定期間以内に韓国に帰還する場合には、韓日両国は互いに協力して

可能な限り、帰還に必要な便宜を供与する」とすることを主張した。 
四、閉会 一月三十一日(木)午前十時に再開することにして、午後十二時二十分閉会した。 
 
P359    (韓国語訳) 
   在日韓国人の国籍及び処遇等に関する新提案 
              1952 年 1 月 29 日 

 
終戦前から継続して日本に在留する韓国人の国籍及び処遇等は、左記によるものとする。 

               記   
一、国籍 
 1. 韓日両国は、在日韓国人が大韓民国国民であり、日本国民でないことを承認する。 

2. 韓日両国は、この協定の効力発生日に至る間に、日本人及び韓国人相互間の身分関係に関

する両国の国内法の適用によって、既に発生した効果を承認する。 
二、居住 
P360 1.永住許可を得ようとする在日韓国人は、韓国政府が発給する証明書を添付して、一定期

間内に日本国政府に申請することとする。 
2.前項によって永住許可申請がある場合には、日本国政府は終戦前から継続して居住すると

認める者に対して永住許可をすることとする。この場合、出入国に関する日本国法令に規

定する永住許可の手続き条件及び手数料の規定を適用しない。 
 3.永住許可を受けた者に対する退去強制に関しては、韓日両国の関係当局は一定期間、その

運用上必要な事項に関して協議又は連絡することとする。右協議又は連絡の方法に関して

は、別途協議する。 
P361 
三、処遇 

1. 在日韓国人は一般国際慣例上、国民固有の権利、又は国家に重大な利害関係を持っている

権利、又は資格として認められている参政権、公務員になる資格、日本船舶の所有者にな

る資格等は喪失する。 
2.前項に規定する以外に、在日韓国人が本協定発効時に享有している権利、又は現在従事し

ている職業に対して、日本国法令によって一般外国人に禁止又は制限されていることに関

しては、本人が日本国に居住する限り、原則で継続してこれを認める。ただし相続又は日
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本人以外への譲渡は、原則としてこれは認めない。細目に関しては別途協議する。 
P362 
四、帰還 
 1. 在日韓国人が一定期間内に韓国へ帰還する場合は、彼が所有している動産の携帯に関して

は、何らの税金を賦課しないこととする。 
2. 在日韓国人が帰還する時、携行する動産の種類及び数量に関しては、日韓両国は貿易管理

の目的に合うように別途協議する。 
3. 帰還者が所有する資金の本国送金方法に関しては、日韓両国はその為替管理の目的に合う

ように別途協議する。 
4. 日本国又は地方公共団体から現在生活上救済を受けている者が、本協定発効後一定期間内 

P363 に韓国へ帰還する場合には、日韓両国は別途定めるところによって、帰還に必要な諸便宜

を供与することとする。 
 
P364  26. 第 27 次 
      1952.1.31  
 
P365    第二十七次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 一月三十一日(火)午前十時二十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員 
      日本側 田中光男代表、平賀健太、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観、出入国管理庁鈴木部長、 
大蔵省理財局吉田事務官 

三、会議経過 
   会談が始まると先にわが側から、最近「時事新報」に国籍問題に関して韓国側が無理な 

主張をするという記事が出たが、われわれは無理な主張はしたことがないし、この協定が 
国際先例になるだろうから慎重に検討しなければならないのは勿論だが、日本が講和会談 

P366 を敗戦六年後の今するという、それ自体が特例なので、本協定だけを特例とするのでは

ないという意思を表明し、過去の国際先例だけに拘束されるものではないと言うと、 
日本側から最初に、韓日会談に関する日本側一般の態度が無関心だったのが、だんだん

認識を深めて会談が上手く行くことだけ期待したのに、最近発表された韓国側の海洋宣言 
のせいで、日本政府内の空気が突然硬化し、好転した会談も逆転する怖れが多分にあるの 
みならず、今後の交渉において支障が多いことだろうという答弁があった後、左のように 
各項目に対する討議があった。 

(一) 居住問題－(イ)わが側から退去強制時に、事前連絡または協議するということの連絡は

削除しようと力説したところ、  
P367  日本側の強硬な反対があったが、結局譲歩して削除することにして、協議の内容に関

しては但し書きの別途協定の中で協議することにした。 
(ロ)前回わが側から提案した永住許可の直系卑属波及問題に関して、日本側から終戦前か

らの居住者は未成年者でも永住許可になるだろうし、終戦前からこの協定効力発生日ま

でに出生した者に対しては、法律的に未詳だが善処するよう努力するとした。 
(二)処遇問題－イ) 二項の「原則として云々」に対してわが側から、一項の「等」は韓国側が

譲歩して挿入することを同意したが、二項でまた「原則として」を明記して置くならば

一項の権利が喪失する上に、二項の権利すら享有できなくなるという感があるので、こ

れは削除して欲しいと提案したのに対して、 
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   日本側の条約局関係者は相変わらず強硬な態度で、これを外したら生活保護のような 
P368 ものが権利として主張され、国内法とも相反する点があるので、各種の権利をいちいち

列挙しなければならず事実上困難で、第三国人にも影響するから、到底不可能だと言い、 
    わが側から、生活保護が二項の権利に含まれるのを怖れているようだが、生活保護を

受ける権利と義務教育を受ける権利は、国民の固有な権利なのか解釈の問題だが、日本

政府行政府としては国民固有の権利と言うが、司法部では他の見解があるかも知れない

ので、韓日協定でこの権利は韓国人は享有できないと定めるのは不合理だから、これを

例外ともできないし、したがって「原則上」という言葉はやはり削除しなければならな

いと主張し、 
    日本側もっと研究回答することにした。 

(三)帰還問題－帰還の諸便宜供与に関して、日本側から韓国側でも責任持てというその意図 
P369 は良くわかるが、何度も言っているように事実上不可能なので、「日本側は諸便宜を供与

し、韓国側はこれに協力する」として、帰還する時まで日本側が責任持ち、引き受けは

韓国側の責任にすれば良いだろうと言ったが、 
    日本側からは、在外自国民保護の責任を一方的に日本側だけに一任するということは

理論上適合しないし、日本政府内でもそのような提議は絶対反対するだろうから、われ

われとしては人道上からも貧困者を放任しないので、いっそこのような規定は協定文か

ら皆削除したら良いし、貴側で最後まで責任持てないのなら分科委員会としてはどうし

ようもないので、上層部の協議に一任するしかないという答弁があった。 
(四)一定期間問題－協定要綱各項に散在する「一定期間」を、具体的数字で表現するために

左のような討議があった。 
  (イ) 永住許可申請期間は二年にしようと両側合意が成立した。 

P370 (ロ)退去協議期間も永住許可申請期間のように二年にしようという提案があったが、 
韓国側からは万一そうすると永住許可とは「底抜けの桶」と同じで、居留民に安心 

感を与えるためにも半永久的なものにしなければならないと言ったが、 
     大体そんな話は話にもならないと日本側としては、永住許可をする代わりに出入国

管理令二十四条の退去強制を適用するという路線があるのに、今になってその路線が

長期協議というもので制限を受けるようになれば、日本側としては到底応じられない

という強硬な態度だった。 
   (ハ) 帰還者の一定期間 
     帰還者の特別取扱を許可する一定期間に対して、日本側から二年ないし三年間が妥 
P371   当で、余り長期間では国際慣例を無視することになるし、「スキャップ」側も訝しく思

うだろうから大体二年にしようという提議があったが、 
     わが側から、本国の現事態から見て相当な長期間にするとしても、貧困者帰還時に

日本が金銭上便宜を供与する期間は五年位にしても良いから、この点を良く研究回答

して欲しいと要請した。 
 四、閉会 二月一日(金)午前十時に再開することとして、午後十二時三分閉会した。 
 
P372     27. 第 28 次 
      1952.2.1  
 
P373    第二十八次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 二月一日(金)午前十時十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参



 120

観 
      日本側 田中光男代表、平賀健太、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観、出入国管理庁鈴木部長、 
大蔵省理財局吉田事務官 

三、経過概要 
 (一)処遇問題－韓国側から、前会議で問題になった処遇に関する規定中の「原則云々」に

対する、日本側の協議結果を聞いたところ、 
   日本側から、貴側の提案である「原則云々」を削除する代わりに、「財産上の権利」を

入れ、「細目は別途協議する」ということで、やっと日本政府内の諒解を得たという答弁

があり、 
P374  わが側、財産上の権利では生活保護等が国民の権利として除外される怖れがあるので

はないか、これも削除しようと提議したのに対して、 
   日本側が諒解して削除することにしたのだが、 
   わが側、将来一般外国人にも生活保護をするようになる場合に、もしや韓人だけが差

別されることがあってはならないと言ったところ、 
   日本側、絶対にそんなことはなく、却って特別待遇をするだろうし、韓国側でそこま

で日本側を信じられないのなら第一項に、差別待遇をしないことを明記しても良いし、

または両国の見解を記録に残しておいても良いだろうという意見だった。 
(二)帰還問題－帰還者に対する特別便宜供与に対して、韓国側でそこまで無理な要求をする

のなら、日本側としては却って第三項の該規定のようなものはない方が良いだろうと言

い、 
   わが側から、これ以上譲歩できないので、日本側で再考するのが良いと言うと、 

P375  日本側答弁するには、最近「李ライン」のせいで、日本政府内の空気硬化によって、

さらに難しくなっただけでなく、仮に便宜を供与するとしても予算問題もあるので、現

実的に可能な範囲内で行うしかないだけでなく、一方的に日本側だけ責任を持つような

表現は困難なので、道義的に責任だけ持つようにして、｢別途協議」という文句は協定か

ら外そうと言ったが、 
    わが側絶対反対し、双方がもっと研究することにした。 

(三)期間問題 
  (イ) 永住許可を得た者の退去強制に関しては、韓国側として最初の法案は、退去強制を

全面的にできなくする意向だったが、日本の主権を尊重するという意味から、すごく

譲歩して期間を設定することになったのだから、日本側でそのように二年を期間にす 
P376   るならば、事実上永住許可を得ても短時間の内に退去されるという感を与えることに

なり、僑胞を不安にするので、最大限度に譲歩して協議期間を十年と定めて、必要が

ある時には両国の合意によって、再び延長できるようにしようと提案したが、 
日本側から、出入国管理令第二十四条の退去強制の適用において問題になるのは、

悪質者を除いてはほとんどは生活貧困者なのだが、その数を見ても極少数なのだろう

が、彼らが自立できる期間を二年にすれば良いと思われたので二年に定めたのに、貴

側が十年という長期間を主張したら、日本政府部内だけでなく国会でも絶対通る筈が

ないので、どこまでも該二年という期間は、暫定的な経過的措置ということを肝に銘

じられて再考して欲しいと言い、 
わが側、それなら期間は協定から外して、別途協議で相談したらどうかと提案する

と、 
P377     日本側、これまた難しいと言い、 
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     結局は韓国側が、日本側に片務的な責任を持たせようとするから問題になるのであ

り、韓国側が自発的に自国民保護に対する責任を取れば二、三年で解決するものを、

十年を主張するということは理論上妥当でないとし、 
     結局、日本側はもっと研究して、次回に回答することにした。  
  (ロ)帰還者の特別便宜供与期間に対してわが側から、日本側案ではこれも二年に定められ 

ているが、二年では期間が短くて無意味なだけでなく、本国の動乱によって、そんな短 
期間内では自発的な帰国者も別にいないだろうから、最小限度五年は余裕を置いて定め 
るべきだと言ったところ、 

    日本側、譲歩して一年を加えて三年にはできるが、それ以上は日本政府内の同意も得 
るのが難しいと言い、 

P378   わが側、再び五年に固執したが落着を見られず、 
双方がもっと研究して、次回に回答することにした。 

 このように期間問題に関して討議をくり返したが結論を得られず、最後にわが側から 
以上話した退去強制の十年(延長条件付き)、帰還者の便宜供与の五年は、韓国側が最大 
譲歩した最後の線なのに、日本側が絶対譲歩できないのなら上層部の協議に任すしかな 
くなったと言って、 
双方が再検討することにした。 

四、閉会 二月四日(月)午前再開することとして、午後十二時四十分閉会した。 
 

P379 「韓国語訳」  
 在日韓人の国籍及び処遇に関する韓日協定(案) 

              1952 年 2 月 1 日 
   太平洋戦争終結前から継続日本に在留する韓人の国籍及び処遇に関しては、左記によるもの

とする。 
               記   
一、国籍 
 1. 韓日両国は、在日韓人が大韓民国国民であり、日本国民でないことを確認する。 

2. 韓日両国は、この協定の効力発生日に至る間に、日本人及び韓人相互間の身分関係に関し

て、両国の国内法の適用によって、既に発生した効果を承認する。 
二、居住 
P380  1.永住許可を得ようとする在日韓人は、韓国関係当局の発給する証明書を添付して、本

協定発効後二年以内に、日本国関係当局に申請することとする。 
2.前項によって永住許可の申請がある場合には、日本国関係当局は終戦前から継続居住する

と認められる者に対して、永住を許可することとする。そのような場合に、出入国に関す

る日本国法令に規定する、永住許可の手続き条件及び手数料の規定は適用しない。 
 3. 永住許可を得た者に対する退去強制に関しては、韓日両国の関係当局は本協定発効後二年

間、その運用上必要な事項に関して協議することとする。右協議の方法に関しては別途協

議する。 
P381 
三、処遇 
 1. 在日韓人は一般国際慣例上、国民固有の権利、又は国家に重大な利害関係がある権利、又

は資格と認められている参政権、公務員になる資格、日本船舶の所有者になる資格等は喪

失する。 
2. 前項に規定したもの以外に、在日韓人が本協定発効時現在所有している財産上の権利、又
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は現在従事している職系で、日本法令によって一般外国人に禁止されていることに関して

は、当該人が日本国に居住する限り継続これを認める。右権利、及び職系に関しては別途

協議する。 
四、帰還 
P382 1. 在日韓人が本協定発効後二年以内に、韓国へ帰還する場合には、その所有する動産 

の携行に関しては、税金を賦課しないこととする。携帯する動産の種類及び数量に関して 
は、別途協議する。 

2.前項の帰還者は、その所有する資金を、別途協議によって定める具体的方法によって、本

国に送金できる。 
3. 第一項の帰還者中の生活困窮者に関しては、日韓両国の関係当局は相互協力して、帰還に

必要な諸便宜を供与することとする。 
 
P383   28. 第 29 次 
      1952.2.4  
 
P384    第二十九次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 二月四日(月)午前十時十三分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参

観 
      日本側 田中光男代表、今井、神原富比古各委員、佐治誠外務事務官参観、 

出入国管理庁鈴木部長、大蔵省理財局吉田事務官、 
文部省初等教育局庶務課長 

三、会議経過 
 (一)義務教育問題 
   今日は特に日本政府文部省関係者から義務教育に対する見解として、義務教育は国民固 
P385 有の権利なので、これも第一項の国民固有の権利のひとつとして挿入するのはどうかとい  
  う提議があり、 
   わが側から、義務教育に関する問題は今回の会談の議題から外せというのが韓国側の方

針なのだが、それは教育に関して韓日間に解決すべき問題がたくさんあるからだ。まず発

端を言えば、旧朝連系学校施設の返還問題と大学専門入学時の推薦状問題があるが、聞く

ところによると閉鎖した旧朝連系学校の中には、日本政府で公立に改編運用して現在日本

人が校長になり、教頭以下全教員が旧朝連系教員で、共産主義教育をしているというから、

これは言語同断であり、あげくには各大学で入学願書を受け付ける時に、過去日帝、特に

旧朝鮮総督府が悪用した、現在は純然たる左翼団体と見られる、朝鮮奨学会の推薦状がな 
P386 いと願書を受理でしないというから、われわれはその真意を理解できない。調査に関して

は、各人の出身学校当局に一任するのが上策ではないか。韓国側としては可及的速やかに、 
旧朝連系の学校施設等を返して貰い、韓国の民族教育をできるように望み、日本側ではも 
しや韓国側で治外法権的な学校を要求しないか怖れるが、われわれとしてはそのような特 
殊学校を望むのでは決してない。日本側では義務教育は国民固有の権利云々言うが、在日 
韓僑も日本の全ての税金を納入しているので、日本の教育施設を利用する権利があるから、 
日本の公立学校での修学を願う者には、これを許容するのが良い。日本政府文部省でそこ 
まで心配なら、諸問題は別途協議すればどうかと言い、 

P387 日本側、これに同意し、追って日本政府文部省でこれ対する方案を作成し、駐日代表部

に送致するという答弁があった。 
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(二)期間問題  
  義務教育に対する討議が終わった後、日本側から協定要綱の語句に関して政府内部で協

議した結果、退去強制条項の内｢連絡｣は韓国提案から削除しても良いが、処遇の表現にお

いて多少異論があったが、大体で諒解が成立したという説明があった後、期間問題に入り 
 日本側からは、退去強制期間だろうと、帰還期間であろうと、前会議で主張した三年が合

理的なのでその通りにしようという提議があり、 
  わが側から、語句表現においては最終条約文を完成させる時にもっと研究するだろうか 

P388 ら、今としてはこれ位の程度で良い。ただ一定期間の問題においては、前会議でわれわれ

が説明した通りに、最大譲歩の線である退去強制協議は十年、帰還は五年にして欲しいと

再提議したが、 
日本側でも前会議で言ったことをくり返し、少しも譲歩せず、退去強制協議に関する試

案として、期間を明記せずに「当分の間」とし、全文を「永住許可を得た者に対する退去

強制に関しては日韓両国の関係当局は当分の間、その運用に関して必要によって協議する

ことにする」とするのがどうかという提案があり、 
わが側、それもひとつの案と考えられるが、「必要によって」とすることになると、一方

的に日本が必要な時にだけを指すようになるので、但し書きに別途協議だけ入るようにな

るなら再考する余地があると言うと、 
P389 日本側、必要によるということは双方が必要を感じる場合なので、その点誤解されない

よう願い、協定に別途協議を規定するのは必要ないのではないか、再考して欲しいと言い、

結局再び新提案を研究することにして、 
特別取扱を許容する帰還の期間問題に関しては、わが側案通りに五年ならば無理ではな

いだろうから、そうしようと強硬に主張したが、 
日本側、絶対に屈せず、再び次回に越すことにして、 
わが側から、分科委員会で期間問題に関して合意を見られなければ、上層部の協議に任

せるしかないということを付言した。 
(三)韓国人戦犯問題 
  韓国側から、現在巣鴨刑務所に服役中の韓人戦犯者に対して、日本政府の方針がどうな

のか問い合わせると 
P390 日本側から、それは別個の問題だから別途研究することだという答弁があった。 
 (四)会議結果発表問題 
   日本側から、会談がこの位進展を見たので具体的な発表は避けて、大体「原則では合意

をみた」という簡単な発表をするのはどうかという提議があり、 
   わが側、考慮してみるとした。 
 (五)効力発生規定問題 
   日本側から、本協定の効力発生を講和条約発効日として、協定に明示するのはどうかと

いう提議 
わが側、講和条約発効前に本協定が調印される時はそうして、調印がその後になる時は 

P391 明確な年月日を記入するのが良いと言うと、 
   日本側同意した。 
四、閉会 二月六日(水)午前十時再開することにして、正午十二時四十分閉会した。 

 
P392   29. 第 30 次 
      1952.2.6  
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P393    第三十次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 二月六日(水)午前十時三十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、李一両書記官参観 
      日本側 田中光男代表、今井、神原富比古両委員、佐治誠外務事務官参観 
          鈴木管理庁部長、大蔵省理財局事務官 
三、会議経過 

   前会議に継ぎ期間問題に関して要旨、左のような討議があった。 
(一) 永住許可を得た者に対する退去強制協議期間問題 

わが側から、永住許可を得た者に対する退去強制に関して、前回日本側からは「韓日 
P394  両国の関係当局は当分の間、その運用に関して必要に応じて協議する」としたが、万一

そうすると｢必要｣がある時だけ協議することになり、また個々の具体的事件を持って協

議することになるだろうから、この案は受諾できないし、いっそ原案通りに「韓日両国

関係当局は当分の間、その運用上必要な事項に関して協議する。右協議の方法に関して

は別途協議する」としようと提案し、続けて「当分の間」という文句もわれわれは不満

で、十年と明記してくれることを希望するが、万一日本側が絶対にこれに応じられなけ

れば、本文では「当分の間」としておいて、別途協議に行きその内容を規定するようと

するが、生活貧困者に対しては五年間は退去を行わずに、その後五年間は協議後に退去

を行うようにするもので、一年以上の刑を受けた者と暴力革命分子等に対しては十年間 
P395  事実上事前連絡にすれば良いだろうと言ったが、 

日本側は、これには応じられないし、また別途協議でも「当分の間」の内容に関して、

そんなに長期にできないし、どこまでも二年、長くても三年間しか協議できないし、「別

途協議」という条項すら、日本が主権を制限を受けることになり、対国会関係において

難関があるので削除してくれることを望み、ただ事実上では別途協議を行うことを、紳

士協定で言約できるとして譲歩しないので、複雑で激烈な論争が長時間続いたが、 
結局わが側主張を日本側が受諾することにして、ただ追って再び再検討した後、明日

の会議で再論することにした。 
  (二) 帰還者に対する便宜供与問題 
     便宜供与の期間に関してわが側から、いくら考えても二年という日本側提案は受諾で 
P396  きないし、最小限度五年は必要だと言ったが、 
     日本側これまた、内部協議でやっと三年に諒解得たので以上譲歩できないし、また退

去強制の別途協議云々の但し書きのように、帰還者の便宜供与期間の別途協議云々の但

し書きも、対国会政策において難しい点があり、削除しようと提議したが、 
     わが側、そうしたら本文が道義的規定に過ぎなくなると反対し、日本側試案で再び、

自発的な帰還者に対する便宜供与も、出入国管理庁の予算を使うことを前提にし、居住

三項の退去強制に関する別途協議、特に協議規定するするようになれば対国会政策にも

良いし、予算問題も発生しないだろうからどうかという提議があり、わが側帰還者に対

する特別取扱期間を、五年にすることを条件にするなら考慮すると言い、双方がもっと

検討することにした。 
P397 四、閉会 二月七日(木)午後二時再開することにして、十二時四十分閉会した。 
 
P398   30. 第 31 次 
      1952.2.7  
 
P399    第三十一次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告書 
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一、開会 二月七日(木)午後二時十分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東委員、李一両書記官参

観 
      日本側 田中光男代表、平賀、今井、神原富比古各委員、 

佐治誠外務事務官参観、鈴木管理庁第二部長、大蔵省理財局事務官 
三、会議経過 
 (一)概要 
   今回の会議も前回の会議のように、永住許可を得た者に対する退去強制期間と、自

発的に帰還する者に対する退去強制期間決定に対する討議と、日本側から退去強制を

韓国側当局と協議することに譲歩した点に対して、部内に強硬な異論があった模様で、 
P400   撤回はできないが立場が困難なようで、色々な提案があったが結論をみられず、明日

から各々専門委員会を構成し、前記退去強制期間を始めとする処遇要綱の中の権利、

及び職業、帰還者の携帯動産の種類及び数量、帰還者の送金方法に関する細目決定を

協議することにして、自発的に帰還する者に関する特別取扱期間に関しては、わが公

使と日本側松本顧問、両者間の協議に一任することにして、本分科委員会は一旦休会

に入った。 
   (二)討議内容 
    ①永住許可を得た者に対する退去強制問題 
     わが側から、前日解決を見られなかった前記退去強制に対する日本側の再考結果を

聞きたいと言ったところ、 
     日本側から、要綱第二の三項永住許可を得た者に対する退去強制を韓国側と協議す 
P401   ることにして、その具体的方法を別途協議することにしたが、日本の主権を束縛する

感があるので、本文から削除してくれたら良いという意見だったが、 
     わが側からは、協議する期間を漠然と「当分の間」としておいて、今になって別途

協議すら外すなら、当分の間の内容も協議できなくなるので言語道断だ。しかし万一

日本側で貧困者の帰還に対する特例便宜供与に関する細目も、退去強制時協議する「期

間」と一緒に細目協議を開始して、協議内容をわが側の提案通りに三種に区分し、 
     (一)一年以上の体刑者等に対しては通告程度 

(二)暴力革命分子等に対しては立証資料提出 
(三)貧困者に対しては事実上の合議にする 

ということなら、貴側の提案である別途協議云々の文句を、本文から削除するのも良

いが、さもなければわれわれとしては本文に「当分の間」とはせずに、期間を明記す 
P402   るしかないと強硬な態度を見せると、 
     日本側から、退去強制｢期間｣に関する別途協議は、退去強制の細目協議時に、貧困

者の帰還に対する便宜供与に関する協議と一緒に協議することを約束するが、別途協

議内容に関しては韓国側提案通りにするのは難しい。即ち貧困者、精神病者、ライ病

患者中の内部の秩序を乱す極悪分子に対しては、韓国側で事前に立証資料を提出する

ことを希望するが、これは事実上困難なので事後に立証資料を提出するとか、或いは

連絡程度にすることを望み、善意の貧困者及び前記病人以外は全部連絡程度にして欲

しいと言い、 
     わが側、連絡をするならば事前連絡にするべきで事後にするのはまるで無意味だと 
P403    いうことを指摘し、とにかく別途協議は本文からは削除することにして、明日からす

ぐに専門委員会を開き、別途協議をすることにした。 
    ②自発的に帰還する者の特別取扱期間問題 
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     わが側から、要綱第四の三貧困者の帰還に対する便宜供与規定を協定本文から外す

代わりに前記帰還者の特別取扱期間を五年に、この会議で妥協決定しようとしたが、   
日本側から事務的には三年以上はできないと、三年という線に固執する故に、 
わが側から最近の新聞報道によると、日本の対国府賠償は本土回復後にするそうだ

から、われわれも該期間を韓国統一後にするならば、一年でも良いと言うと、 
日本側絶対反対し、韓国側がそこまで五年を主張し、日本側は三年を話すので、理

論上根拠はないが中間を取り、四年にすることも考えられると言ったが、 
P404     わが側、同意せず結局追ってわが公使と日本側松本顧問両者間の協議に一任するこ

とにした。 
四、閉会 明日午後二時専門委員会を再開することにして、午後四時閉会した。 

 
P405   31. 第 32 次 
      1952.3.18  
 
P406  (副本、大統領閣下) 

韓日代第  号 
    檀紀 4285 年(1952 年)3 月 28 日 
            大韓民国駐日代表部 

公使 金溶植 
  外務部長官 閣下    

   第三十二、三十三、三十四次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告の件 
題記報告別添のように提出しますので照覧いただくよう仰望するものです。 

   
P407    在日韓僑法的地位分科第三十二次会議報告書 
日時及び場所 三月十八日 十四時から十五時 外務省  
出席者 韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪璡基委員、金泰東部長、韓奎永書記官 
    日本側 田中光男代表、今井、神原富比古、加藤(亜第二課)、原(条第一課)各委員 
会議経過 

 この会議は前日、韓日両国首席代表会議において、早く成案して本会議に上程するようにし

ようと意見が合致したので、条文化を速くしようという目的下に、日本側から「在日韓国人の

国籍及び処遇に関する日韓協定案」を提示して、審議を要請したことがあったが、わが側から

P408 審議に入る前に再び提案をしたが、その会議においての討議経過は次の通りである。 
 第一 在日韓人の資産の外資取扱に関する討議事項 
韓国側 この協定の効力発生によって在日韓国人事業家は外国投資家になるが、「外資に関

する法律」により外資で投資するのと同一に取扱うことを希望し、日本側でも同法を改正

すると言ったが、その後発表された改正法案にはそのような規定がないので、これを条文

化して本協定に追加挿入して欲しい。 
日本側 韓国側の質疑内容はその他の外国人、即ち米国人、中国人、ドイツ人等の在日事業

家の投資と同じ取扱をしろという意味か。 
韓国側 日本国内法によると、一般外国人の日本国内投資においては、外資が日本に導入し

た時に日本外資委員会の監督を受けることになり、その外資による日本内事業投資活動に 
P409 おいて、その利益配当等は外資に換価還元して送金できるようになっているが、在日韓国

人の在日投資は、外資を最初に持って来てするのではないので、最小限度最初の一回だけ

はその所有する円貨資金を外貨で導入し投資したものと認め、その収益金員を換価して送
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金できるように、適当な措置を取れというものだ。 
また本件に関しては過去、小分科専門会議で日本側大蔵省担当者と了解ができたものと

理解している。 
日本側 提案の趣旨は良く理解するが、専門的な問題なので大蔵省と連絡協議する。 

   ここでこの協定案成文化においての、この分科会と本会議との関連性、即ちこの分科会 
議で最終的に合意を見て、成文化を完結し本会議に上程するか、或いは合意如何を問わず 

P410 意見が相違な点は、そのまま本会議に上程させるかの日本側質問にたいして、後者を選択

して本会議に上程するのも、やむを得ないだろうと答えて諒解され、 
   強制退去に関する事項は、特別取扱の期間問題と細目的規定だけ残ったが、本件は今後

その他別途協定と平行して討議し、できるなら別途協定案を添付して本会議に上程させる

ことで、両方の意見が一致した。 
 第二 
  「日本側提出の在日韓国人の国籍及び処遇に関する日韓協定案」の討議事項 
 韓国側 この協定案前文第二項には・・・また前記国籍確定に随伴するその種韓国人の処遇 

に関して・・・云々となっているが、これを「また前記国籍確定に随伴する在日韓国人の 
P411 処遇に関して・・・云々」と修正するのはどうか。 
 日本側 前に｢その種｣という限定詞があるのを、今さら「在日」という文句を入れる必要は

ないと思う。 
韓国側 同協定案第二条第一項には「日本国及び大韓民国は、在日韓人は大韓民国国民であ 
り、日本国民でないことを確認する」と規定されたが、これを「日本国及び大韓民国は、 
在日韓人は大韓民国国民であることを確認する」と修正するのはどうか。こう修正しても 
その内容は何ら変動がないと思料される。 

日本側 この条項はその規定の論理上、日本国が他国国民の余否を干渉するのではないので、  
 「日本国は在日韓人は日本国民でないことを確認し、また大韓民国は(在日韓人は)大韓民 
国の国民であることを確認する」と分離規定するのが、理論的に妥当だという意見がある。 

P412 万一「日本国民でない」という文句だけを削除して、日本国家が「在日韓人は大韓民国

国民であることを確認する」とするのは論理上妥当でない。 
 韓国側 この第二条第一項は政治的規定だと言えるが、「日本国民でない」という文句を削除

しても、両国の意見が一致した前提条件、即ち国籍選択権を否認し、同時に二重国籍を防

止しようという趣旨から抜け出るものではない。 
 日本側 韓国側のこの提議は・・・過去にも日本国民でなかったということを明らかにする

ためにしたのか 
 韓国側 そうだ。 
 日本側 韓国側提議に対しては研究する。 
 韓国側 第三条第一項によると・・・大韓民国政府が発給する証明書で旅券に代替できると 
P413 あるのを・・・云々となっているが、これを「大韓民国政府が発給する登録証明書を・・・

云々」に修正するのはどうか。その理由は旅券に代わる証明書といえば、色々国際法上で

も問題があるが、日本側としては永住許可申請に必要な添付書類の記載事項が全部記録さ

れれば良いだろうから、それ以上性格を規定する必要がないからだ。 
 日本側 韓国側の修正提議に対しては同意し、そのように修正する。 
 韓国側 第四条第二項によると・・・その相続者は被相続者の死亡後一年以内に、その権利

を日本国民または日本国法人に譲歩しなければならない規定されているが、これを「その

相続者は被相続者の死亡後一年以内に、日本国法令に定めるところにより、その権利を処

分しなければならない」と修正するのはどうか。 
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P414 日本側 この規定は大韓民国国籍法第十六条第二項を参考にして、ただそのまま表現した

ものだが、韓国側の修正提議に対しては研究してみる。 
 最後に、批准条項に関する討議事項 
   韓日両方は 
   (1)この協定はサンフランシスコ平和条約発効時から発効すること。 
   (2) この協定は韓日基本条約に含めないで、個別的条約にしても構わない。 
  もしも単独協定にする時は批准条項を挿入し、前文末段をすること等の形式項目に関して、

意見の一致をみた後に、次回の日時を三月二十日(木)午前十時に決定し散回した。 
 
P415  (仮訳) 弟三十二次報告添付 

    在日韓人の国籍及び処遇に関する日韓協定案 
              (三月十八日) 
  日本国及び大韓民国は、一九五一年九月八日にサンフランシスコ市で署名された日本国との

平和条約の効力発生に随伴し、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から継続して、日本国に在

留する韓人の国籍を確定する必要があることを認めるので、 
 また、前記の国籍の確定に随伴するこのような韓人の処遇に関して経過措置を講究すること

が必要と認めるので、 
 因って、日本国及び大韓民国は、この協定を締結した。 
      第一条 
P416 この協定において在日韓人というのは、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から、この

協定の効力が発生する日まで継続して日本国に住所を持つ韓人をいう。 
      第二条 
 1. 日本国及び大韓民国は、在日韓人が大韓民国国民であり、日本国民でないことを確認する。 

2. 日本国及び大韓民国は、この協定の効力発生日に至るまでのある時期において、日本人及

び韓人相互に亘る身分関係に関して、ある一方の当時国の法令を適用することで、既に発

生した効果を承認する。 
      第三条 
P417 1.日本国政府は、在日韓人がこの協定の効力発生日から二年以内に大韓民国政府の発給

する証明書として旅券に代わるだけのものを添付して、日本国政府に永住許可を申請する

時には、これを許可する。この場合において、一般外国人に適用される永住許可の条件、

手続き及び手数料に関する日本国法令の規定は、適用しない。 
 2.前項の規定によって永住許可を受けた在日韓人の日本国からの退去強制に関しては、この

協定の効力発生日からに三年間、日本国政府及び大韓民国政府の当該機関が、その実施の

ために必要な事項に関して協議して行う。 
P418  3. 大韓民国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した後、前項の期間

が満了する時までの期間において、その時の内外の状況によって、貧困者で日本国又はそ

の公共団体の負担になっている在日韓人の日本国からの退去強制に関して同項の期間を延

長することが必要と思料する時には、日本国政府に対して二年を越えない範囲内でその延

長を提議できる。 
      第四条 
1. 在日韓人がこの協定の効力発生日に現在持っている財産上の権利として、日本国法令が一

般外国人による享有が認められていないものに関しては、その人が継続して日本国に住所

を持つ限り、これを享有できる。 
P419 2. 前項の権利を享有する在日韓人が死亡した時には、その相続人は、被相人の死亡後  
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  一年以内に、その権利を日本国民又は日本国法人に譲渡しなければならない。 
      第五条 
 在日韓人がこの協定の効力発生時に現在従事している職業で、日本国法令が一般外国人に当 
該職業に従事する資格を認めていないものに関しては、その人が継続して日本国に住所を持つ 
場合に限り、これに従事できる。 
      第六条 
1. 在日韓人で、この協定の効力発生日から三年以内に、大韓民国へ帰還する者に対しては、 

P420 その所有する動産の携行に関して、関税その他の課徴金を賦課しない。携帯できる動産

の種類及び数量に関しては、別途に協議して定める。 
2.前項の帰還者は、その所有する資金を、別途に協議して定める方法によって、大韓民国に

送金できる。 
3. 大韓民国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した後、第一項の期間が満了

する時までの間において、その時の内外の状況によって、同項の期間を延長することが必

要だと思料する時には、日本国政府に対して二年を越えない範囲内で、その延長を提議で

きる。 
         第七条 
P421 この協定は、一九五一年九月八日にサンフランシスコ市で署名された日本国との平和条

約の最初の効力発生日に効力を発生する。 
   
  以上の証拠として、両政府の代表者は、このために正当な責任を受けて、この協定に署名

した。 
 
  一九五二年 月 日に東京で、共に正文である日本語、韓国語及び英語で本書二通を作成

する。 
  
  日本国政府のために 

大韓民国政府のために 
 

P422      32. 第 33 次 
      1952.3.20  
 
P423    第三十三次在日韓僑法的地位分科委員会経過 
一、開会 三月二十日 午前十時二十分 於日本外務省会議室  
二、出席者 日本側 田中光男代表、今井、神原富比古、大郷各委員、 

大蔵省理財局吉田事務官、外貨委員会相原、八木両事務官、 
外務省佐治誠事務官 

      韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪代表、金泰東、李一両各委員 
三、経過概要 

   日本側委員長田中光男氏が明後日サンフランシスコに赴任するからと全員記念撮影をし  
  て討議に入った。 
P424  

1. 在日韓僑の投資の外貨投資取扱の件 
a. 韓国側から在日韓人は今まで日本政府に内国人待遇を受けて来たが、本協定発効と同時 
に完全な外国人待遇を受けるようになれば、突然その事業活動に制約を受けるようになる。 

 例えば株式投資等に制限を受けるようになるので、在日韓人の資産は全部外貨で日本に持 
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って行って日貨に換金したものとし、即ち外資に関する法律により外資として導入したも 
のとして取扱いして、何時でも外国換に換えられるようにして、株式投資等に制限がない 
ようにし、必要な条文を挿入しようと提議すると、 

P425 b. 日本側から、現在日本では在日外国人の株式取得、技術援助、資金貸与行為に限って 
 特別保護優待をするだけで、一般在日外国人のその他経済活動及び送金等は、外国為替管 
理法によって処理される。故に在日韓僑の全在日資産を特別優待する方途は全くないとい 
う答弁があり、 
c. 韓国側から、勿論全資産といって、住宅、衣料等まで話すのではなく、株式取得と利

益配当等の送金方途がなく、過去に自由に取得した株式、持分権や、小店舗入手が本

協定発効の瞬間に制限されるようになるので、一朝に手中の日本貨幣資金の性質が突

変してしまうのではないか、本協定はこのような過渡的経過措置を目的とするものな

ので、この問題を規定する必要があるのではないかと反問し、 
d. 相当な激論が続いたが結局、 

P426   日本側から現在「外国人の財産取得に関する政令」第五二号で制限されている五年以 
上の賃借権、家屋、小店舗等の入手等は、近々同政令を廃止して自由にするということ 
と、一定年限内に帰国する韓人には外貨に換えて送金できる方法を講究すること、及び

将来日本に継続居住して送金するという場合は、通商条約にも関連するものだが、現

在世界各国が全部施行している外国為替管理法によって処理するが、英米国人等と絶

対に差別待遇しないという丁寧な説明があり、一旦本件討議を終了した。 
 2.条文検討 
P427 a.第二条の「日本国民でないことを」確認するというのを削除しろという韓国側要請に

対して、日本側からこれを削除したら二重国籍を許容するのかという疑問が生じるし、

確認という文字を使ったので、残して置くのか「大韓民国は大韓民国国民であり」「日

本国は日本国民でないと」確認すると表現しようと論議になったが、結論を得られな

かった。 
b. 第六条三項帰還者特別取扱期間を二年間より延長できるという規定に関しては、日本

大蔵省の正式諒解を得られなかったので正式提案から外すが、松本全権は諒承してい

るという日本側提議があったが、大蔵省側出席者吉田事務官は上部から三年に限るよ

うにという指示なので強硬に主張できないという追加説明があった。 
P428  c. 前文の内「経過措置」というのは、「特別措置｣に改正するのが良いという韓国側要請

に対して検討した結果、日本側で受諾した。 
   d. 第一条の「本協定の発効日に至る間」継続居住云々とあるが、これを削除することで

合意した。 
   e. 第三条 1「二年」は残して、「旅行に代わる証明書」は「登録証明書」にしようという 
    韓国側提議に合意した。 
   f. 同条文同項「一般外国人に適用される」永住許可条件云々の「一般外国人に適用され

る」を削除しようという韓国側提議はもっと研究することとした。 
   g. 第三条 2 項強制退去協議期間を五年にしようという韓国側要請に対して、同項を五年

にして、同 3 項(再び二年を延長できるという条項)を削除しても良いという日本側答 
P429    弁があり、韓国側から到底受諾できないし、また同 3 項の「大韓民国政府が・・・ 

二年を越えない期間内に延長を提議できる｣という規定は、「大韓民国政府及び日本政

府は・・・協議して二年を越えない期間の延長をできる｣と改正しようと提議して同

意を貰った。 
   h. 第四条 1 項「一般外国人に認められない

、、、、、
」を「認めていない

．．．．．．
」に改正しなければなら
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ないという韓国側提議に対して、あまり神経過敏だという日本側答弁があり、長時間

討議したが結論を得られなかった。 
 四、閉会 同日午後三時再開することにして、午後零時五十分閉会した。 
 
P430   33. 第 34 次 
      1952.3.20  
P431    第三十四次在日僑胞法的地位分科委員会経過 
一、開会 一九五二年三月二十日(木)午後三時十分 於外務大臣室  
二、出席者 日本側 前回と同じ。相原事務官 

韓国側 兪、林、洪代表、金泰東、李一両各委員 
三、経過概要 

    午前中の条文案検討に続いて字句修正をし、強制退去別途協議案及び帰還者の送金に 
関する別途協議案を討議したが、その概要は大体左の通りである。 

P432 1.成文化討議 
   a.「一般外国人に認められない

．．．．．
」を「認めていない

．．．．．
」に改正しようという韓国側前回提

議に対して、 
日本側から別に反対しないという回答があり、 

    韓国側から当初の韓国側提議のように「一般外国人に禁止
．．

しているもの」とするのが

最適当な表現だと主張したが、 
    日本側は、それなら在日韓人に不利になると言い、 
    韓国側では解釈上、有利になると言って、甲論乙駁したが最終結論を得られなかった。 
   b. 第四条 2 項「その権利を日本人又は日本法人に譲渡しなければならない」という句を    
   「日本国法令で定めるところにより処分することとする」に改正しようという韓国側提 

案に対して、数多くの代案が続出し討論されたが結局要領を得られず、「日本国法令で 
P433 その権利の相続を認められた時を除いて」と挿入しようという妙案が制勝し、臨時合意

落着した。 
   c. 第四条 1 項及び第五項の「日本国に継続して住所を持つに限る」既得権益を享有す

るという条目の、「限る」にすると限定するようなので、「時」に直そうという韓国側

提議に対して精密彫琢な論議があったが、条文推敲は一旦以上で休息することにした。 
  2. 批准条項挿入の件 
    批准条項の追加挿入と本協定発効日規定に関連して、極めて法律技術的検討があった

が、韓国側から基本条約韓国側案の批准条項を引用するのが良いだろうという点と、

発効日付で批准手続きの完了、協定文交換日付の調整は、相互研究して遺憾のないよ 
P434  うにしようという意見を開陳して、この後に本件を押した。 
  3. 強制退去別途協議案 
    過去田中代表と兪鎮午代表間で交換された意見に立脚して日本側草案を提示したが

(別添)、原則においては良いが、内容細目と表現方法において韓国側の不満な点を指

摘し、 
   今後もっと研究推敲することにした。 

4.帰還者の送金動産携行別途協議の件 
  日本側から送金の件の草案(別添)の提示があり、韓国側から不満な点を指摘し、動産 
携行は現行輸出貿易管理令に大体よるのが良いという日本側の意見陳述があったが、 

  韓国側が猛然と反対し、激論が展開されたが、本件は月曜日別途会合をして討議決定 
することにした。 
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P435 四、閉会 明日二十一日(日本の祭日)午後四時非公式に再開することとして、午後五時

五十分閉会した。 
 
P436   34. 第 35 次 
      1952.3.29 
  
P437    (副本、大統領閣下) 

韓日代第  号 
    檀紀 4285 年(1952 年)4 月 4 日 
            大韓民国駐日代表部 

公使 金溶植 
  外務部長官 閣下    

   第三十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告の件 
題記報告別添のように提出しますので照覧いただくよう仰望するものです。 

     別添 a/s 
 
P438   第三十五次在日韓僑法的地位分科委員会経過報告 
一、開会 一九五二年三月二十九日(土)午前十時四十五分 於日本外務省  
二、出席者 韓国側 兪鎮午代表以下全員 

日本側 島代表以下全員 
三、会議経過 

   日本側新任代表から挨拶があった後、別添韓日協定案文に対して、左のような質疑応答

があった。 
  (一)第二条一項「国籍」に関する条項に対して 
   わが側から『前段「日本国は在日韓人が日本国民でないことを認定し」云々は必要ない 
P439 から削除し、後段「日本国及び大韓民国は、在日韓人が大韓民国国民であることを確認

する」だけにするのはどうか』と提議したのに対して、 
   日本側『そうしたら日本国籍喪失は明白に規定されないで、一方的に韓国国籍取得だけ

を確認するようになるので、原案通りに本会議に上程するのが良いだろう』と答弁した後、

『一体、韓国側で反対する理由は何なのか』と言い、 
   わが側『日韓合併と韓国独立時期に関する解釈如何に関して、両国の見解が対立してい

るのでそうしたのだ。日本側は二重国籍を心配しているようだが、事実上必要ない規定だ』

と指摘し、これは意見不一致通りに一旦、本会議に上程するしかないという意向を表明す

ると、 
P440 日本側『要するに韓日双方が各己の立場で表現したいことを、各自規定しようというこ

とだから、区分規定するのが一番良いだろうという意見があり、試案として「日本国及び

大韓民国は」という表現を避けて、韓国側の精神を生かす意味で前後を削除して、後段だ

けにしたらどうだろう』という提議もあったが、結局本会議に上程することで合意した。 
 (二) 第三条二項「退去強制協議期間」に関する条項に対して 
   わが側から、上項の協議期間は三年を五年に延長し、三項の協議期間はそのまま二年に

するが、さまなくば三項同条項を削除し、二項の期間を七年にしても良いという提議をし

たが、 
日本側依然として三年に固執し、該問題これまた本会議に上程することで合意した。 

 (三)第四条二項「権利相続」に関する条項に対して 
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P441 『該条項は在日韓人の特別優待のための規定だが、本協定発効時に一般外国人に禁止さ

れたもので、後に解除された時に却って韓国人の権利が不当に制限される怖れがあるので、

「日本国法令の範囲内で」云々の表現を挿入するのはどうか』というわが側提議に対して、 
日本側から異議がなかったが、結局譲歩し代案として、前記わが側趣旨を参酌し、「 一

年以内に日本国の法令によって当該権利の享有を認められた者に対して譲渡しなければな

らない」とするのはどうかと提議があり、 
わが側同意修正することにした。 

 (四) 第五条一項「職業」に関する条項に対して 
   日本側から、『ただ職業とすると公務員も含まれる怖れがあるので、「自由職業」に修正

しよう』という提議があったが、 
P442  わが側から『最初には公務員になる資格がないということと、船舶を所有する資格がな

いことを明記しようとしたのに、日本側でそんな必要はないと言って削除したものを、今

になって自由職業に修正しようと言うが、これは誤解を起こす怖れがあるので、却って「公

務員を除いた職業」とするとか、又は内容においては別に差がないから、解釈に関する交

換公文を提出したらどうか』と提議したところ、 
   日本側、韓国人に禁止された職業を列挙、事実上該当者がいないことを指摘し、必要な

いものまで広範囲に表現するのは不必要なので、これまた自由職業に修正しようと言った

が、 
   わが側、自由職業の限界が明確でないので、これに対してはもっと調査研究して回答す

ることにした。 
 (五) 第六条三項「帰還者の便宜供与協議期間」に関する条項に対して 
P443 日本側から、該条項はまだ日本側内部の完全な合意をみられてないので保留して、本会議

に提出するという陳述があった。 
 (六) 第七条「批准条項」挿入余否に関して 
   日本側からこれに対しては、韓国側趣旨を参酌して表現したが、効力発生日を案文通り

に批准書交換日にすると発効が平和条約発効後になり、その間に BRANK が生じるので、

これをなくすためには却って調印日とするのがどうかと(国際先例を指摘した)、今日協議

して発効に関する条項はまだ削除して、解釈に余猶を与えようかと思うが貴側の意見はど

うかと言い、 
   わが側、調印したとしても批准がなければ効力が発生しないだけでなく、条文形体自体

が異状だと言ったところ、 
P444 日本側『既に国会に対しても該協定発効日は、平和条約発効日であると説明したことが

あり、また閣議でもそのように決定されたことなのに、批准書交換日を発効にすると日本

側の立場が困難だ。したがって全項を削除する代わりに、「平和条約発効日に発効する」と

いう風に表現したらどうか』という提議があり、 
   わが側、同意したが、 

日本側の意見もあるので、次回に再検討することにした。 
(七)第四条後部、又は第七条前部に、わが側から『一般外国人より不利な待遇を与えない』

と挿入したらどうかと提議したが、 
  日本側から、優待規定にこういうものを挿入すると、却って異状なので不必要だとした。 

P445 四、閉会  
四月一日(火)午後三時再開することとして、午後一時五分閉会した。 

 
P446  (仮訳) 弟三十五次報告添付 
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    在日韓人の国籍及び処遇に関する韓日協定案 
              (三月二九日) 
  大韓民国及び日本国は、千九百五十一年九月八日にサンフランシスコ市で署名された日本国

との平和条約の効力発生に随伴し、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から継続して、日本国

に在留する韓人の国籍を確定する必要があることを認めるので、 
 また、前記の国籍の確定に随伴する、このような韓人の処遇に対して特別な措置を講究する

ことが必要と認めるので、 
 因って、大韓民国及び日本国は、この協定を締結した。 
P447    第一条 
 この協定において在日韓人というのは、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から、継続して

日本国に住所を持つ韓人をいう。 
      第二条 
 1. 日本国は、在日韓人が日本国民でないことを認定し、 
  また、大韓民国は、在日韓人が大韓民国国民であることを確認する。 

2. 大韓民国及び日本国は、この協定の効力発生日に至るまでのある時期において、韓人及び

日本人相互に亘る身分関係に関して、ある一方の当時国の法令を適用することで、既に発

生した効果を承認する。 
      第三条 
P448 1.日本国政府は、在日韓人がこの協定の効力発生日から二年以内に大韓民国政府の発給

する登録証明書を添付して、日本国政府に永住許可を申請する時には、これを許可する。

この場合において、一般外国人に適用される永住許可の条件、手続き及び手数料に関する

日本国法令の規定は、適用しない。 
 2.前項の規定によって永住許可を受けた在日韓人の日本国からの退去強制に関しては、この

協定の効力発生日から三年間、大韓民国政府及び日本国政府の当該機関が、その実施のた

めに必要な事項に関して協議して行う。 
P449  3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した

後、前項の期間が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、貧困者で

日本国又はその公共団体の負担になっている在日韓人の日本国からの退去強制に関して、

同項の期間を延長することが必要と思料する時には、協議して二年を越えない範囲内で、

これを延長できる。 
      第四条 
1. 在日韓人は、この協定の効力発生時に日本国において持っている財産上の権利として、一

般外国人による享有が認められていないものを、日本国に継続して住所を持つ限り、享有

できる。 
P450 2. 前項の権利を享有する在日韓人が死亡した時には、日本国の法令でその権利の相続

が認められている場合を除いて、その権利は、一年以内に、日本国国民又は日本国法人に

譲渡しなければならない。 
      第五条 
 在日韓人がこの協定の効力発生時に現在従事している職業で、日本国法令が一般外国人に当 
該職業に従事する資格を認めていないものに関しては、その人が継続して日本国に住所を持つ 
限り、これに従事できる。 
      第六条 
P451 1.在日韓人で、この協定の効力発生日から三年以内に、大韓民国へ帰還する者に対して

は、その所有する動産の携行に関して、関税その他の課徴金を賦課しない。携帯できる動
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産の種類及び数量に関しては、別途に協議して定める。 
2.前項の帰還者は、その所有する資金を、別途に協議して定める方法によって、大韓民国に

送金できる。 
3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した後、第一

項の期間が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、同項の期間を延

長することが必要と思料する時には、協議して二年を越えない範囲内で、これを延長でき

る。 
P452       第七条 

この協定は、当事国によって各自の憲法上の手続きに従って、批准されなければならない。

批准書は、東京で交換することとする。 
この協定は、批准書交換日に効力を発生する。 

   
  以上の証拠として、両政府の代表者は、このために正当な責任を受けて、この協定に署名

した。 
 
  千九百五十二年 月 日に東京で、共に正文である韓国語、日本語及び英語で本書二通を

作成した。 
P453  日本国政府のために 

大韓民国政府のために 
 

P454  35. 第 36 次 
      1952.4.1 
  
P455    第三十六次在日韓人法的地位分科委員会経過 
一、開会 一九五二年四月一日午後三時十分   
二、出席者 日本側 島代表、平賀、鈴木、今井、神原、大迫、原各委員 

大蔵省吉田事務官 
韓国側 兪鎮午代表、林松本代表、洪、金泰東、金東祚委員 

三、経過 
1.分科委員会終了の件 

開会初めに日本側代表から、今日の会議を最後にして分科委員会を終了させ、SCAP が 
出席した昨年本会議に上程しようと思うという発言があり、 

  韓国側から原則的に反対するところはないが、 
P456 a.今日午後 SALLIVAN/bs から電話連絡があり、明日午後二時に本会議を DS/SCAP で開

催するとして、本会議開催の件は今日分科委員会で決定することではないと答弁し、 
  b.別途協定で一任した事項が若干あるが、これは本協定で取扱えば、もっと便利に取扱る

という理由等によって、別途協議することにしたのであり、即ち決して内容が重要でな

いのでもなく、また本協定は締結しておいてその後に協議しようというものではない。

故に本会議に上程報告するにも、これら別途協議案が合意でき協定文に添付上程されな

ければならない。 
  c.したがって明日の午後というのは賛成できないと反駁した。 

d.再び韓国側見解は、去年田中代表とも話したことがあるが、法的地位問題は去年に SCAP   
P457 出席下に開催された予備会談で決定し、本分科委員会が構成されたのだから、現在進行

中の韓日会談本会議に直結しないので、昨年の予備会談本会議に報告上程し、現在会談と
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連結させる等措置を取るのが良いと言ったところ、 
   日本側から、本分科委員会と現在進行中の韓日会談との関係に関しては、韓国側見解が

正しい。別途協議はどれ位進捗しているのか質問があり、 
韓国側兪鎮午代表進捗状況を説明した。 

  2.協定文末合意点検討 
  a. 第二条 1(日本国は在日韓人は日本国民でないと確認するという文句削除の件)－この点

を譲歩することで協定が合意するなら、日本側は韓国側の提案通りに削除した後、後段

だけ残すとした。 
P458 b.三条 2(強制送還時協議する期間の件) －韓国側は元来十年間を主張していて、第三者が 

日本側の意向を伝えたようで、七年で妥協せよというので七年に短縮したものなので、

これ以上考慮の余地がないと主張したところ、 
 日本側から、少し譲歩するならば日本側でも譲歩する用意があるが、絶対駄目だ哀問

し絶対駄目だと答弁してしまった。 
   c.第五条(在日韓人の現職業を、本人が日本に居住する限り認定するという条項で、「職業」

は公務員を含むので、「自由職業」にしようという日本側提案の件)－ 日本側から「自由 
P459 職業(公職を除く)」と表現するのはどうかと提議したが、 
    「公職」とは何なのか反問して激論が展開され、収拾できなくなったので、一旦次の

条項を検討した後、再度討議を開始し討論したが、 
韓国側からは、「公職」という用語は不当に拡張して解釈される怖れがあるということ

で、 
日本側は結局、裁判所の判定によるものだから心配ないと甲論乙駁したが、 
韓国側は、(公務員を除く)なら「公務員」にしろと主張し、結局合意しなかった。 
本件に関して「OCCUPATION」なのか、「PROFESSION」なのかが問題になり、後

者なら日本側提案の「自由職業」だが、英文を「PROFESSION」、日本語文を「自由職 
P460 業」、韓国語文を「職業」にしよう等、多数の提案があったのだが結論を得られなかった。 
   d. 第七条(批准条項の内、本協定発効日の件)－本件は日本側内部の意見が決定できいない

と討議できなかった。 
3.分科委員会終了と今後の問題 

    以上で在日韓人法的地位分科委員会は三十六回に亘る討議を終了し、一旦分科委員会は

再び開かないことを定めたが、ただし未解決点及び別途協議は、別途連絡して早急に推

進し、状況によって分科委員会をまた開催する必要がある時は、連絡協議しようと言っ

て閉幕した。 
 四、午後四時五十分閉会した。 
 
P461     在日韓国人の国籍及び処遇に関する韓日協定案 (四月一日) 
  大韓民国及び日本国は、千九百五十一年九月八日にサンフランシスコ市で署名された日本国

との平和条約の効力発生に随伴し、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から継続して、日本国

に在留する韓人の国籍を確定する必要があることを認めるので、 
 また、前記の国籍の確定に随伴して、このような韓人の処遇に対して特別な措置を講究する

ことが必要と認めるので、 
 因って、大韓民国及び日本国は、この協定を締結した。 
    第一条 
P462 この協定において在日韓人というのは、太平洋戦争の戦闘が終止した日以前から、継続

して日本国に住所を持つ韓人をいう。 
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      第二条 
 1. 大韓民国は、在日韓人が大韓民国国民であることを確認する。 

2. 大韓民国及び日本国は、この協定の効力発生日に至るまでのある時期において、韓人及び

日本人相互に亘る身分関係に関して、ある一方の当時国の法令を適用することで、既に発

生した効果を承認する。 
      第三条 
 1.日本国政府は、在日韓人が、この協定の効力発生日から二年以内に大韓民国政府の発給 
P463 する登録証明書を添付して、日本国政府に永住許可を申請する時には、これを許可する。

この場合において、一般外国人に適用される永住許可の条件、手続き及び手数料に関する

日本国法令の規定は、適用しない。 
 2.前項の規定によって永住許可を受けた在日韓人の日本国からの退去の強制に関しては、こ

の協定の効力発生日から三年間(日本主張)五年間(韓国主張)、大韓民国政府及び日本国政府

の当該機関が、その実施のために必要な事項に関して協議して行う。 
P464  3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した

後、前項の期限が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、貧困者で

日本国又はその公共団体の負担になっている在日韓人の日本国からの退去強制に関して、

同項の期間を延長することが必要と思料する時には、協議して二年を越えない範囲内で、

これを延長できる。 
      第四条 
1. 在日韓人は、この協定の効力発生時に日本国において持っている財産上の権利として、一

般外国人による享有が認められていないものを、日本国に継続して住所を持つ限り、享有

できる。 
P465 2. 前項の権利を享有する在日韓人が死亡した時には、日本国の法令でその権利の相続

が認められている場合を除いて、その権利は、一年以内に、日本国法令によって当該権利

の享有を認められている者に対して譲渡されなければならない。 
      第五条 
 在日韓人が、この協定の効力発生時に、現在従事している職業(公務員の職を除く)で、日本 

P466 国法令が一般外国人に当該職業に従事する資格を認めていないものに関しては、その人

が継続して日本国に住所を持つ限り、これに従事できる。 
      第六条 
1.在日韓人で、この協定の効力発生日から三年以内に、大韓民国へ帰還する者に対しては、 
その所有する動産の携行に関して、関税その他の課徴金を賦課しない。携帯できる動産の種 
類及び数量に関しては、別途に協議して定める。 
2.前項の帰還者は、その所有する資金を、別途に協議して定める方法によって、大韓民国に

送金できる。 
3. 大韓民国政府及び日本国政府は、この協定の効力発生日から二年九ヶ月を経過した後、第 

P467 一項の期間が満了する時までの間において、その時の内外の状況によって、同項の期間

を延長することが必要と思料する時には、協議して二年を越えない範囲内で、これを延長で

きる。(日本はこの項を保留中) 
       第七条 

この協定は、当事国によって各自の憲法上の手続きに従って、批准されなければならない。

○○で交換することとする。 
この協定の効力は批准書の交換日に発生する。ただし第四条及び第五条の規定は、千九百

五十一年九月八日サンフランシスコ市で署名した日本国との平和条約の最初の効力発生日に
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遡及して適用される。 
P468 以上の証拠として、両政府の代表者は、このために正当な委任を受け、この協定に署名

した。 
 
  千九百五十二年 月 日に東京で、同じ正文である韓国語、日本語及び英語で本書二通を

作成した。 
 

大韓民国政府のために 
  
日本国政府のために 
 


